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第1章 瑞金と延安：戦火に生まれた幹部学校

瑞金という名は、韓国の読者には馴染みが薄い。しかし、中国共産党の歴史においては意味合い
が異なる。そこは、学校と軍隊、宣伝隊と行政機関がまだ互いに分化していない時代を象徴する場
所であった。

中国共産党の党校（幹部学校）の最初の姿は、今日の北京のキャンパスではなかった。それは、
未舗装の道を歩き、戦闘の合間に集まり、石を黒板の代わりにするような幹部教育から始まった。

1. 紅軍の移動学校と瑞金におけるマルクス共産主義学校

幹部教育の揺籃となったのは、瑞金に置かれたマルクス共産主義学校と、その周辺に初期に設立
された教育機関であった。

土地革命期、中国革命の中心が都市から農村へと移行するにつれて、中国共産党の幹部教育の方
針もまた大きな転換点を迎えた。

この時期、紅軍第四軍士官訓練隊、中国工農紅軍大学、マルクス共産主義学校など、重要な幹部
教育機関が相次いで設立された。

マルクス共産主義学校は、中央党校の創立における初期の歴史の中で大きな役割を果たした。

設立からわずか1年余りの間に、同校は1,000人以上の幹部を教育・養成するという大きな成果を
上げた。

この大規模な幹部教育は、党と軍の思想的統一に寄与し、狭隘な軍事至上主義的な見解を批判す
るとともに、紅軍の使命は戦闘にとどまらず、大衆の宣伝・組織化や政権建設をも含むものである
ことを教え込んだ。

当時、革命根拠地であった瑞金（瑞金）は、幹部教育の中心地であった。1932年5月に瑞金で創設
された「中国工農紅軍学校（中国工���学校）」は、すべての紅軍学校の業務に対する党の指導
力の確固たる確立を最優先の中央任務とした。また、軍医を養成するため、1931年11月に瑞金で軍
医学校（�医学校）が設立された。その後、中央紅軍医学校と合併し、校長兼政治委員（政委）で
ある賀誠（��）の体制のもと、1,000人以上の研修生を抱える「中国工農紅軍衛生学校（�生学校
）」として生まれ変わった。

瑞金では、後方支援要員を養成するため、供給学校（供�学校）も開設・運営された。

長征が始まると、同校は移動を開始した。その象徴となったのが、紅軍第一方面軍の「紅軍干部
団」である。

1934年10月から1936年10月にかけて、中国工農紅軍の第一、第二、第四方面軍および第二十五軍
は、過酷な長征（长征）へと出発した。

後方からの補給が絶たれ、休息なしで行軍と戦闘を続けざるを得ない状況下にあっても、党中央
委員会と中央革命軍事委員会は幹部の資質向上を戦略的課題と位置づけ、移動学校や訓練機関の運
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営を維持した。

その代表的な移動学校が、第一方面軍（すなわち中央紅軍）の「紅色干部団（�色干部�）」で
あった。長征開始直前の1934年10月、軍事委員会は既存の紅軍大学、第一歩兵学校、第二歩兵学校
、特科学校を統合し、干部団を編成した。

団長は陳賡（��）、政治委員は宋任窮（宋任�）が務めた。総勢約1,000名の部隊は、二つの歩
兵大隊、一つの政治大隊、一つの特科大隊、そして高級幹部ユニットで構成されていた。

干部団は、一日100里（里）の強行軍を行う移動学校であると同時に、精鋭戦闘部隊でもあった。

烏江（�江）渡河作戦では、特科大隊の工兵中隊が、教官の譚希林（�希林）と何滌宙（何�宙
）の指導のもと、降り注ぐ砲弾の中で36時間連続で奮闘し、浮橋を完成させた。

劉伯承（刘伯承）の指揮下、彼らは皎平渡（皎平渡）への奇襲を敢行した。通安州（通安州）へ
の奇襲では、40里を強行軍して敵の二つの連隊と一つの迫撃砲中隊を壊滅させ、軍事委員会から表
彰を受けた。

また、優秀な訓練生を実戦部隊に送り込み、最前線の指揮官の不足を補った。

紅軍第一方面軍の衛生学校もまた、組織を縮小したうえで長征の途についた。

彼らは昼間に軍を進めながら講義を行い、夜の宿営地では復習に励んだ。遵義（Zunyi）を占領し
た際には、省立第二中学校の校舎を利用して集中講義を実施している。

1935年8月には新たな医官班を開設し、陳志方（Chen
Zhifang）を校長に任命した。四川省の銅頭場（Tengtouchang）や炉霍県（Luhuo
County）といった地で、彼らはさらに紅軍第四方面軍から300人以上の見習い生を追加で募った。

第四方面軍、第二方面軍、そして第二十五軍も、それぞれ独自のやり方で幹部教育を継続してい
た。

第四方面軍は1935年5月に長征に入った。それに先立つ1931年2月に創設されていた彭楊軍事政治
学校（Peng-Yang Military and Political School）は、1934年10月、巴中清江渡（Bazhong
Qingjiangdu）において紅軍大学へと改称された。

1935年10月に卓木�（Zhuomudiao）で再組織された紅軍大学は、劉伯承（Liu
Bocheng）が校長を務め、受講生1,500人以上、軍馬数百頭を擁する規模へと成長した。

学校は天全県紅岩�（Tianquan County Hongyanba）へと移り、そこで2ヶ月余りにわたり集中
教育を行った。その後、炉霍に到着するとラマ教寺院に入り、3ヶ月間にわたって軍事・政治訓練を
継続し、総司令官である朱徳（Zhu De）の検閲を受けた。

後方支援要員の不足を痛感していた第四方面軍は、1936年2月に供給学校を設立した。校長である
趙鎔（Zhao
Rong）の指揮のもと、82人の受講生を3個小隊・9個分隊に分け、物資供給を担う人材を養成した。
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第二軍団と第六軍団からなる第二方面軍は、1935年11月に長征を開始した当時、「紅軍学校第四
分校」を運営していた。

長征の間、この学校は第二軍団訓練大隊と第六軍団訓練連隊の二つに分かれて運営された。1936
年2月に黔西（Qianxi）、大定（Dading）、畢節（Bijie）の地域を占領した後は、茶亭（Chating）
や海子街（Haizijie）といった地で、班・小隊・中隊クラスの幹部を集中的に教育した。

1936年9月、この学校は紅軍大学へと改編され、劉伯承が校長を務めて1,000人以上の人材を育成
した。

紅二十五軍は、陝北に最も早く到達した部隊であった。出発時には約2,900人だった兵力は、長征
の終わりには減少するどころか、逆に約3,400人にまで増えていた。

正規の学校を設立する条件が整っていなかったため、彼らは「会議をもって訓練に代える（以会
代�）」という手法を採用した。1935年5月には、竜駒寨（龙�寨）において1週間にわたる集中的
な政治訓練を実施している。

捕虜となった東北軍の将校を教官として起用し、機関銃手を養成するという実用的なアプローチ
がとられた。

湖北省と陝西省の境界地域において、彼らは3回にわたり、数百人の地元幹部やゲリラ幹部を訓練
した。

この過酷な環境を耐え抜いた教育の形態は、行軍の途上に築かれた「赤い炉（�炉）」であった
。

長征中の学校には、教室も教科書もなかった。紅四方面軍の紅軍大学の受講生たちは、道孚に滞
在中、山から集めた平らな石を黒板の代わりにし、崩れた壁から掘り出した石灰の破片をチョーク
として使った。夜になると、彼らは松脂を燃やして明かりを灯した。

紙や筆がないときは、地面を紙とし、木の枝を筆として用いた。

紅二軍団と紅六軍団の受講生の多くは、普段は戦闘に従事し、授業が行われるときだけ学校に戻
るという「通学（走�）」の形態をとっていた。

行軍と教育が融合した「路上での討論」は多種多様であった。幹部団の高級幹部隊隊長を務めた
肖勁光の回想によると、金沙江を渡る前の行軍中、ある教官が石達開の物語を語り聞かせた。受講
生たちは歩きながら、「紅軍は第二の石達開になるのだろうか」と激しく議論を交わし、そのよう
な悲劇は繰り返されないという結論に至った。

紅軍第四方面軍の紅軍大学が二度目の草地（草地）越えに挑んだ際、「草地を越える時、必要な
のは食糧か銃か（�草地是要粮�是要�）」というテーマで討論が行われ、食糧確保の重要性が説
かれた。

彼らは戦時刊行物の発行にも意欲的であった。紅軍大学の高級指揮科の受講生たちは、壁新聞（
��）『戦火（�火）』を9号にわたって発行し、紅岩�では校誌『紅炉（�炉）』を創刊して17号
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まで重ねた。この校誌は、後に紅軍総政治部によって全軍に配布されることになる。

この並外れた教育を主導した教官たちも、当時の最高峰のエリートたちであった。黄埔軍官学校
（黄埔�校）の卒業生やソ連からの帰国留学生に加え、董必武（董必武）、徐特立（徐特立）、成
仿吾（成仿吾）、馮雪峰（�雪峰）、李一氓（李一氓）といった一流の知識人や幹部が幹部団の政
治教官を務めた。

劉伯承や徐向前（徐向前）といったトップクラスの指揮官たちも、直接教壇に立って受講生たち
を指導した。

土間の学校

紅軍が長征の過程で運営した数多くの移動学校や、瑞金におけるマルクス共産主義学校は、単な
る軍事訓練キャンプにとどまらなかった。それらは、主観主義的かつ教条主義的な思考を正し、マ
ルクス主義を中国革命の現実的な状況へと結びつける「思想の巨大な溶鉱炉」であった。

毛沢東は後に、党の第七回全国代表大会において次のように宣言している。「党中央がここにあ
り、党校がここにあり、七大がここで開かれている。この問題が解決されれば、中華民族は勝利す
る（中央在�里，党校在�里，七大在�里开。�个��解决了，中�民族就�利了）。」

この有名な発言は、死線の危機にあっても学習と幹部教育を決して諦めなかった中国共産党の熾
烈な歴史的経験が、国家を勝利へと導く根本的な力となったことを示している。

2. 延安期における現職幹部教育とマルクス主義の中国化

延安期における幹部教育の緊迫した歴史的背景と「質の危機」

全面抗戦（全面抗�）の勃発後、中国共産党は戦争の重責を担うことのできる優秀な指導幹部を
緊急に必要としていた。

しかし、当時の党の現実は明らかな弱点を抱えていた。革命の発展という差し迫った要求と、党
員や幹部の全般的に低い文化的・理論的水準との間には、大きな隔たりが存在していたのである。

この弱点は、何よりも草の根の末端幹部の間で顕著であった。

陝甘寧辺区（�甘宁�区）はこの点で極めて貧しく、かつて「文化教育の荒地（文化教育的荒地
）」と呼ばれたほどであり、工農（工�）出身の幹部の教育水準は総じて低かった。

1942年3月の『解放日報（解放日�）』に掲載された「なぜ現職幹部の教育を最優先にするのか」
と題する記事によると、一般の党員や幹部は一般的な知識に乏しく、区・郷（区�）レベルの幹部
には多くの非識字者が存在していた。

具体的な事例を挙げると、安塞県（安塞�）の7つの区（区）において、区委員会書記（区委��
）1名、区長（区长）4名、自衛軍大隊長（自���长）6名、婦女連合会主任（��主任）7名が文
字を読めなかった。
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延安県全体を見渡しても、状況は決して楽観できるものではなかった。94名の区レベルの幹部の
うち、1,000字以上の文字を知っているのはわずか19名にすぎなかったのである。

同時に、長征（長征）の試練を乗り越えてきた古参幹部（老干部）たちの間には、実践を過度に
重視して理論を軽視する誤った傾向が見られた。革命への信念さえ揺るぎなければ、マルクス・レ
ーニン主義の理論を学ぶかどうかは重要ではないと考えていたのである。

対照的に、抗日戦争中に延安へ押し寄せた多くの愛国的な知識青年や新参幹部たちは、マルクス
主義や、形成されつつあった毛沢東思想の体系に馴染みが薄かった。

1942年当時、党全体で80万人いた党員のうち、75万人は抗日戦争下の統一戦線の局面において新
たに加入した者たちであった。彼らの社会的出自は複雑であったため、思想面で党員としてまとめ
上げることが差し迫った課題となっていた。

こうした背景から、通常の業務から切り離された既存の全日制教育モデル（脱産）には、明らか
な限界があった。

中国人民抗日軍事政治大学（中国人民抗日�事政治大学）や八路軍軍政学院（八路��政学院）
を含む30以上の幹部学校が10万人以上を教育した。それでもなお、幹部の大部分をカバーするため
には、人々が「働きながら学ぶ（�工作�学�）」という、在職幹部教育の体系が必要であった。

在職幹部教育制度の創設と精密な組織の構築

1939年6月10日、毛沢東は延安での高級幹部会議で、党、政府、軍、大衆団体、学校のすべての
在職幹部が仕事と学習を組み合わせなければならないと指示した。彼はこれを「新しく発明された
大学制度（一个新�明的大学制度）」と呼んだ。

陳雲（�云）もその柔軟性を強調し、誰もが党学校やマルクス・レーニン主義学院（马列学院）
に行けるわけではないため、毛主席が説明した「長期大学（长期大学）」、すなわち独学を粘り強
く続けなければならないと述べた。

これに応じて、中国共産党は指示（指示）、決定（决定）、措置（�法）、通知（通知）を含む
一連の政策文書を発行し、広大な教育体系を構築した。

1940年、中央幹部教育部（中央干部教育部）は中央宣伝部（中央宣�部）と統合され、中央宣伝
部が在職幹部教育を一元的に指導することとなった。

この制度は、中央宣伝部から、辺区政府宣伝部や八路軍総政治部宣伝部を含む中央委員会直属系
統の宣伝部門へ、そこから各レベルの党支部へ、そして最終的には個々の党員幹部へと、「環状に
連結した（��相扣）」4段階の組織を形成した。

注目すべき革新は、「幹部の階級による段階的差異化グループ編成制度（分�差异化��制度）
」であった。

1940年3月の指示に基づき、在職幹部は甲（甲）、乙（乙）、丙（丙）、丁（丁）の4つのカテゴ
リーに区分された。
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甲類（Category A）は、相当な文化的・理論的水準を備えた古参幹部で構成されていた。彼らは
『ソ連共産党（ボ）歴史』（�共党史）、マルクス・レーニン主義、政治経済学、そして哲学を学
んだ。

乙類（Category B）は、文化的・理論的水準の低い古参幹部で構成されていた。彼らは一般教養
科目を中国問題と並行して履修したのち、甲類のカリキュラムへと進んだ。

丙類（Category C）は、相当な文化的水準を備えた新参幹部で構成されていた。彼らは中国革命
と共産党、すなわち党建設について、また中国問題について学び、そののち甲類へと進んだ。

丁類（Category D）は、労働者や農民の出身である新参幹部で構成されていた。彼らは党建設と
並行して一般教養科目を履修した。

こうした個人学習を後押しするため、毛沢東は1939年5月20日の動員大会において、幹部たちに
対して毎日2時間を学習のために「捻出する（�出）」よう求めた。1940年の指示を通じて、これは
全党の現職幹部を対象とした義務的な「毎日2時間学習制度」となった。

条件の整った地域では、小グループ（小�）が組織され、月に2回の討論会が催された。

1941年9月には、高級責任幹部を対象とした「高級学習組（高�学��）」が発足した。毛沢東自
身も、毎週水曜日の夜に楊家嶺（Yangjialing）のヤオトン（窑洞、洞窟式住居）に7、8名を集め、
哲学グループを主導した。張聞天（Zhang
Wentian）は、『資本論』の複数の版を比較・分析するグループを指導した。

1940年7月から1941年9月にかけては、10回以上の大規模な戦略教育会議も開催され、それぞれ1,
000人以上を動員した。

学習指導に関しては、甲類の幹部から指導員（指��）が選抜され、乙類および丙類の幹部を支
援した。理論水準の高い幹部たちは「学習顧問団（���）」を結成し、1940年9月からは7科目に
わたる108の設問に回答することで学習を導いた。

物理的な距離を克服するため、安塞（Ansai）、排荘（Paizhuang）、柳樹店（Liushudian）とい
った場所に「巡回教育駅（巡回教育站）」が設置され、優秀な教員が現地に直接赴いて『ソ連共産
党（ボ）歴史』や中国問題を教授した。

この教育に対する評価は、日常検査、臨時試験、期末試験、卒業試験の4段階で実施された。その
結果は、幹部の定期的な人事評価へと公式に反映された。

1940年5月5日に開催された「第一回学習節（第一届学��）」において、陳雲（Chen
Yun）組長と張聞天（Zhang Wentian）組長が率いる小グループが模範学習グループに選出され、朱
徳（朱德）が学習模範として表彰された。

整風運動の展開とマルクス主義的学風（学风）の確立

延安期における幹部教育は、単なる知識の伝達にとどまらなかった。それは、マルクス主義の中
国化を推し進め、哲学的な世界観を正すための壮大な思想改造プロジェクトである「整風運動（整
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风运�）」と軌を一にして展開された。

西欧の学者マーク・セルデン（Mark Selden）は、著書『中国の革命における延安の道（The
Yenan Way in Revolutionary China）』において、党の歴史におけるこの整風運動、思想改造、そ
して生産運動の重要性を深く掘り下げている。

かつて中国共産党は、王明（王明）らに代表される「左傾」教条主義的な過ちによって、紅軍が
長征へと追い詰められる代償を払った。また抗日戦争の初期段階では、右傾的な過ちによって、統
一戦線における党の独立性と主導権をあやうく失いかけた。

毛沢東は、この主観主義（主�主�）と教条主義がもたらす弊害を痛感し、1938年10月に開催さ
れた党の第六期中央委員会第六回全体会議（六中全会）において、「マルクス主義の中国化」とい
う科学的な命題を初めて提起した。

その後、1941年5月に発表された『我が学習の改造（改造我�的学�）』において、毛沢東は、現
実の研究、歴史の研究、そしてマルクス・レーニン主義の適用を軽視する「悪しき作風」を痛烈に
批判し、「実事求是（�事求是）」という言葉の意味を新たに定義し直した。

ここで彼は、「実事」を客観的に存在するすべての物事、「求」をそれらを研究すること、そし
て「是」を客観的な物事の内部関係、すなわちその法則と定義した。

そして1942年2月、中央党校の開学式において、毛沢東は『党の作風を整頓する（整�党的作风）
』と題した演説を行い、党における3つの作風、すなわち学風（学风）、党風（党风）、文風（文风
）の整頓を宣言したのである。

彼は「学風の問題こそが第一に重要な問題である」と強調し、学風とは単なる学校の雰囲気では
なく、党全体の思考方法であり、マルクス・レーニン主義に対する態度であり、そして同志たちの
仕事に対する態度であると宣言した。

彼はマルクス主義理論と中国革命との関係を「的と矢（有的放矢、的に向かって矢を射る）」の
関係に例え、マルクス主義という「矢（矢）」は中国革命という「的（的）」に向けて放たれなけ
ればならないと主張した。

この実事求是を理論と実践に結びつけるため、党は『六大以来』、『六大以前』、『両条路線（
两条路�）』といった党史文献を編纂し、幹部たちに自らの歴史を痛烈に振り返り、学習するよう
促した。

中央党校の名師・王学文の貢献と政治経済学教育

この広範な幹部教育と思想生産の最前線であった中央党校には、王学文という優れたマルクス主
義政治経済学者がいた。

日本への留学を経て帰国後、上海などで地下活動に従事した彼は、1937年春に延安に入り、中央
党校の教務主任などの要職を歴任した。

彼は、中央党校における教育管理の制度化と標準化に決定的な貢献を果たした。
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従来、党性（党性）の涵養のみに焦点を当てていた「組織鑑定制度」を補完するため、彼はマル
クス・レーニン主義の理論学習の状況を評価する「学業鑑定制度」を創設し、「党性と理論」の二
重の評価軸を構築した。また、幹部配置方針に合わせて、それまで8ヶ月だった党校の課程を6ヶ月
に短縮し、さらにカリキュラムを前期3ヶ月と後期3ヶ月に再編することで、途中で異動や編入のあ
った幹部でも少なくとも1つの科目を完結できるよう柔軟性を持たせた。

多忙な行政実務の中でも、王学文は自ら政治経済学の講義を担当した。

当時教材として使われていたソ連の政治経済学教科書は、階級性と党性を強調していた。王学文
はこれだけでは不十分だと考え、マルクス主義政治経済学の特徴を、科学性、統一性、完全性、歴
史性、発展性、予見性、階級性、党性、国際性、革命性、戦闘性、実践性の「12の特徴」として体
系化した。この論文は1940年、『中国文化』第2号に掲載された。

同年、彼は雑誌『共産党人』に独学用の『政治経済学学習大綱』を発表し、理論的な枠組みを提
示した。

1941年、日本人捕虜の増加に伴い、彼らを教育するための「日本工農学校」が延安に設立された
。王学文は何思敬とともに、資本主義、帝国主義、社会主義の三つの部門について講義を行った。

日本の受講生たちはこれらの講義を詳細に記録し、『政治常識』という教科書を作成した。戦後
、この教科書は日本共産党の左派運動の教材として使用され、1980年には『社会科学基本知識』と
いうタイトルで正式に出版された。

制度が残した足跡

延安期の現職幹部教育制度は、党内に激しい学習熱を巻き起こし、「粟飯を食べて理論の山を攻
める（吃小米�，攻理�山）」という言葉が流行するほどであった。

厳格なトップダウンの指示と現場での柔軟な対応を組み合わせたこの制度は、主観主義を打破し
、マルクス主義を中国の歴史、文化、そして現実と結合させるための経路となった。

この思想的な炉を経ることで、中国共産党は政治的に堅固で、高い教養を持ち、作風の強い幹部
部隊を育成した。その強さは、抗日戦争の勝利とマルクス主義の中国化を支える重要な推進力とな
った。

3. 整風運動、思想の統一、そして党性鍛錬の原型

中国共産党は、学校において生き残りの技術を学んだ。戦時下において、行政的な命令だけでは
組織を維持することはできず、党員たちは同じ言語と同じ規律を学ばなければならなかった。共産
党員に求められる思想的武装と党性鍛錬の原型は、1940年代の延安における整風運動の中で形作ら
れた。

整風運動の背景には、党内の思想的危機が存在していた。

1930年代後半から1940年代前半にかけて、中国共産党は生存をかけた闘争と勢力拡大を同時に推
し進めていた。土地革命戦争期には、王明（Wang
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Ming）に代表される「左翼」教条主義が紅軍を長征（Long March）へと追い込んだ。さらに日中戦
争の初期段階においても、王明の右傾路線は抗日民族統一戦線内部における共産党の自主独立を危
うく揺るがしかねない状況を招いていた。

毛沢東（Mao Zedong）は、こうした主観主義と教条主義が長年にわたり党内を支配してきたと考
えていた。彼はこれを「偽物のマルクス主義」と呼び、激しく批判した。

また、党の急速な規模拡大は、思想的な統一を迫る圧力をも強めていた。1942年時点で中国共産
党の党員数は約80万人に達していたが、そのうち約75万人は日中戦争の統一戦線という環境下で新
たに加わった新入党員であった。

これら多くの新入党員は、多様で複雑な背景を持つ農民や愛国的な知識青年たちであり、彼らの
多くはマルクス・レーニン主義や毛沢東思想の体系に馴染みが薄かった。

1942年5月の「延安文芸座談会での講話」において、毛沢東は「極めて多くの党員が、組織的には
入党しているものの、思想的には完全に入党しているとは言えない」と指摘した。組織の膨張は、
必然的に思想的な再教育を要求していたのである。

1941年5月、毛沢東は『我々の学習を改造しよう（Reform Our
Study）』を発表し、思想改造への道を開いた。

続いて1942年2月、中央党校（Central Party
School）の開校式において、彼は『党の作風を整頓しよう（Rectify the Party's Style of
Work）』および『党八股に反対しよう（Oppose Party Stereotyped
Writing）』と題する講話を行い、党全体にわたる整風運動を本格化させた。

整風運動は、学風を正すために主観主義に反対し、党風を正すために宗派主義に反対し、そして
文風を正すために党八股に反対することを目指した。

ここで言う学風とは、単に学校内における学習の雰囲気を指すものではない。それは、すべての
党員や幹部の思考方法であり、マルクス・レーニン主義に対する根本的な姿勢を意味していた。

理論と実践を切り離す主観主義を打破するため、毛沢東は「実事求是（seeking truth from
facts）」、すなわち事実に基づいて真理を求める姿勢を打ち出した。

1941年末、毛沢東は「実事求是（事実に基づいて真実を求める）」を中央党校の校訓に掲げた。1
943年11月には、自ら筆を執ってこの四文字を揮毫し、中央党校へ贈っている。

彼はマルクス主義理論と中国革命との関係を「的を絞って矢を放つ（有的放矢）」に例えた。す
なわち、マルクス主義という矢をもって、中国革命という的を射抜かねばならないということであ
る。

幹部たちの学習の進め方についても、具体的な指示を与えていた。第七回全国代表大会において
、毛沢東はマルクス・レーニン主義の著作5冊を推薦し、それらを兵糧袋に入れて持ち歩き、戦闘の
合間にも読むよう幹部たちに求めた。時間がないなら時間を作り出し、いったんその面白さが分か



12 - Kim Kyung-jin

れば、より深く掘り下げるべきだと説いたのである。

この過程は、教育を通じて道徳的な変容を促すという中国古来の「教化」の思想とも響き合って
いた。

ロンドン大学東洋アフリカ研究学院（SOAS）のティモシー・チーク教授は、中国共産党を単なる
政党ではなく、社会を統治・変革・保護する一方で、服従と感謝を要求する「救済的な政治機関」
であると描写した。

チーク教授は、中国共産党の思想教育が、教育を通じて道徳的な変容をもたらすという中国の伝
統的な教化の概念に深く根ざしていると見ていた。この概念は、道徳的な模範を示すことによって
人々を正しい行いへと導くという、国家の果たすべき責任を意味している。

明代の王陽明による「南贛郷約」や、呂坤の「郷保」制度に象徴されるように、国家が道徳教育
と行政的統制を結びつけてきた伝統も、その背景を形作っていた。

20世紀に入ると、共産党の教化の伝統は、劉少奇の『共産党員の修養を論ず』を通じて、党員と
しての精神修養（党性鍛錬）の中核へと位置づけられるようになった。

整風運動の過程で、党はより国際主義的でレーニン主義色の薄いマルクス主義を脇へと追いやっ
た。延安整風運動のさなか、王実味などの知識人が毛沢東と衝突し、党の思想は毛沢東の中国化路
線のもとに一本化されていった。

延安の中央党校は、この思想的団結を具体的な制度へと鋳直す巨大な溶鉱炉の役割を果たしたの
である。

1937年春から中央党校で教育長を務めていたマルクス主義経済学者の王学文（Wang Xuewen）は
、大きな役割を果たした。幹部の党性修養のみを評価する組織的評価制度の限界を補うため、彼は
マルクス・レーニン主義理論の学習成果を評価する学術的評価制度を構築した。

これにより、中央党校は党性と理論の両面から検証を行う二重評価体制を獲得することとなった
。

王学文は戦時下の状況を考慮し、既存の8ヶ月だった中央党校の課程を6ヶ月に短縮し、前期3ヶ月
と後期3ヶ月の2部構成で運営した。

この時期、党校や党組織内では「粟飯を食らい、理論の山を攻めよ（吃小米�，攻理�山）」と
いう言葉が流行した。理論の学習と党性の鍛錬は、後に共産党が日中戦争や中国内戦を生き抜くた
めの思想的・組織的な基盤となった。

延安で形成された党性訓練の原型は、現在の習近平（Xi Jinping）時代へと受け継がれている。

『中国共産党党校（行政学院）工作条例（中国共�党党校（行政学院）工作条例）』は、幹部教
育における政治的基準を数値として規定した。市・地区レベル以上の党校の全カリキュラムにおい
て、「党の理論教育と党性教育（理�教育和党性教育）」が総授業時間の少なくとも7割を占めなけ
ればならないと定めている。
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そのうち、「党性教育（党性教育）」は、1学期の総授業時間の少なくとも2割を占める必要があ
る。

1ヶ月以上の課程に入る幹部研修生は、党性分析（党性分析）を受けなければならない。理想や信
念、党の宗旨（宗旨）、党史、新中国史、改革開放史、社会主義発展史、権力観や政績観（政��
）、そして廉潔教育のすべてがこのプロセスに含まれる。

研修生の管理には厳しい規律も課される。在学中、研修生は「3721禁酒令」などの規制を受け、
教育活動日には飲酒を禁じられる。

週末や祝日に外出する際も報告が義務付けられている。正当な理由による欠席であっても、累積
欠席時間が総授業時間の7分の1を超えた場合は、退学（退学）処分となる。

今日の党性訓練や理論教育は、1940年代の延安整風運動に端を発する思想統一のメカニズムを受
け継いでいる。名称が変わり、キャンパスが拡大しても、その核心は変わらない。それは、組織の
生存を守るために人々の思想を結びつける作業である。

この章の最後に残るのは、古い教室の光景である。机は乏しく、前線は近く、教科書は常に不足
していた。それでも中国共産党は、そのような状況下でも人々を教育した。当時の教育は、知識の
伝達というよりも、組織の生存そのものに近かった。だからこそ、瑞金と延安の学校が出発点なの
である。その後、中央党校が制度や予算、キャンパスや研究所を備えるようになった後も、この記
憶はその土台に残り続けた。党が危機に直面したとき、真っ先に行おうとしたのは、再び人々の思
想を結びつけることであった。
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第2章 改革開放後、党校は実務学校となった

1978年を境に、党校を取り巻く空気は一変した。革命戦争の言説だけでは、もはや工場を動かす
ことも、都市を管理することもできなかった。

鄧小平時代に入ると、党校はイデオロギーの学校であると同時に、実務の学校としての役割も求
められるようになった。講義室の議論には「経済建設」という言葉が入り込んできた。

1. 1978年以降の思想解放と真理基準をめぐる論争

1978年は、中国共産党と中華人民共和国の進む方向を決定づけた年となった。10年間に及ぶ文化
大革命によって国家は疲弊しきっており、党と国家は足元を立て直さなければならなかった。1977
年の後半から、海外の視察に赴いた中国の幹部たちは、中国と先進的な西側諸国との間にある格差
をまざまざと見せつけられた。鄧小平はこう語っている。「見れば見るほど、我々の遅れを痛感せ
ざるを得ない。近代化とは何か。1950年代、1960年代、そして1970年代と、時代は変わり続けてい
るのだ」

しかし、党内には依然として頑迷な「左」傾思想や教条主義の残滓がこびりついていた。毛沢東
のすべての発言と指示に盲従することを意味する「二つのすべて（两个凡是）」が、改革の足を引
っ張っていた。それはマルクス主義を、現実の中で発展していく理論としてではなく、閉ざされた
教条として扱っていた。

この思想的桎梏を打破するために、真っ先に立ち上がった機関が中央党校だった。改革開放の初
期において、中央党校は「真理基準（真理�准）」をめぐる論争の重要な発信源となった。

1978年に巻き起こった「真理の基準に関する大論争」において、中央党校の内部刊行物である『
理論動態（理���）』は重要な役割を果たした。一部の教員たちは、「実践こそが真理を検証す
る唯一の基準である（�践是��真理的唯一�准）」という命題を打ち出した。真理は特定の指導
者の語録や著作によってではなく、客観的な実践を通じて検証されるべきだと主張したのである。
この議論は党内の閉ざされた思考の扉を開き、マルクス主義の基本原理と中国の現実との結合を求
める全国的な論争へと発展していった。

真理基準をめぐる論争が広がるにつれ、鄧小平を中心とする現実主義的な指導部は、「学風」の
問題をテコにして思想解放を推し進めた。鄧小平はイデオロギー路線を政治路線の土台とみなして
いた。彼は「二つのすべて」を打破し、理論と実践を結びつけるマルクス主義的な学風を回復しよ
うとした。「事実に基づいて真理を求める（実事求是）ことこそが、マルクス主義の精髄である。
我々が提唱すべきはこれであり、本への崇拝ではない」という彼の言葉は、その方向性を示してい
た。

真理基準をめぐる大論争の成果は、1978年12月に開催された中国共産党第11期中央委員会第3回
全体会議（十一回三中全会）において、党の公式路線として承認された。十一回三中全会は、思想
を解放し、事実に基づいて真理を求めるというイデオロギー路線を再確立し、党と国家の中心課題
を「階級闘争」から「経済建設」へと移行させた。中国共産党の文献は、この瞬間を「撥乱反正（
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混乱を収拾して正常な秩序に戻すこと）」の完了と記述している。

思想解放は、たんにイデオロギーの転換にとどまらなかった。全国の幹部たちは、新たな知識と
能力を身につけなければならなかった。鄧小平は党全体に向けて「一から学び直す（重新学�）」
ことを促した。彼らは古い「左」傾した過ちを洗い流す必要があり、同時に、それまで経験したこ
とのない改革開放を推進するために必要な知識を求めていた。

鄧小平は、幹部たちは経済、科学技術、そして管理を学ばなければならないと説いた。1978年の
十一回三中全会を機に始まった学び直しの運動は、政治的イデオロギーを超えて、海外の技術や管
理経験を受け入れる姿勢へと舵を切る契機となった。

鄧小平は、中国の近代化への青写真として「三段階（三步走）」の開発戦略を提示した。第一段
階は、1980年代末までに人々の温飽（衣食）の問題を解決すること。第二段階は、20世紀末までに
生活水準を「小康」（ある程度ゆとりのある生活）のレベルに引き上げること。第三段階は、21世
紀半ばまでに1人当たり国民総生産を中堅先進国の水準に引き上げ、基本的な近代化を達成すること
である。

思想解放は、幹部の評価基準をも変えた。鄧小平は「発展こそが硬い道理（確固たる法則）であ
る（�展是硬道理）」というスローガンとともに、「三つの有利（三个有利于）」の基準を打ち立
てた。1979年、中央組織部が発表した『幹部審査制度の実施に関する意見』は、徳、能、勤、績の4
つの側面を提示し、業務成果に重点を置くよう求めた。幹部評価はイデオロギー的な純粋さから離
れ、経済的成果や生活条件の改善へと向かっていった。

しかし、この思想解放は、西欧式の自由民主主義へと向かう政治的解放を意味してはいなかった
。裴敏欣（Minxin Pei）教授の分析によれば、鄧小平らは文化大革命のような個人崇拝や極端な統制
への逆戻りを防ぐために、権力の制度化と集団指導体制を追求した。同時に、鄧小平は経済の近代
化が党の執政基盤を揺るがさないよう、「四つの基本原則」を打ち立てた。それは、マルクス主義
、社会主義の道、人民民主主義独裁、そして共産党の指導である。

裴教授の分析では、中国は強制的な統制、経済的な統制、情報的な統制という基本的な手段を維
持したまま、経済発展と限定的な思想解放を追求した。そのため、ポスト・スターリン期の国々と
は異なり、完全な民主化へと進むことはなかった。それは、大衆動員や極端な人事刷新といった慣
行が一過性で衰退したにすぎない「ポスト全体主義的統制」の状態にとどまった。この見解は、長
期にわたる一党支配と急速な経済発展がもたらす腐敗、そしてその後に再び権力が集中する可能性
を鄧小平が過小評価していたと批判するものである。

1978年に中央党校から火がついた「真理基準」をめぐる大論争と、十一回三中全会における思想
解放は、中国共産党を「二つのすべて」の教条主義から決別させ、事実に基づいて真理を求める実
事求是と経済建設の道へと導いた出来事であった。しかし、その道は依然として党の指導という枠
組みの内側にあった。中国は市場を受け入れたが、権力の扉を開くことはなかった。

2. 経済建設、行政能力、そして幹部評価制度の再構築
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中国共産党の統治能力は、各時代の中心課題に合わせて幹部の行政能力を強化し、それを支える
評価制度を繰り返し変更するプロセスを通じて構築されてきた。1978年に改革開放が始まると、国
家の針路は階級闘争から経済建設へと切り替わり、幹部評価制度もイデオロギーへの忠誠重視から
、経済的パフォーマンスと行政能力重視へと移行していった。

階級闘争から経済建設への大転換と「三段階（三步走）」戦略

1978年12月に開催された中国共産党第11期中央委員会第3回全体会議は、中国現代史における深
い転換点となった。この会議を通じて、中国は古い「左」傾した過ちと階級闘争を中心とする路線
を一掃し、党と国家のすべての業務の中心を「経済建設」へとシフトさせた。

この思想解放を基盤として、鄧小平（�小平）は７０年近くに及ぶ長期的な『三段階（三步走）
』発展戦略を提示した。第一段階として、中国は１９８０年代末までに国民の『温飽（温�）』（
衣食が足りる状態）問題を解決する。第二段階では、２０世紀末までに『小康（小康）』（ややゆ
とりのある生活）水準に到達する。そして第三段階として、２１世紀半ばまでに一人当たり国民総
生産を中堅所得国の水準に引き上げ、近代化を基本的に達成するという計画であった。

この時期、党校の教育の重点も変化した。『黒い猫でも白い猫でも、ネズミを捕るのが良い猫だ
』という言葉に代表される実用主義的なアプローチに基づき、イデオロギー的なレッテル貼りを排
して経済発展と近代化を最優先課題とした。

経験のない経済建設を遂行するため、鄧小平は全党の幹部に対し『一から学び直す（重新学�）
』よう促した。幹部らは経済、科学技術、経営管理を学ぶ必要に迫られ、これが経済管理に関する
知識の普及と専門教育の波をもたらした。

時代の要請に応じた行政能力と科学的意思決定力の高度化

中国が単なる経済成長の段階を超えて『高品質発展（高�量�展）』を重視し始めるにつれ、幹
部に求められる行政能力はより複雑化した。現代の意思決定は技術性、専門性、複雑性を増してお
り、幹部個人の経験だけで対処することは極めて困難になっている。

そのため、幹部の行政能力と意思決定力を強化するための現代的な研修方式が導入されつつある
。

デジタル技術や先端技術のスキルは、情報の掌握と科学的意思決定の基礎となる。現在の幹部に
は、インターネット、クラウドコンピューティング、ビッグデータ、さらには人工知能（AI）アル
ゴリズムを実際の行政実務に活用できる能力が求められている。

『仿真（仿真）』（シミュレーション）意思決定訓練も導入されている。この手法は、コンピュ
ータ技術と人工知能を組み合わせて実際の意思決定環境に類似したモデルを構築し、多様なシナリ
オを検証するものである。

現代の行政は多くの利害関係者が絡み合っている。したがって、幹部には真実を追究する『求真
（求真）』の能力だけでなく、市民と対話し、異なる利害関係者の要求を調整する『求和（求和）
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』の能力も身につけることが求められる。

幹部評価制度の最初の再編は、『徳、能、勤、績、廉』の評価基準の確立と、『GDP至上主義』
思考の限界に対する認識から始まった。

経済建設を加速させ、幹部の行政能力を客観的に評価するため、中国共産党は幹部評価制度を根
本的に改編した。１９７９年、中央組織部は『幹部評価制度の実施に関する意見』を発表し、幹部
評価の４大要素として徳（徳, morality）、能、勤、績を明確に規定した。

鄧小平が提示した『三つの有利（三个有利于）』という基準のもと、幹部の『仕事の実績（工作
��）』が評価の核心的要素となった。これにより地方幹部に対して経済成長への強力な動機付け
が行われ、中国経済の爆発的な成長を牽引することとなった。

その後、市場経済の深化に伴い、腐敗や執務態度の問題が表面化した。これに対応するため、中
央組織部は１９９８年５月、既存の４基準に『廉』を正式に追加し、これが『績』の行き過ぎを抑
える重要な安全弁となった。

しかし、この評価制度は深刻な副作用も生み出した。いわゆる『GDP至上主義』が広く蔓延する
につれ、幹部たちは短期的な数値としての経済成長率や固定資産投資といった『目に見える業績（
��）』に執着するようになった。

その結果、無駄な『イメージ構築プロジェクト（形象工程）』や『政績アピールプロジェクト（
政�工程）』が乱立する一方で、民生の向上、生態系の保護、社会統治といった目に見えにくい非
経済的指標は後回しにされた。

政策の失敗後に責任から逃れ、そのまま去っていく無責任な幹部が問題化し、これは『尻を叩い
て立ち去る（拍屁股走人）』と揶揄された。

第二の再編は、高品質発展と差異化（差异化）された評価制度の構築である。

こうした過去の弊害を克服し、新時代の要請に応えるため、習近平指導部のもとで幹部評価制度
は『高品質発展（高�量�展）』を軸に全面的に再編された。政策の方向性を誘導する指揮棒（指
�棒）は、経済規模の拡大から、質的な効率性、公共の福祉、そして生態環境の保護へと大きく舵
を切った。

この新たな評価制度の最大の特徴は、一律の尺度で測るアプローチ（一刀切）を廃止し、『差異
化評価（差异化考核）』を全面的に導入した点にある。

地域ごとの差異化では、各地域の自然条件、資源、経済開発の水準に応じて異なる指標を設定し
ている。経済的に発展した地域は、主に技術革新や産業高度化などの高品質発展の指標で評価され
る。一方、開発途上の地域は農村振興やインフラ建設が評価され、生態保護区域では生態・環境保
護とグリーン発展の指標が最優先で評価される。

部門ごとの差異化された評価において、主要な評価比重の置き方は、業務部門に対しては業務実
績とイノベーション、総合部門に対しては管理・調整能力、サービス部門に対してはサービス品質
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と市民満足度とされている。

「顕著な業績（顕績）」と「潜在的な業績（潜績）」のバランスにおいては、潜在的な業績（潜
績）に与えられる比重が大幅に増加した。これには技術革新、人材育成、制度構築、生態系保護な
どが含まれる。これらの成果は現れるまでに長い時間を要するが、短期的な目に見える成果と並ん
で、国家の長期的な発展にとって極めて重要である。

2020年10月に発布された『高品質発展を促進するための政績評価改善に関する通知』では、人々
の獲得感、幸福感、安全感が評価における重要な指標となるべきであり、虚偽の業績は排除される
べきであることが明確に示された。

多角的評価手法の導入と「容認・免責（容錯）」メカニズムによる執行の確保

再編された幹部評価システムが実質的な成果を上げるためには、評価手法や結果の適用方法が、
先進技術および緊密に組み合わされた人事制度と結びつけられなければならなかった。

リアルタイムのビッグデータ評価と多様な主体の参画は、従来の書面や年末の評価への偏重を打
破するものである。政務、民生、生態データなどを統合した政績評価ビッグデータプラットフォー
ムを構築することで、幹部のパフォーマンスをリアルタイムかつ動的に監視することが可能となっ
た。

評価者も、上司による一方通行のトップダウン評価から脱却した。「上司による評価 ＋
同僚による協議 ＋ 部下による評価 ＋ 市民による監督」からなる多角的なシステムが導入され、123
45市民ホットラインやオンライン評価を通じて市民の参画度が高められた。

賞罰も厳格に適用される。評価結果は幹部の選抜、任用、昇進に直接結びつけられている。「能
ある者は上がり、優れた者は賞され、平庸な者は下がり、劣る者は淘汰される（能者上、優者奨、
庸者下、劣者汰）」という原則の下、優れた実績を上げた幹部は優先的に昇進し、基準に達しない
者は降格されるか責任を問われる。

「三つの区分（三個区分開来）」と容錯（エラー許容）メカニズムは、盲目的な処罰を行政能力
構築のための唯一の解とはしない。改革やイノベーションの過程で不可避的に生じる「意図しない
過失」と、故意による「違法行為」との間に厳格な一線を画す「三つの区分」の原則を適用してい
る。

このアプローチを通じて、党は「容認・免責（容錯免責）」の明確なリストを作成し、真摯に業
務を遂行する中で過失を犯した幹部に政治的な保護を与えた。その目的は、責任追及を恐れるあま
り幹部が「不作為（何もしないこと）」に陥るのを防ぎ、幹部の間での改革とイノベーションを推
進する活力を守ることにある。

1978年以降、中国共産党が国家の方向性を経済建設へとシフトさせるに伴い、幹部に対して経済
、技術、管理分野における新たな行政能力を求めた。これを推進するため、「徳、能、勤、績、廉
」に基づく評価システムを構築し、急速な成長を牽引した。しかし、その副作用を克服するため、
現代のシステムはビッグデータやAIを用いた科学的意思決定能力を強調している。同時に、画一的
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なGDP至上主義から脱却し、地域や部門ごとの差異化された指標、潜在的な業績への着目、市民の
満足度、そしてエラー許容メカニズムを組み合わせることで、幹部評価を「高品質発展」を中心に
完全に再編した。このようにして、党は中国式近代化という国家目標に向けて、この巨大な官僚機
構を統制し、牽引している。

3. 文化大革命の空白期と江沢民・胡錦濤時代

文化大革命期（1966-1976年）は、毛沢東による官僚機構の破壊と、機能停止に陥った党校の歴史
である。

文化大革命の惨禍と権力闘争に関する講義では、この時期が中国共産党と国家に甚大な災厄をも
たらした厳格な統制の時代として描かれている。裴敏欣（Minxin
Pei）教授は、この時代を大衆動員の爆発とエリート間の内部闘争の二つに分けて説明する。

第一の時期（1966-1969年）は、官僚制を嫌悪した毛沢東（Mao Zedong）が大衆を動員し、下か
ら共産党エリートを打倒し、国家を内乱と混沌へと陥れた時代であった。

1969年以降の第二の時期は、林彪（Lin
Biao）らを中心とする、エリート内部での激しい政治的陰謀と権力闘争の時代であった。

スティーブ・ツァン（Steve Tsang）教授も講義の中で、この時期における過酷な人事粛清の文化
について生々しい証言を行っている。当時、数百万人もの中国市民が苦しみを味わい、現在の国家
主席である習近平の父親であり、副首相級の高級幹部であった習仲勲（Xi
Zhongxun）も激しい闘争の標的となり、その地位を追われた。

当時、大衆や子どもたちに至るまで「父も親しく、母も親しいが、毛主席ほどの親しさはない」
というスローガンが教え込まれ、自らの親しい家族でさえも公に批判し、告発することを強要され
た。

習近平（Xi Jinping）国家主席自身もこの時期に下放され、農村で約7年間にわたり過酷な肉体労
働に耐えなければならなかった。

ジョージ・マグナス（George
Magnus）はこの時代を、「猛烈な成長と広範な貧困が共存した逆説の時代」と評した。

崩壊した官僚機構の内部において、中央党校と幹部教育の記録には広大な空白が広がっている。
公開文書は、文化大革命が残した政治的傷跡、毛沢東への個人崇拝、大衆動員、そして繰り返され
た人事闘争については詳細に語っている。

しかし、高級幹部を育成する中国共産党の最高機関である中央党校が、この時期にどのように運
営されていたのかは依然として大きな「空白地帯」のままである。これは、過酷な環境下でも移動
学校や「赤色幹部団」を通じて幹部教育を継続した1940年代の延安時期とは対照的である。

1978年以降、中央党校は「真理の基準」をめぐる論争を主導し、改革開放を牽引したと明示的に
説明されている。しかし、毛沢東が既存の官僚機構を打ち砕いたあの10年間（1966〜1976年）につ
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いて、公開文書は、党校の教員がどのような迫害を受けたのか、党性教育のカリキュラムがどのよ
うに麻痺したのか、あるいはマルクス主義教育が紅衛兵の極左イデオロギーにどのように置き換わ
ったのかについて、具体的な記述をほとんど残していない。

江沢民期（1989〜2002年）は、厳しい統制下での経済成長の時代であり、その成長とイデオロギ
ー教育との間に乖離が生じた時期でもあった。

江沢民時代の権力バランスは、ポスト緊密統制期の性格を帯びていた。裴敏欣（Minxin Pei）教授
は、1989年の天安門事件から2002年に至る江沢民の歳月を「緊密な統制の10年」と定義している。

この時期、中国共産党は二つの巨大な危機に直面した。1991年のソ連崩壊と天安門事件である。
これに対し、党は「経済発展を通じた長期執政の救済」という単一の目標の下で結束した。

江沢民は権力を集中させることができなかった。李鵬や李瑞環といった強力なライバルと権力を
争わねばならず、どの派閥も他を圧倒できない「独特で微妙な権力の均衡」が形成された。逆説的
ではあるが、これが真の意味での「集団指導体制」を維持することにつながった。

だが、これは統制がほぼ消滅した時期を意味するのではない。機械の「電源が切られた」かのよ
うな、「ポスト緊密統制」と呼ぶべき状態であった。

1999年の法輪功に対する迅速かつ容赦のない弾圧は、経済成長という表舞台の裏で、中国共産党
の強圧的な統制機構が依然として徹底的に作動していたことを示している。

2002年末、江沢民は当時まだ注目されていなかった習近平を福建省長から浙江省党委書記へと異
例の昇進をさせ、後の台頭に向けた決定的な足がかりを築いた。

「三個代表」や腐敗の渦中にあっても、党校教育の実質的な効果は見出しがたい。多くの文書に
は、幹部たちが党校でマルクス・レーニン主義、毛沢東思想、鄧小平理論とともに、江沢民の「三
個代表」を学ぶことを義務づけられていたと記されている。

しかし、史料は鄧小平の重大な盲点をも明らかにしている。それは、「長期執政下での経済現代
化は、不可避的に巨大な腐敗を生み出す」という問題である。

この問題は江沢民時代に本格化したが、公開史料は、中央党校がこのような腐敗を防ぐために「
三個代表」をどのように教えたのかを具体的には説明していない。経済的実利主義が極限に達した
時期に、なぜ党校のイデオロギー教育が党幹部の堕落を止められなかったのか、あるいはそれが単
なる昇進のための形式的な履修コースに成り下がっていたのかという分析には、大きな空白が存在
する。

2002年から2012年にかけての胡錦濤期は、集団指導体制の絶頂期であると同時に、失われた10年
という空白の時期でもあり続けている。

中国の国営メディアや公式文書は、実績に基づく昇進を強調している。「能者上、優者奨、庸者
下、劣者汰（能力ある者は上がり、優秀な者は報われ、凡庸な者は下がり、劣る者は淘汰される）
」というスローガンは、年功序列よりも成果が優先されることを意味するために用いられる。
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しかし、実際の高級エリート選考プロセスにおいて、実績の統計は機能していないか、あるいは
政治的な目的のために選ばれている可能性がある。裴敏欣教授は、中央委員会候補の審査を担当し
たチームが、GDP成長をもたらした官僚よりも、特定の政治的任務を全うした官僚を好んだことを
指摘している。

裴敏欣教授はまた、胡錦濤と温家宝を、前任者たちに比べて「重要度が低く、権力も弱い指導者
」であったと評価している。

外交政策において、胡錦濤は「平和発展」と「和諧世界（調和のとれた世界）」の概念を掲げ、
中国をグローバル化へと統合させようと試みた。

しかし国内政治において、この時期は「失われた10年」と定義されている。弱い中央権力は、蔓
延する腐敗、派閥対立、利益集団からの抵抗、そして大衆の冷笑主義をピークに達させた。

2007年と2011年、温家宝首相は、中国の発展モデルが「不安定で、不均衡で、不調和で、持続不
可能である」と公式に警告するにまで至った。

混乱は、次期指導者を目指していた薄熙来が、後に習近平が用いることになる強圧的な支配手法
を重慶で先行して試みた末、殺人および汚職スキャンダルによって失脚したことで、ついに頂点に
達した。

一方で、習近平が中央党校校長を務めた5年間は、依然として影に隠れたままである。2007年から
2012年にかけて中央党校校長を務めた人物が、後に最高指導者となる習近平その人であったという
事実は極めて重要である。

予算の記録によると、習近平が党校校長を務めていた2007年から2010年の間に、石泰峰が党校副
校長に昇進している。石泰峰は後に、統一戦線工作部を率いる強硬派の人物と目されるようになる
。

また記録によれば、習近平は14歳で北京大学に入学した神童である李書磊らを党校副校長に抜擢
することで、独自のネットワークを構築したという。

しかし、公開されている文献を見る限り、習近平が校長として胡錦濤の公式イデオロギーである
「科学的発展観」をどのように指導したのかは、明確には伝わってこない。

また、温家宝が指摘した4大不安定要素に党校のカリキュラムがどう対処したのか、あるいは薄熙
来の「重慶モデル」に対してどのような思想的対比を描いたのかについても、十分には確認されて
いない。2012年に総書記に就任した後、習近平は反腐敗運動と党校における「党性」のスローガン
を打ち出したが、校長在任時の5年間に及ぶ準備過程は空白のまま残されている。

学び直しの記憶

公表された報道や文献に表れる歴史的記述の構造は、極めて選択的である。延安整風運動や「事
実から真実を求める（実事求是）」といった毛沢東や鄧小平の初期の試みと、習近平による現在の
徹底したトップダウン統制および「新時代の中国の特色ある社会主義思想」の注入は、党校の役割
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とともに詳細に扱われている。

しかし、その間には3つの時代が横たわっている。すなわち、①官僚機構が崩壊した1966年から1
976年にかけての文化大革命期、②市場経済を受け入れてイデオロギーが曖昧になった1989年から2
002年にかけての江沢民期、そして③集団指導体制の弱体化の中で汚職が蔓延した2002年から2012
年にかけての胡錦濤期である。これらの期間において中央党校がどのように機能し、どのような矛
盾を経験したのかは、いまだ広大な「空白」のままである。

裴敏欣教授が主張するように、このことは、長期支配ならびに暴力と情報の統制を含む、鄧小平
の「四つの基本原則」が定めた厳格な統制システムの土台が、過去数十年にわたり決して放棄され
なかったという指摘を裏付けている。

昇進に関する統計も、文書には記録されない「派閥や個人的ネットワーク」の動きを覆い隠して
しまうことがある。本分析では、習近平の3期目における要職の昇進ルートにおいて、実務上のつな
がりや個人的なコネクションが重要な役割を果たしたと見ている。

2012年に習近平が登場すると、中央党校は再び濃密な思想教育の舞台へと戻った。確認された30
年以上の空白は、党校がたとえ弱体化したときであっても、完全に消滅することはなかったことを
示している。

人民日報社長の兪紹良は、新華社通信陝西分社社長を務めていた時期に、現在序列3位の趙楽際や
李希とのつながりを築いた。その後、上海市委員会副書記のときには、現在の首相である李強の下
で働き、その後に宣伝機関のトップに抜擢された。

改革開放の後、党校は経済学や行政学を講義に取り入れた。幹部たちは市場を学び、都市を運営
し、外資を扱わなければならなかった。しかし、そうした訓練はすべて、党の指導という枠組みの
内側にとどまっていた。したがって、この時期の党校には二つの顔があった。一つは実務的な学校
。もう一つは限界を設定する学校である。幹部たちは経済を動かす方法は学んだが、政治的一線を
越える方法は学ばなかった。

改革開放期の党校は、新しい言語を学ばねばならなかった。工場は数値を求め、都市は管理者を
求め、農村は価格と流通について問いかけた。かつての革命的な文句では、それらの問いに直接答
えることはできなかった。そのため、党校は講義室に経済学を取り入れ、科学技術も導入した。管
理の言語も持ち込んだ。この変化は静かであったが、巨大なものであった。かつて幹部に対して忠
誠のみを求めていた学校が、実務能力についても問い始めたのである。それでも、扉が完全に開か
れたわけではなかった。市場は入ってきたが、選挙による競争は入ってこなかった。価格改革は導
入されたが、権力分立は導入されなかった。鄧小平時代の実務的な党校は、まさにその境界線上に
立っていた。

この境界線は、後に再び問題となった。経済を学んだ幹部たちはより洗練されていった。地方政
府は成長率を上げる方法を学び、企業や土地を動かす技術も身につけた。しかし、権力を監視する
メカニズムは脆弱であった。実績が昇進に直結する構造の中では、数値を粉飾したいという誘惑も
強まった。党校は能力を開発したが、権力を分散させることはしなかった。だからこそ、改革開放
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の成果と、その後に生じた汚職は、同じシステムの中で成長したのである。この矛盾を見て初めて
、鄧小平時代の党校をより正確に捉えることができる。

党校における実務への転換は、中国を動かす大きな原動力となった。幹部たちはより多くのグラ
フを読み、予算や産業政策を学び、国際貿易の言語も習得した。しかし、これらすべての学習は、
党の指導という天井の下で行われた。天井は高くなったが、消えたわけではなかった。その高くな
った天井の下で、中国は急速に成長した。同時に、権力をめぐる問いは傍らに押しやられた。
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第3章 中央党校と国家行政学院：高級幹部への門戸

中央党校という名は一つの機関を指しているが、その門戸は一般的な学校とは異なる。ここで講
義を受けるのは、すでに権力の中枢に身を置く幹部たちである。

2018年に行われた国家行政学院との統合により、この機関の性格はさらに明確になった。党の学
校と国家の行政研修機関が一体化したのである。

1. 中央党校の地位と国家行政学院との統合

中国共産党の長期執政体制において、中央党校は単なる公務員研修センターや教育機関にとどま
らない。党のイデオロギーを生み出し、高位の政治エリートを養成する執政体制の中枢である。習
近平（�近平）時代に入ると、中央党校は行政部門である国務院の傘下にあった国家行政学院を急
速に吸収・統合した。こうして、党を中心とする国家権力の集中を象徴する、イデオロギーおよび
行政統制の巨大な装置へと進化を遂げた。

最高エリートの養成所にして中枢シンクタンクとしての高い地位

北京に位置する中央党校は、中国共産党中央委員会の直属にある最高教育機関である。全国に3,2
00以上存在する様々なレベルの地方党校システムの頂点に君臨している。

この機関の地位の高さは、研修対象者の顔ぶれからも明らかである。地方の各級党校が草の根の
幹部や郷鎮・処級レベルの官僚を扱うのに対し、中央党校は、実際に中国を動かす最高エリート、
すなわち省・部級の高級指導者、局級の中核幹部、県級の党委員会書記、主要国有企業のトップ、
中央直属大学の学長などの教育のみに特化している。

その研修期間も他の機関とは一線を画す。地方党校での研修クラスは通常1カ月から3カ月程度で
あるが、中央党校の課程は基準として少なくとも4カ月以上、厳格に実施される。

他の党教育機関とは異なり、中央党校は正式な学位授与権を持つ。国家の教育制度の中に位置づ
けられた人文学・社会科学分野の修士・博士課程を直接運営し、理論家を養成している。

中央党校は学校としての役割を超え、党中央委員会の意思決定を支えるトップクラスのシンクタ
ンクとしても機能している。最近改定された「中国共産党党校（行政学院）工作条例」の第33条お
よび第34条に基づき、中央党校は「新時代の中国の特色ある社会主義に関する習近平思想研究セン
ター」を運営している。党の革新的な理論を体系化し、学問的形態を与える「学理化」を進め、国
家戦略に関わる重大な現実問題を研究し、党と政府に直接的な政策提言を行わなければならない。

歴史的権威の源泉と、習近平総書記が強調する「初心」

中央党校の絶大な権威は、党が存亡の危機に直面し進路を転換するたびに、思想的な道標となっ
てきた歴史的背景に由来する。2023年3月1日に開催された中央党校創立90周年記念大会において、
習近平総書記は自ら演説を行い、党校の90年の歴史を称賛した。
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習近平の演説によると、1940年代の延安（延安）時代、中央党校は党全体の思想を改造した「整
風運動」の「大本営」（大本営）であった。当時、毛沢東（毛��）は第七回全国代表大会への政
治報告で、「中央もここにあり、党校もここにあり、七大もここで開かれている。この問題が解決
された今、中華民族は勝利するだろう」と宣言し、革命の勝利における重心としての党校の地位を
示した。

改革開放が始まった1978年、中央党校は「実事求是」という党の路線を回復させる上で決定的な
役割を果たした。中国が階級闘争から経済建設へと移行する中で、思想解放の火付け役となった「
真理の基準」（真理�准）をめぐる大論争の重要な発信源となったのである。

こうした歴史的背景を踏まえ、習近平は党校の一貫して変わらない唯一の「初心」を「党のため
に人材を育て、党のために策を献じる」（�党育才、�党献策）と定義した。そして、新しい時代
においても、すべての幹部教育と研究は党の全体的な大局（大局）に強力に奉仕しなければならな
いと指示した。

2018年の国家行政学院の吸収・統合と「党国」支配体制の完成

中央党校の地位は、習近平体制の核心的な執政理念を反映した重大な組織再編、すなわち国家行
政学院の吸収・統合によって頂点に達した。

国家行政学院は、公務員や行政官を養成するために1994年に設立された国家機関であり、国務院
の傘下で運営されていた。

しかし、2018年3月、習近平総書記の主導で行われた党・政府機関の大規模な再編により、中央党
校は国家行政学院を急速に吸収合併した。

米国の主要シンクタンクであるアジア・ソサエティ政策研究所による報告書は、この統合につい
て、習近平総書記がかつての「党政分離」の考え方を弱め、国家の機能を党の機関に結束させるこ
とで、政治的意思決定を集中させた結果であると分析している。

統合後、中央党校と国家行政学院は事実上、「一つの機構、二つの看板（一個機構、両塊牌子）
」という体制の下で運営されている。この構造は中央にとどまらない。工作条例に基づき、地方の
機関も同様の名称と機能を備えており、これには中国共産党北京市豊台区委員会党校（行政学院）
、黒竜江省委員会党校（行政学院）、遼寧省委員会党校（行政学院）などが含まれる。

全国の地方党校も地方行政学院と統合された。遼寧省委員会党校などの一部の機関では、2026年
の予算が2億元を超えている。

共産党員に対する党性教育に加え、党外の公務員に対する実務的な行政研修も党校の指導下に置
かれている。

蔡奇の兼任は、中央党校が最高権力の力学により近づいたことを示している。

中央党校の高い地位は、その長である「校長」のポストを通じて改めて裏付けられる。胡錦濤前
国家主席や習近平国家主席自身も、最高指導者に登りつめる直前に中央党校校長を務めており、こ
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のポストは権力継承を象徴する要職となっている。

習近平が権力を掌握した後の2017年からは、清華大学の同級生で側近であり、元中央組織部長の
陳希が校長を務め、習近平による人事とイデオロギーの掌握を支えた。

しかし、2026年までにこの権力構造に大きな変化が生じた。韓国日報の報道によると、党内序列
第5位で、習近平の事実上の「幕僚長」や「大番頭」とも称される蔡奇（中国共産党中央書記処書記
、中央政治局常務委員）が、2026年6月5日の卒業式に、中央党校校長兼国家行政学院院長の肩書で
初めて出席した。

蔡奇は党の核心的な実務を担う中央書記処の書記であり、最高指導者の日程管理や公式文書の処
理を統括する中国共産党中央弁公庁主任も兼任している。

ロイター通信などの外信や中国専門家らは、蔡奇の中央党校校長就任について、組織・イデオロ
ギー・行政機能が単一の政治局常務委員に集中した極めて異例のケースであると分析した。この動
きは、習近平が統合された「党校・行政学院」体制を最も信頼する側近の一人に託すことで、幹部
育成、組織運営、行政管理の意思決定ルートをより緊密に狭めたものと読み解くことができる。

一帯一路とグローバルサウスへの党校ガバナンスモデルの輸出

国家行政学院との統合と習近平の最側近グループによる掌握を通じて国内統制を強めた中央党校
のシステムは、一帯一路を通じて中国の国境を越えつつある。

海外の研究によれば、中央党校は中国共産党中央対外連絡部とともに、海外の政治家に中国式の
ガバナンスを紹介する教育拠点としての役割を果たしている。

その象徴的な成果が、2022年2月にアフリカのタンザニアに設立されたジュリアス・ニエレレ指導
者学校である。

中国の支援で建設されたこの学校では、中央党校や中国人民大学の教員が現地幹部の指導に直接
・間接的に関わった。

2022年5月と6月に開催されたワークショップでは、120人のアフリカ人幹部を集め、党建（党の
建設）、貧困削減、そして中国の国家統治経験に関する教育が行われた。

カリキュラムには、習近平を核心とする党の全面的指導と中国の特色ある社会主義が中国の成長
を支える核心的な原動力であるという主張も含まれていた。これは、中央党校の機能が国内の官僚
に対するイデオロギー教育を超えて、海外の政治エリートに中国式のガバナンス経験を紹介するチ
ャネルへと拡大したことを示している。

2018年、中央党校は国家行政学院と統合され、公務員の行政教育も党のイデオロギー統制下に置
かれることになった。現在、それは蔡奇の兼任を通じて習近平体制を支える装置として機能してお
り、アフリカの指導者学校を通じて海外の党教育にまでその触手を伸ばしている。

2. 高級幹部教育、研修班、研究班
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中国共産党の党校システムは、9000万人を超える党員と巨大な国家官僚機構を率いる核心的エリ
ートを選抜・育成し、党のイデオロギーを再生産する巨大な統治装置である。党校教育は、幹部の
階級や目的に応じて細分化されて運営されており、高級エリート教育、実務的な再教育を行う研修
班、集中的な討議や学位取得を目指す研究班などに分かれている。

高級幹部教育は、国家エリートの揺り籠である。

中国の幹部教育は、その職級によって省部級（省長・大臣級）、庁局級（局長級）、県処級（処
長級）、郷科級（課長級）、基層党員の5つのレベルに厳格に区分されている。教育機関の格が上が
るほど、そこに所属する幹部の階級も高くなる。

このうち、高級幹部である省部級の幹部、および重要ポストを担う正庁局級の幹部は、北京にあ
る中国最高峰の教育機関である中央党校でのみ研修を受けることができる。

これら主要なグループのほかにも、中央党校は中国を実質的に動かす超エリート層、すなわち県
委書記、少数民族幹部、香港・マカオの高級公務員、重要国有企業のトップ、中央直属大学の学長
らの研修も担っている。

中央党校における高級幹部向けのカリキュラムは地方の党校よりも期間が長く、通常は少なくと
も4ヶ月以上に及ぶ。

教育の中核となるコンテンツは、マルクス・レーニン主義、毛沢東思想、鄧小平理論、そして「
新時代の中国の特色ある社会主義に関する習近平思想」である。

イデオロギー教育にとどまらず、トップクラスの幹部たちは、党組織の構築、政治経済学と現代
的経済管理、政策研究と行政管理、法律知識と法の支配の確立、国際関係と外交政策、さらに指導
力（リーダーシップ）の科学と管理（マネジメント）のアートを通じて、国家統治のための高度な
力量を培う。

高級幹部に対する教育は、党の人事権を握る中枢機関である中央組織部の統制と直結している。
中央組織部は、政府や党の副部長（副大臣）級以上の高官を含む数千人の最高権力者リストである
「中央管理幹部名簿（中央管理幹部ノメンクラトゥーラ）」を直接管理している。

中央党校が発行する修了証書は、伝統的な学位とはその性質を異にする。

しかし、中央党校で示された成績、同僚からの評価、そして政治的忠誠心は、将来の要職への昇
進や中央組織部を通じた人事選考において極めて重要な参考資料となる。

進修班制度とその運営

「進修班（しんしゅうはん）」すなわち上級研修クラスは、党校における主要な再教育プログラ
ムの一つである。現職の幹部を一定期間招集し、学習した理論を現実の重要課題の研究に応用させ
、実務の指針とすることを目的としている。

研修の期間は、中国の「中国共産党党校（行政学院）工作条例」第17条の規定に基づき、党校の
レベルや幹部の職級に応じて細かく定められている。
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行政レベル別にみる進修班の研修期間規則

省級委員会が設置する党校の進修班は、主に庁局級や県処級の幹部、さらには郷鎮・街道の党委
員会書記を研修対象とする。庁局級および県処級幹部向けの進修班の研修期間は、原則として「1ヶ
月以上」とされる。これに対し、新たに任用された庁局級副職、新たに任用された県処級正職、お
よび郷鎮・街道の党委員会書記を対象とする進修班は、「3週間以上」の短期プログラムと規定され
ている。

市級委員会が設置する党校の進修班は、県処級や郷科級の幹部などを対象とし、研修期間は「1ヶ
月以上」である。新たに任用された県処級副職、新たに任用された郷科級正職、および郷鎮長・街
道弁事処主任を対象とする進修班は「2週間以上」となる。

県級委員会が設置する党校では、郷科級幹部向けの進修班の研修期間は「3週間以上」、新たに任
用された郷科級副職向けの進修班は「2週間以上」とされる。また、基層党組織の書記を対象とする
進修班は「5日間」と定められている。

「党性」（党員としての品格と政治的忠誠心）の錬成における数値化は、上海市奉賢区の党校の
事例に明確に現れている。進修班の核心は実務的な研修にとどまらず、政治的忠誠心の強化にあり
、各級の党校はこれを数値を用いて厳格に管理している。

次世代の中核的指導者の養成に特化した「中青年幹部教育班（中青班）」では、さらに厳しいイ
デオロギー統制が敷かれる。カリキュラム全体の少なくとも80％以上を理論教育および党性教育に
充てなければならず、そのうち党性教育単独でも少なくとも30％以上を占めるよう義務付けられて
いる。

政策提言と学位型人材育成を結ぶ「研究班」制度（専題研討班と研究生教育）

幹部の専門知識、学術的能力、そして政策分析スキルの向上を図るため、党校では「専題研討班
」と呼ばれる短期集中討議プログラムと、「研究生教育」として知られる長期の学位取得プログラ
ムの双方を運営し、イデオロギーの学術的体系化（学理化）を模索している。

テーマ別セミナーは、特定の重要課題に焦点を当てた短期集中的なゼミナールである。学習期間
は通常少なくとも5日間であり、その間、受講生は校内の寮に滞在し、1日8時間の集中的な学習とデ
ィスカッションを行う。

その主な目的は、党中央委員会の重大な戦略的配置や地方政府の核心的任務を見極め、その解決
策を討議することにある。

福建省石獅市党校、湖北省武漢市武昌区党校、遼寧省委員会党校など、複数の地方党校では、党
委員会や政府から委託されたテーマ別セミナーを定期的に開催している。

これらのセミナーでは、改革開放や近代化の過程で生じる重大な理論的・実践的課題を取り上げ
る。
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こうした取り組みを通じて、党校は政府の政策立案を支援する「新型ハイエンド・シンクタンク
（新型高端智�）」としての役割を果たしている。

学位取得を目的とする大学院教育や在職社会人向けの大学院教育は、政策提言と学位に基づく人
材育成を連結させる仕組みである。中国の党校は伝統的な大学とは性質を異にするが、一部の省委
員会党校や中央党校では、マルクス主義理論の人材育成を目的として、在職修士・博士課程を運営
している。

陝西省委員会党校は、国家が承認した学問分野および専門職学位の範囲内で、修士課程の大学院
教育および在職修士教育を実施している。

同校は2026年度予算において「大学院教育助成資金」として592万元を配分し、年間在籍学生数1
81人以上、年間新規募集者数69人以上の業績目標を設定した。また、カリキュラム全体を通じて、
現場教育が「党性」学習時間の少なくとも30％を占めるよう厳格に求めている。

黒竜江省委員会党校も大規模な大学院教育を展開している。同校の2026年度業績指標には、在職
大学院生7,041人以上、修士課程大学院生202人以上が含まれている。

四川省委員会党校は、2026年度の業績目標の中で「在籍修士課程大学院生270人以上」「在籍在
職大学院生2,700人以上」、および3つの専門職修士学位授与権獲得を掲げており、学位創出におけ
る品質管理を重視している姿勢がうかがえる。

高級幹部研修とセミナー運営を支える大規模インフラと財政支援

こうした高級幹部向けの研修や大規模なセミナープログラムを維持するため、党校は巨額の予算
と先進的なシステムを動員している。

大規模な財政支出と講師謝礼金の算定基準

遼寧省委員会党校は、2026年度予算で幹部教育経費として2,697万元を計上した。省内の第一線で
行われる研修について、食事代は1人1日あたり80元という固定基準で管理されている。

四川省委員会党校は、外部から招く講師への謝礼金の上限を1コマあたり800元以下（≤800元/每
��）に設定し、年間の幹部教育コストを1人あたり400元以下に抑える業績指標を策定した。

省級指導者による署名入りの指示（批示）を獲得した、あるいは査読を経た優れた研究成果の件
数も核心的な評価基準である。たとえば、こうした成果を年間で少なくとも2件達成すれば12点が付
与される。

共産党外の民主諸党派、無党派層、統一戦線人材の育成を担う武漢社会主義学院は、招聘する専
門家や学者への講義謝礼金（�家学者���）について、1コマあたり1,500元以下（≤1,500元/学
�）という比較的高い基準を設定している。

優秀なエリート教育の効率を高めるため、「スマート党校」の構築や先端技術の導入も進められ
ている。深セン市坪山区委員会党校の2026年度予算報告書によると、「人工知能（AI）による支援
を模索・運用し、オンラインとオフラインの形式を組み合わせ、若手・中堅幹部クラスや処級・司
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局級の現職者向け高度研修クラスに対して、的確に的を絞った教育を提供する」としている。

市委員会直属の党校では、オンライン党校カリキュラム「深センi学習」が定期的に更新されてお
り、AI講堂などのプログラムが導入され、「百万党員党校入り（百万党��党校）」キャンペーン
の質的向上を図っている。

中国共産党の高度教育、研修クラス、研究クラスの体系は、階級や職級に応じて運営され、期間
は4週間から4か月に及ぶ。中央党校でのハイレベルな教育から、実務と党性を融合させた高度研修
クラス、そして理論的基礎を築く大学院課程に至るまで、このシステムは中国共産党のイデオロギ
ー的結束と権力の再生産を管理する政治的な溶鉱炉として機能している。

3. 条例に基づく党校の任務と権限

最近改定された「中国共産党党校（行政学院）工作条例」は、中央党校および国家行政学院の位
置づけを明確に規定している。

条例第2条は、党校の地位と性質を明確に定義している。本条例において、党校とは「党が指導し
、党の指導幹部を育成する学校であり、党委の重要部門、幹部および党員を教育・訓練する主たる
ルート、党のイデオロギー・理論建設の重要な前線、そして党と国家の哲学・社会科学研究機関お
よび重要なシンクタンク」であるとされる。

本条例を通じて、党校は単なる行政研修機関を超え、権力の再生産、イデオロギー統制、そして
政策提言を一体的に担う機関として機能している。条例の原文や地方党校の予算案からは、その任
務と権限が極めて具体的な形で浮かび上がってくる。

条例第8条は、「全党が党校を運営する」（全党�党校）という原則のもと、各級の党委が党校の
設立および管理運営の主体的な責任を負うと定めている。

党委書記が党校の「第一責任者」（第一�任人）を務め、党校（または行政学院）の校長（院長
）を兼任する党委の担当同志が実質的な責任者となる。

党委には、党校における教育成果を幹部の人事権と直接結びつける強力な権限が与えられている
。条例は、党委が幹部の教育訓練状況を「幹部考核（評価）の内容および任用・昇進の重要根拠」
（任�、晋升的重要依据）として扱わなければならないと明記している。これは、党校の課程修了
や評価結果が、中国共産党の官僚機構における昇進と生き残りを左右する決定的な要因であること
を意味する。

また、条例は各級の党・政府指導幹部に対し、党校の教壇に直接立つことを義務づけている。第8
条第4項に基づき、党・政府指導幹部による講義時間は、各級党校の「主体班」（主要な基幹課程）
の総授業時間の少なくとも20パーセントを占めなければならない。

党委は、党校の業務を党建設業務の年度目標評価に組み込み、党建設責任制に基づく報告の一部
として具体化する権限と義務の双方を有している。
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イデオロギー統制に関して、条例第6条は党校の受講生が遵守すべき厳格な政治的義務を列挙して
いる。党校の任務は、幹部が「二つの確立」（两个确立：習近平氏の核心としての地位および習近
平思想の指導的地位の確立）の決定的な意義を深く理解し、「四つの意識」（四个意�）を強化し
、「四つの自信」（四个自信）を確固たるものにし、「二つの擁護」（两个��）を実践するよう
育成することである。

さらに条例は、形式主義、官僚主義、享楽主義、奢侈の風潮を含む、いわゆる「四風」（四风）
に対する断固たる反対を求めている。

核心的任務の第1は「為党育才」（�党育才）、すなわち党のために人材を育成することであり、
これは幹部の階級に応じた教育訓練の統制を意味する。党校の第一の核心的任務は、党のために有
為な人材を育てることである。党校は国家の行政区分および幹部の階級に応じて4つの階層に分かれ
ており、厳格な権限分掌のもとで幹部教育を行っている。

条例第17条および第18条は、短期の「進修班」（研修クラス）と、中核的な指導者育成課程であ
る「中青年幹部培訓班」（若手・中堅幹部研修クラス）の研修期間を以下のように厳格に規定して
いる。

中央党校（国家行政学院）は、庁局級（�局�：局長級）および県処級（���：処長・正課長
級）の正職（主要ポスト）幹部を対象とする。進修班は少なくとも1ヶ月以上、中青年幹部クラスは
少なくとも4ヶ月以上とする。

省級党校は、庁局級および県処級幹部、ならびに郷鎮・街道の党委書記を訓練する。中青年幹部
クラスは少なくとも3ヶ月以上とする。

市級（地区・自治州級を含む）党校は、県処級幹部や郷科級（�科�）幹部、郷鎮長らを訓練し
、進修班は少なくとも1ヶ月以上とする。

県・区級党校は、郷鎮・科級幹部、基層党組織の責任者、および一般党員を訓練する。基層党組
織書記を対象とする進修班は5日間とする。

これらの規定に基づき、あらゆるレベルの地方党校が、それぞれの行政ランクに応じた密度の高
い訓練ネットワークを運営している。

例えば、陝西省委党校は、省直属の主要国有企業トップ、省内に駐在する中央機関の責任者、大
学の指導者といった要人を訓練している。また、国家から授与された権限の範囲内で、修士課程の
提供や在職大学院教育の実施など、幅広い学位授与権限も行使している。

2026年度の予算案によると、同校は主体班の教育を20期実施し、100件以上の研究プロジェクト
を立ち上げる計画である。

黒竜江省委員会党校は、極めて大規模な教育・研修実績を報告している。2026年の業績目標には
、年間9,000人以上の研修生受け入れ、7,041人の在職大学院生の養成、そして202人の修士課程学生
の育成が掲げられている。
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武漢市武昌区委員会党校の管轄する研修生の対象範囲は非常に広い。処級（部門長）クラス以上
の指導幹部に対する輪番研修に加え、一般公務員、民主諸政党のメンバー、無党派層、さらには草
の根レベルの統一戦線を代表する人物までを網羅している。

核心的使命の第2は「為党献策（党のために策を献ずる）」であり、これは党校が思想の再生産機
関および政策シンクタンクとしての地位を有することを指す。条例第33条から第37条は、党校の第2
の核心的使命である「為党献策」を、党に対して政策や戦略を提示する国家中央シンクタンク（智
庫）として機能する権限と定義している。

党校における科学研究（科研）は、党の意思決定に資するものでなければならない。条例は党校
に対し、「新時代の中国の特色ある社会主義に関する習近平思想の体系的・学術的な研究と解説の
強化に注力すること」を指示している。

中央党校および認可された地方党校は「習近平思想研究センター」を設立し、21世紀のマルクス
主義研究の最前線に立たなければならない。

党校の「意思決定諮問（決策諮詢）」もまた、党と国家の中心業務、さらには社会の注目問題や
難題に焦点を当て、価値ある対抗策を提示するシンクタンクとしての役割を果たさなければならな
い。

地方の党校は、実務においてこの権限を積極的に行使している。

深圳市委員会党校が表明した2026年の目標には、党校知識ライブラリの構築、学術誌『特区実践
と理論』の刊行、様々なレベルでの30件以上の研究プロジェクトの実施、そして市委員会および市
政府の主要な意思決定諮問機関として機能することが含まれている。

広東省東源県委員会党校は、条例に定められた「質による開校、研究による学校振興」という使
命を実行している。党建設の目標評価をクリアするため、同校は「理論研究」のために5万元の独立
予算を確保し、研究成果の転換や学術交流に投資している。

遼寧省委員会党校は年間18,500人以上を研修しており、20件以上の専門的な科学研究プロジェク
トの立ち上げと政策諮問の提供を義務付ける業績指標を運用している。

本条例は、上位党校と下位党校の間の指導権限および教員の管理ルールを法制化し、中国全土の3,
200以上の党校が一体となったイデオロギーの炉として機能するようにしている。

条例第11条は、上位の党校が下位の党校に対して持つ「業務指導権限（業務指導）」を規定して
いる。

上位の党校は、下位の党校の教育、科学研究、教員研修を検査し、改善案を提示し、下位の党校
を評価するための「教育の質評価指標体系」を策定する強い権限を有している。

中央党校および省級党校は、カリキュラム開発、教材編纂、学科構築を直接指導し、調整する。

また、条例第12条は、基礎的なインフラが脆弱な県級の党校について、市級党校の分校としての
看板を掲げて運営することを認め、一体的な運営権限を保証している。
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党校の教壇に立つ教員へのイデオロギー統制も厳格である。条例第60条は、党校の教員は教育者
となる前にまず自らが教育されなければならず、党中央における習近平総書記の核心的地位を断固
として守らなければならないと定めている。

条例は、教員の職業倫理（師徳）や教授姿勢（師風）が不良と判断された場合、あるいは党校の
業務に適さないとみなされた場合、直ちに配置転換するか、党校から完全に排除する懲戒権限を明
示的に付与している。

学風について、条例第61条は「理論と実践を結合するマルクス主義の学風」を強調し、教員と研
修生の討論を通じた「教学相長（教えることと学ぶことが互いを高め合う）」を制度化している。

党校の使命と権限を支えるため、条例は第65条から第70条において、財務および行政インフラの
保証に関する権限を付与している。

条例第66条は、党校の業務に必要な基本経費を「各級政府の年度予算に組み入れる（列入各級政
府年度預算）」ことを義務付けている。

要件を満たす地方党委員会には、通常の国家予算資金に加えて「留存党費（liucun de
dangfei）」を使用する特別権限も与えられ、これを一般党員の研修専用に確保している。

各級の党政機関は、図書館、宿舎、食堂などの党校の基本インフラ整備と並んで、情報化設備、
すなわちスマート党校インフラの構築を優先しなければならず、情報ネットワークの安全を保護す
る義務を負う。

予算の策定と執行に関するこれらの権限は、地方党校の予算文書に明確に現れている。

上海市奉賢区委党校は、2026年度予算において、会議事務、警備、宿舎、食堂などの後方支援サ
ービスを維持するために920万元（約17億ウォン相当）を配分した。また、同校は『奉賢論苑』や指
導部への報告専用文書である『内参専報（Neican
Zhuanbao）』を発行しており、政策知識の生産拠点としての権限を忠実に履行している。

武漢社会主義学院は、共産党外の民主諸党派のメンバーや無党派層の教育を担っている。同学院
は2026年、1681万元の予算を執行しており、データ管理などの行政支援業務を外部の仲介機関に委
託し、行政体制の再編に伴い法律顧問を雇用している。

黒竜江省委員会党校は、条例の「常態化保障経費（changtaihua baozhang jingfei）」の規定に基
づき、基幹支援資金として1663万8300元を配分し、振興ビルやテーマ教室の完全な維持管理に充て
ている。

また、障害者雇用保障金として別途57万2500元を配分し、予算を通じて機関の社会的責任を果た
している。

普蘭県委員会組織部傘下の党校は、草の根幹部だけでなく、農村やコミュニティの「両委班子（li
angwei banzi、村委員会幹部）」の指導部や国有企業の管理者に対するローテーション研修計画を
策定し、執行する権限を行使している。
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記憶にとどめるべき光景は、改定された『中国共産党党校（行政学院）工作条例』が、公務員の
再研修という枠組みを越えている点である。党校はイデオロギーを生産する拠点であり、国家エリ
ートをリクルートし検証する装置なのだ。地方党校は本条例に基づいて予算や党費を使用し、各級
で学位課程や教育プログラムを運営している。条例が付与する権限と、上から下へと流れる指導ネ
ットワークを通じて、中国共産党は党国体制の枠組みを強固に維持している。

中央党校と国家行政学院の統合は、行政研修と党幹部教育が分離して動かないことを意味する。
高級幹部が学ぶ場は、単に政策技術を習得するだけの場所ではない。彼らはそこで、どのような言
葉を使い、どの線を越えてはならず、いかなる課題を党の言語へと翻訳すべきかを学ぶ。それゆえ
、中央党校の門居は、学校の境界であると同時に権力の境界でもある。そこを通過することは、知
識を得ること以上に、体制内での発言権を獲得することを意味しているのだ。
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第4章
省・市・県級党校：中国全土を網羅する教育ネットワーク

党校システムの本質を理解するには、北京を見るだけでは足りない。ある区の予算書、ある県の
教育運営費、あるいは市レベルの講師謝礼金の項目にこそ、このシステムの真の姿が現れている。

省・市・県レベル of 党校は、中国全土に広がる教育ネットワークを形成している。また、中央の
言葉が地方のスケジュールや会計項目へと変換される場所でもある。

1. 地方党校の4段階システムと地域幹部研修

地方党校の4段階システムと階級別研修対象の区分

党校システムに関する研究では、中国共産党の党校は党員や幹部を養成する全国的な教育ネット
ワークとして説明される。このシステムは、中央党校、省級党校、市級党校、そして県級党校の4段
階に区分されている。

研修を受ける幹部も、省部級、庁局級、県処級、郷科級、および草の根の一般党員の5つのレベル
に分類される。研修対象は、党校の階級に応じて振り分けられる。

北京にある中央党校は、大臣や省級指導者にあたる高位の省部級幹部、庁局級幹部、国有企業の
トップ、中央直属大学の学長、および県委員会書記の教育を担う。

省委員会党校は、主に庁局級や県処級の幹部、主要な県級部門の企業・事業単位（公的機関）の
責任者、および郷鎮の党委員会書記を研修する。

市委員会または地級委員会党校は、主に県処級や郷科級の指導幹部、および若手幹部を対象とす
る。

県委員会または区委員会党校は、郷科級の指導幹部、企業・事業単位の指導層、および草の根の
一般党員を教育する。『中国共産党党校工作条例』第12条によれば、県級党校は草の根幹部や一般
党員を研修する「主要なルートであり、主たる陣地」である。同条例はまた、インフラ基盤の脆弱
な県級党校が、市級党校の分校という看板のもとで一体的に運営されることを容認している。

地域幹部研修の学術的構成とコアカリキュラム

幹部研修は、再教育課程にあたる進修班（高度学習クラス）、次世代の指導者を育成する中青年
幹部班、および短期集中課程である専門テーマ研究班に大別される。『党校工作条例』は、これら
の課程の最低期間を党校の級ごとに明確に規定している。

進修班および中青年幹部班の期間に関する規定

中央党校では、進修班は少なくとも1ヶ月、中青年幹部班は少なくとも4ヶ月とされている。
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省級党校では、進修班は少なくとも1ヶ月、副職・正職の任用研修クラスは少なくとも3週間、中
青年幹部班は少なくとも3ヶ月である。

市級党校では、進修班は少なくとも1ヶ月、副職任用クラスおよび類似の課程は少なくとも2週間
、中青年幹部班は少なくとも2ヶ月である。

県級党校では、郷科級の進修班は少なくとも3週間、草の根党組織書記クラスは5日間、中青年幹
部班は少なくとも1ヶ月である。

コアカリキュラムは、「党性（dangxing）」の涵養を具体的な数値によって管理する。『党校工
作条例』第26条は、市・地級以上の党校において、「党の理論教育と党性教育」が全カリキュラム
の70％以上を占めなければならないと定めている。各級党校の基幹クラスである「主体班（zhutiba
n）」では、「党性教育」が総授業時間の20％以上を占め、かつ教室での講義が党性教育の50％以上
を占める必要がある。1ヶ月以上の課程では、「党性分析（自己検証）」を行うことが義務づけられ
ている。

これらの規則は、地方党校予算の目標管理表において具体的な数値となって現れる。上海市奉賢
区委員会党校の2026年目標を見ると、処級幹部向けの進修班は「理論および党性教育が70％以上、
うち党性教育単独で20％以上」という基準に従っている。中核的な若手・中堅幹部研修クラス（中
青年幹部班）では、「理論および党性教育が80％以上、うち党性教育が30％以上」という、さらに
厳しい思想統制基準が適用されている。

省・市級党校の大規模な運営形態と学位授与の事例

省級の党校は、数百人もの職員を抱える巨大な官僚組織として機能すると同時に、学位授与機関
としての役割も果たしている。

黒竜江省委員会党校には、マルクス主義学院や哲学、経済学、公共管理、意思決定諮問などの部
門を含む25の内部組織が設置されている。

同校の2026年の目標には、年間9,000人以上の基本研修を実施することが含まれており、同時に「
7,041人以上の在職大学院生」や「202人以上の修士課程学生」を含む、多数の学位・学術人員を輩
出することを目指している。これらを管理するため、振興大楼（Zhenxing
Building）を含むキャンパス維持の経常的支援資金として1,663.83万元（16.6383 million
yuan）を投入している。

遼寧省委員会党校の2026年予算は2億4,089.38万元（240.8938 million
yuan）、すなわち約24,089.38万元である。

同校は年間18,500人以上の研修を行い、巨額の予算を執行している。これには、省級一次研修に
おける1人あたり1日80元の定額食事手当基準といった管理措置も含まれる。

陝西省委員会党校は、国家が承認した専門分野において、修士および在職大学院生教育を実施し
ている。2026年には「大学院教育支援資金」として592万元（5.92 million yuan）を配分し、「応助
尽助（援助を受けるべき全ての者に援助を提供する）」の原則のもと、支援を受けるべきすべての
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大学院生をサポートした。

四川省委員会党校は、「イノベーションプロジェクト」の名のもとに2,151.05万元（21.5105
million yuan）を投じている。これは、12人以上の優秀な教員を採用し、理論的・現実的課題に関
する10以上の重要研究プロジェクトを実施することなどを通じて、質の高い政策提言を行うことを
目指したものである。

市級の党校もまた、巨大な規模を報告している。

深圳市委員会党校の主力部門は、2026年に100以上の基幹クラスを運営して2万人以上を研修する
計画であり、同時に2,000人を対象とした40の委託研修クラスも処理する。同校は香蜜湖フォーラム
を開催し、『特区実践と理論』などの学術誌を発行しており、深圳経済特区のイデオロギーを生み
出すシンクタンクとして機能している。

広東省の湛江市委員会党校と珠海市委員会党校は、それぞれ13の緊密に組織された内部の教学・
研究室（部門）を擁している。両校は県処級および郷科級の幹部を研修し、市政府に意思決定の助
言を提供している。

河北省の邢台市委員会党校は、県処級および郷科級の幹部を研修している。教員の能力構築に向
けて、同校は「教職員研修資金」として15.83万元（158,300
yuan）を配分し、20人以上の外部研修と30人以上の実地調査を義務付けている。

区・県級の地方党校における近接研修および予算執行の事例

草の根に最も近い位置にある区・県級の党校は、地域の状況に適した近接型の幹部教育とインフ
ラ管理に焦点を当てている。

上海市松江区委員会党校は、2026年に約40の研修クラスを開設し、4,000人以上を教育するための
「業務研修資金」として310万元（3.1 million yuan）を申請した。これとは別に、スマート党校の
構築を進める中で、ネットワーク情報システムのアップグレードに66.04万元（660,400
yuan）を投じている。

北京市豊台区委員会党校と海淀区委員会党校は、処級以下の指導幹部、一般公務員、およびコミ
ュニティワーカーを研修している。海淀区委員会党校はまた、学術誌『海淀社会科学』の発行権限
を有している。

広州市茘湾区委員会党校の予算は1億7,906.65万元（179.0665 million
yuan）であり、そのうち1億6,500万元（165 million yuan）という巨額の資本投資が党校建設プロ
ジェクト、すなわちインフラ開発単体に向けられている。

広州市海珠区委員会党校は、校舎の維持や物件管理サービスのために「総合後方支援資金」とし
て234.62万元（2.3462 million
yuan）を確保する一方、研修および教学・研究経費として76.06万元（760,600
yuan）を配分した。
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武漢市武昌区委員会党校は、2026年の幹部教育・研修費として96万元（960,000 yuan）を設定し
、ローテーション研修を通じて副処級以上の幹部を研修するとともに、草の根の党務工作員を教育
している。同校はこれとは別に、事務スペースの賃貸料および物件管理費として82.12万元（821,20
0 yuan）を執行している。

河南省汝陽県委員会党校は、総予算283.5万元のうち100万元（1 million yuan）を「2026年党校
資金」として設定した。同校は12クラス以内の研修を実施し、党員の学習向上率99％以上を目指す
一方、これとは別に大学院生の生活手当として5.4万元（54,000 yuan）を支払っている。

深圳市坪山区委員会党校は、2026年に2,134.87万元（21.3487 million yuan）の予算を運用してい
る。同校は人工知能支援システムを試験運用しており、「万名の党員が党校に入る」というスロー
ガンのもとで大規模な研修を実施している。

広東省東源県委員会党校は、2026年度の総予算674万2700元のうち、5万元を「理論研究経費」と
して別途配分し、県レベルの党校であっても政策提言（シンクタンク）としての役割を果たすよう
促している。

黒竜江省孫呉県委員会党校は、3部門・スタッフ28名を抱える小規模な党校である。総予算338万
4200元で運営されており、安全管理とロジスティクスを支えるため、臨時職員の賃金として2万400
0元を執行している。

黒竜江省呼瑪県委員会党校は、244万3500元の予算管理基準額の範囲内で、年に最低5回の研修セ
ッションを実施している。幹部教育訓練に15万元、教員研究経費に3万元をそれぞれ配分している。

予算書の中の教室

中国共産党は「中国共産党党校工作条例」を通じて、中央から県レベルに至る4段階の党校システ
ムを規定している。省レベルの党校は、潤沢な予算と学位プログラムによって幹部や大学院生を養
成する一方、区・県レベルの党校は、郷鎮や科員級の幹部、そして一般の党員を彼らの勤務地や居
住地に近い場所で訓練する。この教育ネットワークは、単なる研修機関の枠にとどまらない。地方
官僚の言葉遣いや政策実行の手法を統一し、足並みをそろえるための装置として機能しているので
ある。

2. 2026年地方党校予算が示す運営の実態

2026年の地方党校予算は、このシステムが実際にどのように機能しているかを如実に示している
。

中国共産党の党校システムは、イデオロギー教育のための抽象的な制度にとどまっているわけで
はない。毎年膨大な国家予算を執行し、官僚社会を統制する巨大な行政・経済主体なのである。省
、市、区、県という各レベルの地方党校が公表した2026年度の部門予算書は、どのような優先順位
に基づいて予算が配分され、どのように資源が管理され、そして党の指示がどのように末端組織ま
で伝達されているかを浮き彫りにしている。
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両会の「過緊日子」（緊縮財政）方針と予算削減の現実

2026年の「両会」生中継における発言は、中国の中央政府および地方政府に対し、財布の紐を固
く締め、緊縮予算で運営するよう指示が出されたことを物語っている。

公表された映像資料によると、中国の中央・地方政府は「財布の紐を締め、緊縮予算で運営する
こと」を命じられた。その結果、2026年には公務での海外出張、公用車、公的接待の経費が7％削減
され、会議費や教育訓練費は10％削減された。これらの厳格なガイドラインは、「過緊日子」の名
の下に地方党校の予算全体に反映され、実際の予算削減へとつながった。

武漢市武昌区委員会党校は、2026年度の機関運営経費を前年度比10.34％減の137万3400元に設定
した。予算書には、同校が「過緊日子の要求を実行するために支出を圧縮した」と明記されている
。

北京市豊台区委員会党校は、総予算2600万6000元から前年度比10万2600元（0.39％）を削減し、
「緊縮生活（過緊日子）の要求に応えて不要な支出を削減した」と説明している。

共産党の周辺に位置する統一戦線教育機関である武漢社会主義学院は、2026年度予算を前年度比3
1万9400元（1.86％）減の1681万6000元に設定した。同院は具体的な義務的削減率を示し、「財政
局の要求に基づき、公費およびプロジェクト経費を20％圧縮した」と釈明している。

湛江市委員会党校は、機関運営経費に2795万5600元を配分したが、これは前年度比27.1％減（10
39万7000元減）の大幅な削減となった。同校は、研修サポート費用と党校プログラム開発のための
非税収入資金を圧縮したと述べている。

緊縮財政下でもインフラ投資が急増する「イデオロギーの要塞化」

経常的な教育経費や管理コストが削減される一方で、例外的に、党校の新しい物理的インフラ（
キャンパスなど）の建設や大規模な改修といったハードウェア投資には、天文学的な資本が投入さ
れている。これは、党校を「近代化された一流の訓練基地」へと変貌させようとする党の固い意志
の表れである。

広州市茘湾区委員会党校は、2026年に予算を大幅に増加させた党校の一つである。同校の2026年
度の歳入歳出予算は、前年度比295.7％増（1億3381万2300元増）の1億7906万6500元（約1億7906
万元）に達した。その理由は、「党校建設プロジェクト経費」として1億6500万元が一括配分された
ためである。この資金は、設計図の審査、緑化、配管移設、党校プロジェクト地下部分の主体構造
建設に充てられ、「環境に優れた、近代化された一流の党員・幹部教育訓練基地」の創出に向けて
全額執行される予定である。

邢台市委員会党校は、総予算3466万3900元と、前年度から972万5800元増加した。主な要因は、
新しい寮の建設に伴う物件管理費、水道光熱費の追加、および幹部学院との合併によって編入され
た前南峪キャンパスの維持管理費の大幅な増加である。

閩清県委員会党校は、総予算417万3600元のうち、新キャンパス運営業務経費として90万元の新
規プロジェクト予算を編成した。
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中共新豊県委員会党校は、安全で秩序ある校内環境の確保を目標に、576万2400元の予算から25
万元を「党校キャンパス維持費」（党校校园���）として配分した。

「三公経費」（三公��）の厳格な統制と透明化

中国の官僚制において長らく腐敗の温床と指摘されてきた「三公経費」（公務海外出張費、公用
車購入・維持費、公的接待費）は、地方の党校レベルにおいてほぼゼロに抑えられている。

中共遼寧省委員会党校は格の高い省級党校であるが、2026年の三公経費は前年の165万元から110
万元へと大幅に削減された。このうち、公務海外出張（因公出国）費は110万元から55万元へと半減
し、公用車購入費は0元に設定され、接待費は10万元に制限された。

中共徳化県委員会党校の三公経費は総額わずか2万元であり、海外出張費と公用車関連費は0.00万
元である。公的接待費のみで2万元を占めている。

中共広東省直属機関工作委員会党校と孫呉県党校は、自らの三公経費予算を0.00万元に設定し、
公的接待や公用車運行費用を予算からほぼ除外した。

深セン市坪山区党校と北京市豊台区党校はいずれも三公経費予算を0.00万元に設定しており、「
党校に公用車は存在しない」、あるいは「財政割当による三公経費予算は配分されていない」など
と説明している。

党校運営の外注化と「後勤」（后勤）管理の引き締め

党校は何千人もの幹部を集めて研修を行うため、広大な宿泊・飲食・警備施設を運営しなければ
ならない。2026年の予算書からは、こうした「後勤」（物流・管理業務）の多くが、政府購買サー
ビスを通じて民間のサービス企業に外注されている実態が読み取れる。

中共深セン市坪山区委員会党校は、2026年のプロジェクト支出である857万8100元の半分以上に
あたる436万3000元を「後勤保障」（後方支援）に投じている。この資金は主に、党校食堂の運営
管理、食材の配送、受講生アパートの洗濯・配送、建物の補修・維持に充てられている。これは教
育機関というよりも、巨大なホテル型の管理システムを彷彿とさせる。

中共湛江市委員会党校は、「物件管理外包サービス費」（物�管理外包服��）として746万900
0元もの巨額予算を配分した。そのパフォーマンス目標には、「24時間体制の当直、巡回、スマート
監視、防火、車両・交通管制」を通じて四つ星ホテル並みの管理を実現することが掲げられている
。同校は2026年中に約4万人の受講生を研修する計画であり、「研修中、受講生は校内で食事と宿泊
を行い、閉鎖式管理（封�式管理）下に置かれる」と明記している。これは、思想教育プロセスに
組み込まれた厳格な物理的隔離と統制を、予算を通じて証明するものである。

デジタル化されたセキュリティ統制とITインフラ予算

デジタルシステムへの移行に伴い、党校はサイバーセキュリティやスマート教育ネットワークの
構築にも資金を投じている。
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武漢社会主義学院は、情報システム運用保守サービスに41万7000元を配分した。その内訳には、
武漢クラウドサービスに10万元、教務システムおよび公式ウェブサイトの保守に12万3000元、そし
て思想教育機関としての強固な情報セキュリティ網を構築するための「等保測評」（中国の国家サ
イバーセキュリティ等級保護評価）に5万元が含まれている。

友誼県委員会党校は、事務経費として5万6000元を確保し、そのうち6000元を研修用のインター
ネット専用回線に充てて、遠隔研修やネットワーク型研修をサポートしている。

核心的使命の数値化がもたらす「献策」（�党献策）への成果プレッシャー

『党校工作条例』に定められた政策シンクタンクとしての使命、すなわち「党への献策」は、単
なるスローガンにとどまらない。それは予算と結びついた成果指標として管理されている。

中共深セン市委員会党校は、中央政府および市政府の重大意思決定における「重要な顧問および
新型シンクタンク」となるため、毎年30件以上の様々なレベルの研究プロジェクトを実施し、少な
くとも4回の学術交流活動を開催し、学術誌『特区実践と理論』を刊行することを予算の成果目標と
して定めている。

北京市海淀区委員会党校は、学術・政策諮問の使命の一環として、学術誌『海淀社会科学』を編
集・刊行する義務を負っている。

中共東源県委員会党校は、小規模な県級党校であるにもかかわらず、総予算674万2700元のうち
「理論研究経費」として別途5万元を配分した。その予算説明書には、「『党校工作条例』を履行し
、県委員会が定める年間の党建設目標考課タスクを完了するため、党のための人材育成と党への献
策という職責を果たし、プロジェクト研究と成果の転換を支援しなければならない」と、プレッシ
ャーと責任が明確に記されている。

珠海市委党校は「科学研究業務」の名目で15万元の特別資金を配分した。この資金は、党の理論
革新を推進し、「新時代における中国の特色ある社会主義を掲げた現代化・国際化された経済特区
の建設」に知的資源を提供するとともに、『決策参考』などの研究資料を編纂するために使用され
る。

教育対象の精密な絞り込みと定量化された実績目標

最後に、予算には党校が対象とする教育グループと、それに対して設定された定量的な研修実績
指標が詳細に示されている。

汝陽県委党校は、2026年の主要クラス（通常課程）研修プロジェクト費として105万4000元を配
分した。受講生には、郷科級幹部、優秀な若手・中堅幹部、草の根の党組織書記、村・コミュニテ
ィの幹部が含まれる。同校が添付したパフォーマンス目標管理表によると、農村振興、草の根ガバ
ナンス、産業発展の成果を指導し、修了率100％、主要クラス7期の修了、そして資金執行率90％以
上を達成することを目指している。
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友好区委党校は年間50クラスの研修開催を義務付けられており、「受益者、すなわち研修生の満
足度を90％以上にする」という目標と、研修を通じて幹部の能力を向上させる効果を設定した。

嫩江市委党校は、研修生の満足度目標を極めて高い「99％以上」に設定し、3つのプロジェクトを
完了させ、資金使用のコンプライアンスを100％維持することを目指して、446万1400元の予算を執
行する。

黒竜江省委党校は、1億7904万4500元という膨大な総予算を運用しており、在籍中の大学院生7,0
41人、修士課程の学生202人を輩出し、年間で合計9,000人の幹部を研修するという定量的な実績目
標を掲げている。

システムが残した足跡

中国のあらゆるレベルの地方党校の2026年予算を見ると、党校が決して理論を学ぶだけの学校に
とどまっていないことがわかる。財政緊縮の圧力を受けながらも、彼らは大規模なキャンパスイン
フラを建設し、外部委託サービスを通じて閉鎖的なフォーマットで研修生を管理し、政策諮問論文
の数や研修セッション数などの実績指標に基づいて「党のための人材育成と党への献策」を実行し
ている。

3. 国有企業、草の根組織、そしてオンライン教育の拡大

中国共産党の党校は、中央や省級の高級幹部のためだけの機関ではない。今日の党校は、市場経
済の核心部である国有企業の経営陣を育成し、社会の最末端である草の根組織にまで浸透し、人工
知能とクラウドを組み合わせて時間と空間の限界を打破する「デジタル党校（数字党校）」へと進
化を遂げている。

国有企業および企業党校への教育ネットワークの拡大

改革開放後、非公有制経済の発展と国有企業改革の深化に伴い、企業の管理者も党校の重要な研
修対象となった。ある研究によると、国有企業の幹部は、そのランクに応じて中央党校や省・市レ
ベルの地方党校で教育を受ける。

大手の国有企業は、党幹部の内部研修を担う独自の「企業党校」も運営している。これらの企業
党校は独立して運営されているわけではなく、地方党校からの指導を受けている。遼寧省委党校の2
026年予算では、全省の党校および企業党校への業務指導が、省委党校の核心的な職務の一つとして
挙げられている。

国有企業幹部研修の具体例もある。2024年、四川中煙工業有限責任公司は、本社および支社から5
8人の草の根党支部書記を市委党校に集め、1週間の集中研修を実施した。カリキュラムには、習近
平による党建設思想、党章、党規、規律に加え、地域経済圏建設などの実務的知識が含まれていた
。

「百万の党員を党校へ」が意味する本格的な草の根組織研修
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党校教育は現在、国家行政の最末端である草の根幹部や一般の党員にまで深く浸透している。4段
階の党校システムの中で、下位に位置する県級および区級の党校が、最前線でこの任務を遂行して
いる。

深圳市委党校の予算文書によると、草の根教育を拡大するために「百万の党員を党校へ（百万党
��党校）」として知られるキャンペーンを継続して深化させる。これは、党の指示が最末端にま
で届くように設計されており、全員を研修し、全面的にカバーし、全サイクルを通じて実行するこ
とを目標としている。

汝陽県委党校は、105万4000元のプロジェクト予算を投じて、郷科級幹部、草の根党組織の書記
、村幹部を含む草の根組織の長に対して集中研修を提供している。彼らは、地域社会における社会
管理や経済活性化に直結するスキルである、農村振興、草の根ガバナンス、産業発展の実務などを
指導されている。

普蘭県委党校は、草の根幹部や村委員会幹部を研修計画に組み込んでおり、忠実でクリーンな草
の根幹部集団の育成を主要任務の一つに位置づけている。

武昌区委員会党校は、教育対象を一般の公務員にとどめず、基層の党務活動家、民主諸党派、無
党派層、さらにはコミュニティレベルの統一戦線の代表者へと広げることで、基層におけるイデオ
ロギー統制の主要な拠点として機能しています。

時空を超える「スマート党校」とオンラインプラットフォームの構築

国有企業の膨大な従業員や基層の党員を、対面授業だけで教育することには限界があります。こ
の限界を克服するため、中国共産党は党校の情報インフラ構築に巨額の予算を投じ、大規模な「ス
マートキャンパス」やオンライン教育システムの拡充を進めています。

オンラインとオフラインを融合した教育モデルも普及しつつあります。湛江市委員会党校は、「
スマートキャンパス（智慧校园）」の構築を目指し、インターネットと幹部教育を融合させていま
す。同校の2026年度予算では、幹部向けオンライン学習プラットフォームの運営・保守に51万2,000
元が割り当てられました。

市レベルの深圳市党校は、「深圳ｉ学習（深圳iStudy）」と呼ばれるオンライン党校コースを定
期的に更新しています。また、「知行学堂」や「文心講堂」といった大規模なオンライン公開講義
を市全体に開放し、短いマイクロ講義の開発も進めています。

徹底したイデオロギー教育には、ネットワークの分離とセキュリティの確保も欠かせません。四
川省党校は、幹部ネットワーク学院の情報プラットフォーム構築に249万1,100元、総合的な情報化
建設と保守に533万8,800元を投じています。

人工知能の導入と「デジタル党校（数字党校）」における厳格なセキュリティ論理

最新の変化は、人工知能とビッグデータが党校の教育システムに直接導入されていることです。
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陝西省委員会党校は、2026年度予算において情報システムの構築と保守に約842万元（842万600
元）を投資しています。予算目標表によると、この資金はコンピュータネットワークの構築の枠を
超え、データ大隊、「AIサービスプラットフォーム第2期」、スマート党建（智慧党建）、そしてス
マート教務システムを網羅する総合的な「スマートキャンパスプラットフォーム」の開発に充てら
れます。深圳市坪山区党校も、2026年の主要プロジェクト目標として、若手・中堅幹部層や科級研
修クラス向けの教育に「人工知能による支援の模索と運用（探索運用人工知能輔助）」を掲げてい
ます。市レベルの深圳市党校は、常設コースとして「AI大講堂」を開設しました。

しかし、こうした先進技術の導入の裏には、中国共産党特有の厳格な「安全統制」システムが存
在します。重慶市委員会党校の幹部による「デジタル党校業務における5つの思考（数字党校工作中
的五种思�）」と題された論文は、AIやデジタル化がもたらし得るリスクについて強く警鐘を鳴ら
しています。同論文は「デジタル党校構築における最大の底線は安全である（底線就是安全）」と
断言し、3つの厳格な統制指針を提示しています。

政治安全の底線（政治安全底線）とは、イデオロギー活動における責任制を厳格に履行し、デジ
タルコンテンツの審査と管理を強化し、誤った思想潮流や有害な情報の拡散を排除することを意味
します。

ネットワーク安全の底線（網絡安全底線）とは、ネットワーク安全防護体制を構築し、リスク評
価、早期警戒、緊急対応のための仕組みを整備することを意味します。

データ安全の底線（データ安全底線）とは、受講生データ、教育データ、研究データを含む中核
データに「データ階層管理（分級管理）」を適用し、機密性と可用性を厳格に保護することを意味
します。

今日の党校は、もはやアナログな教室の中だけにとどまりません。大手国有企業の社内研修ネッ
トワーク、郷鎮・村レベルの基層党員研修、AIサービスプラットフォーム、そしてクラウドネット
ワークが、一つのシステムの中に組み込まれています。デジタル党校は、教育を円滑にするツール
であると同時に、イデオロギーとデータを一体的に統制するための装置でもあるのです。

省、市、県といった各レベルの党校を追うと、中国共産党の支配がどれほど深い階層まで浸透し
ているかが見えてきます。中央から発せられた言葉は省の予算へと下り、市の教育課程へと姿を変
え、県レベルの教室における出席簿や評価表となります。このようにして、壮大なイデオロギーは
細かな事務作業へと落とし込まれていくのです。党校がなぜ重要なのかを理解するには、この構造
を見極めなければなりません。中央党校だけを見ていては、頭部しか見えません。地方の党校にま
で目を向けて初めて、その巨大な胴体が姿を現すのです。
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第5章 若手幹部クラス：若手官僚を選抜する装置

中青班という名は響きこそ小さい。しかし、中国政治においてこの名称は、若い幹部がどの扉に
入り、どの扉の前で立ち止まるかを示す道標である。

党校を卒業したからといって、ただちに昇進を意味するわけではない。それでもなお、党校の教
室は、人物を観察し、比較し、新たな配置を行う一連のプロセスと深く結びついている。

1. 中青班の位置づけと次世代幹部の育成

中国共産党の党・国家体制を動かす原動力は、訓練され試練を乗り越えてきた幹部層から生まれ
る。関連する報告によると、中国共産党は、将来の指導者として30代から40代の若い官僚や党員を
育成するために、多大な投資を行っている。

こうした次世代の指導者を育成するための重要な制度が、各レベルの党校で運営される「中青年
幹部培訓班」、略して「中青班（中靑班）」と呼ばれる研修コースである。

中央党校の中青班は、「1970年代生まれ（ポスト70s）」のエリートたちの後継競争と昇進ルート
を窺い知る窓口となっている。

中青班は、ありふれた実務研修ではない。それは、将来の中国を率いる次世代の高級政治エリー
トを選抜し、思想的に武装させるための政治的な登竜門である。

中国知網（CNKI）に掲載された研究によると、習近平体制になって以降、幹部のステータスと役
割はより大きな重みをもって扱われるようになった。そのため、幹部教育は、党と国家が人員を管
理するための核心的な手続きとなっている。

中央党校の中青班研修が注目を集める理由は、それが後継競争に直結しているからである。中青
班を経たということは、党中央組織部などの人事機関の観察対象リストに入ったことを意味する。
直ちに進級することが約束されるわけではないが、次世代の高級ポストの候補者として試されるチ
ャンネルになるのである。

中青班の4段階システムと学術構造

中青班は中央党校にのみ存在するわけではない。中国の4段階の党校行政システム全体にわたって
、ピラミッド型に構築されている。「党校工作条例」第18条は、各レベルの党校が、幹部教育計画
に従って中青班の研修対象と最低研修期間を決定し、運営しなければならないと規定している。

中央党校（国家行政学院）は、庁局級（�局�、局長級）の中青年幹部と、県処級（���、処
長級）の主要幹部の一部の研修を担当する。その履修期間は「少なくとも4ヶ月」と定められており
、中国の党校のあらゆる研修プログラムの中で最も長い部類に入る。これは、国家を率いる核心的
な人材が、長期にわたり高密度な思想注入と能力試験を受けることを意味している。

省級委員会の党校（または行政学院）は、庁局級や県処級の中青年幹部、および郷科級（�科�
）の主要幹部の一部を研修する。履修期間は「少なくとも3ヶ月」である。
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地区、地級市、盟などの同等単位（地、州、盟）を含む市級委員会の党校は、主に郷科級の中青
年幹部を研修し、その履修期間は「少なくとも2ヶ月」と定められている。

県、市、区、旗（�、市、区、旗）を含む県級委員会の党校は、末端の中青年幹部や村レベルの
青年幹部を研修し、履修期間は「少なくとも1ヶ月」である。

このように、中青班は単発の短い特別講義ではない。幹部を通常業務から切り離し、短くて1ヶ月
、長ければ4ヶ月以上にわたって宿舎などに収容し、その思想を集中的に鍛え上げる長期の研修課程
である。

中青班のカリキュラムは、強固な党性（党性）の涵養と思想統制を中心に構成されている。

次世代の幹部には、進修班に属する一般の現職幹部よりも、高いレベルの思想・党性教育を受け
ることが求められる。中青班のカリキュラムは、理論教育、党性教育、能力構築、および関連知識
を体系的な順序で配置するように設計されている。

この密度の高い思想統制は、地方党校の2026年度予算パフォーマンス目標表の数値に明確に表れ
ている。この分析に示されたパフォーマンス指標（質量指標）は、2つのコースの厳格な違いを裏付
けている。

一般の処長級幹部向け進修班の場合、理論・党性教育科目が少なくとも70％を占め、そのうち党
性教育単独で少なくとも20％を占める必要がある。

これに対し、中青年幹部培訓班（中青年干部培�班）には極めて厳しい基準が設定されている。
理論および党性（党員精神）教育科目が全体の「少なくとも80％以上（≥80.00%）」を占め、党性
教育単独でも「少なくとも30％以上（≥30.00%）」を占めなければならない。

教室での座学だけでは終わらない。中青年幹部培訓班では「三同（ともに生活し、ともに働き、
ともに学ぶ）」訓練の実践効果も求められる。次世代の幹部は、マルクス・レーニン主義や習近平
思想を頭で暗記するだけでなく、身体を動かす実践的な訓練を通じて思想的な忠誠を証明しなけれ
ばならないことを意味する。

地方党校の予算から見る2026年中青年幹部培訓班訓練の実際の運用と革新

中青年幹部の育成は中央にとどまらない。それは中国全土のあらゆるレベルの地方党校が最優先
する本業（主責主業）である。地方党校の2026年度の部門予算は、これら次世代のエリートを訓練
するためにどのような資源や新技術が動員されているかを具体的に示している。

人工知能によるターゲティングの力は、宣伝活動において最も顕著に現れている。2026年の予算
書には、AIによる支援を模索し、オンラインとオフラインの手法を組み合わせて、中青年幹部クラ
スや処級・科級の現職者向け上級研修クラスに精密な訓練を提供することが明記されている。

地域開発戦略との連動も明確である。松江区党校は予算書の中で、高品質な発展のための能力を
向上させ、区の重点プロジェクトに理論的および知的な支援を提供すると記した。中青年幹部クラ
スは忠誠教育の場であり、地域の核心的プロジェクトを担う幹部を準備する仕組みでもある。
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ある農村地域の党校は、中青年幹部訓練クラスを核心的な主要科目クラスとして運営するため、1
05万4000元の特別プロジェクト予算を配分した。カリキュラムには、党章（党憲法）、党規、党紀
に加え、農村振興、草の根ガバナンス、産業開発などの実践的な課題が含まれている。

長い面談室

公的な文書や報道が共通して示すように、中青年幹部クラスの本質は明らかである。それは単な
る公務員の現職研修コースにとどまらない。長期政権と世代交代に備える政治的試練の場（るつぼ
）である。また、「70後（1970年代生まれ）」世代を含む次世代の核心的人材を、後継競争の軌道
に乗せる仕組みでもある。

中青年幹部クラスの制度は、中央レベルの4ヶ月以上の最長プログラムから県レベルの1ヶ月のプ
ログラムまで、4つの階層にわたり緻密に組織されている。受講生に対し、一般の幹部よりもはるか
に高い80％以上の割合で思想および党性教育を受けることを義務付け、思想統制のためにAI支援技
術や「三同」の実践訓練も動員する。このシステムを通じて、中国共産党は、いかなる状況の変化
や外部からの挑戦に対しても揺らぐことなく党の指示を実行できる、「忠誠、清潔、担当（忠�干
�担当）」の次世代統治エリートを絶えず再生産している。

2. 教育評価と人事昇進の連動

中国共産党の統治システムにおいて、幹部教育と人事体制は切り離されて運用されているわけで
はない。幹部が党の路線や政策を実行する能力、そして思想的な忠誠心は、体制維持のための決定
的な要因である。各級党校における教育は、単なる知識の伝達を超え、受講生の政治的信念や党性
を評価する場となる。そして、これらの評価結果が、昇進か淘汰かを決定する人事選考の基礎とな
る。

歴史的原型：延安時期における教育評価と幹部鑑定（評定）の結合

党校の教育結果を幹部の人事評価に反映させる制度的な起源は、1940年代の延安時期にまで遡る
。

抗日戦争の過酷な環境下で、中国共産党は「働きながら学ぶ（�工作�学�）」という現職幹部
教育制度を作り上げ、それを監督・奨励するための評価制度を導入した。

1942年の「陝甘寧辺区在職幹部教育実施弁法草案（�甘宁�区在�干部教育�施�法草案）」は
、現職幹部の学習成果に対する評価を明確に4つのカテゴリーに分類した。一つは「日常考察（日常
評価）」、二つ目は「臨時試験」、三つ目は「学期試験」、四つ目は「卒業試験」であった。

とりわけ党中央は、学習状況を幹部評価の核心的指標として公式に位置づけた。「教育や学習に
費やされたすべての時間は通常の労働時間とみなされ、幹部を鑑定（評価・検証）する際には、そ
の学習状況を鑑定基準の一つとしなければならない」と規定したのである。

この制度のもとで、大規模な学習検査が実施された。第1回「学習節（学��）」において、陳雲
（�云）が率い李富春（李富春）が副グループ長を務めたグループや、張聞天（��天）のグルー
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プが極めて高い評価を受け、模範学習グループとして表彰された。これが、教育・訓練の成果を党
内での評価や地位に直接結びつける歴史的原型となった。

党校と組織・人事部門の構造的連動：在籍中の厳格な評価

現代の中国において、教育評価と人事体制の結合は法制化され、より精密になっている。各級の
党校は独立した教育機関にとどまらない。党の核心的な人事権を握る組織部と有機的に連携し、幹
部検証の最前線として機能している。これは、様々なレベルの地方党校の2026年度予算や業績報告
書に記載されている党校の「主要職責（主要��）」に明確に表れている。

中国共産党遼寧省（�宁省）委員会党校の事例がこれを示している。

同党校の2026年予算によると、在学中の受講生の成績や勤務評定の審査・評価において、組織・
人事部門を支援する権限と職務を有している。

中国共産党陝西省（�西省）委員会党校も同様の動きを見せている。

同校も、研修期間中の受講生のパフォーマンスを評価し、評価意見書を提出すると明記している
。

中国共産党黒竜江省（黑龙江省）委員会党校も同様の機能を規定している。

同党校も同様に、自らの職務について「在学中の受講生のパフォーマンスを評価し、評価意見書
を提出する責任を負う」と表明している。

組織部が幹部を党校に派遣する際、党校側は彼らの学業成績、党性修養、規律遵守状況を評価す
る。その結果は評価意見書として組織部に送り返され、昇進や異動の意思決定における参考資料と
なる。

高級人事昇進への近道：中青年幹部養成クラス（中青班）のエリート選抜メカニズ
ム

教育評価と人事選抜のつながりが最も明確に現れるのが、次世代の指導者を育成する「中青年幹
部養成クラス」（Zhongqingnian Ganbu
Peixunban、中青年干部培�班）、通称「中青班」である。

中青班に関する韓国の研究は、このメカニズムを詳細に分析している。

同研究によると、習近平政権発足後、幹部の地位と役割がより重視されるようになり、これが幹
部教育へのさらなる注力につながった。

中央党校の中青班が注目を集めるのは、この研修に参加した幹部が将来の後継争いにおいて昇進
の機会を高めることができるためである。

中央党校の中青班を修了することは、その幹部が次世代の高級ポスト候補として注目されている
というシグナルとなる。修了したこと自体で昇進が自動的に決まるわけではないが、党中央組織部
の検証プロセスに入ることは決して小さな意味ではない。
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「70後」（70hou、70后、1970年代生まれ）幹部の動向は、次期権力構造を読み解く重要な手が
かりである。教育修了と人事選抜は連動しているのだ。

業績ベースの査定・評価と「能ある者は上がり、凡庸な者は下がる（能者上
庸者下）」の制度化

実務における業績評価（政績考核、zhengji
kaohe）も、幹部の人事選抜における大きな軸である。

習近平時代の人事評価は、評価結果を実際の人事管理に結びつけ、賞罰を明確にすることに焦点
を当てている。

実際の成果によって英雄を決めるという業績中心の考え方（以実績論英雄、yi shiji lun yingxiong
）は、幹部の評価結果を幹部の選抜・任用の重要な基準とし、優れた実績を上げ、社会的に認めら
れ、正しい政績観（政績観、zhengjiguan）を持つ幹部を優先的に選抜・起用する。その一方で、業
績が平凡で、勤務態度が定まらず、政績観が歪んでいる幹部を徹底的に排除する。

このため、システムは個人の評価、実績、公的な評価を網羅する「業績アーカイブ」（実績档案
、shiji dang'an）を構築し、昇進や昇格の重要な参考資料として用いている。

「有能な者は上がり、優秀な者は報われ、平庸な者は下がり、劣悪な者は淘汰される」（能者上
、優者奨、庸者下、劣者汰、nengzhe shang, youzhe jiang, yongzhe xia, liezhe
tai）が、党の人事原則として提示されている。

優れた評価を得て高い実績を上げた幹部は、道徳的な表彰、物質的な報酬、政治的な奨励ととも
に、任用や昇格の選考対象となる。

これに対して、評価に不合格となった幹部や実績の低い幹部、すなわち平庸な者や劣悪な者（庸
者、劣者）は、面談や警告（約談提醒）の対象となり、そのポストを強制的に調整されるか、ある
いは淘汰される。

同時に、革新的な幹部が評価を恐れて萎縮することのないよう、誤りに対する容認・免責制度も
運用されている。適切な手続きを経て容認された過失は、優秀評価や昇進において不利益として扱
われるべきではないという趣旨である。

関係する党校の文献は、着実な業務と実際の実績を重視する人事の方向性を強調している。

呂超は、忠実でクリーン、かつ責任感のある幹部を起用し、行動しない幹部や無謀な行動をとる
幹部は更迭すべきだという習近平総書記の指示を引用している。

これは、年功序列や均衡配分の慣性を打破し、検証された実績と成果のみを昇進の尺度とするこ
とを意味する。

高品質な発展を促進するための政績評価・評定方法も、これと同じ脈絡で提示されている。
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この評価・評定は、幹部の政績観の偏りを是正し、責任感を促す「指揮棒」の役割を果たしてい
る。

制度が残した痕跡

公開された報道や文書が示すように、中国共産党における教育評価と人事選考を結びつけるメカ
ニズムは精緻である。延安時代の学習評価の伝統は、中央および地方の党校が幹部の在学期間中に
評価を行い、その評価を組織部に送るという制度的な監視ネットワークへと変化した。

中央党校の「中青班」は、「70後（1970年代生まれ）」のエリートが後継構造に入るために通過
しなければならない選考と検証の重要な舞台である。そこで党性が検証された幹部は現場に戻り、
「実績アーカイブ」に記録される経済的・社会的成果を証明しなければならず、党は「能者上、庸
者下（有能な者は上がり、平庸な者は下がる）」という冷酷な原則に従って彼らを昇進または免職
させる。このように、教育、評価、人事決定が巨大な一つの歯車のように噛み合うシステムは、中
国共産党が国家を率いる統治エリートを絶えず複製し選別するための、権力再生の核心的なエンジ
ンとなっている。

3. 昇進統計が語らないこと

9,000万人を超える党員と膨大な官僚組織を統制するため、中国共産党は外部からは洗練され客観
的であるように見える人事審査制度を運用している。公式の統計や規則は、実績、研修の修了、年
齢制限を昇進の基準として提示する。しかし、公開文書と報道を突き合わせて読み解くと、定量的
な統計だけでは説明できない、権力の恣意性、派閥政治、そして後継争いが浮かび上がってくる。

公式審査基準の背後にある「政治的忠誠」と、「実績」統計に隠された例外的な昇
進

「実務と実績を重視する雇用方向を確立しよう」と題した学習時報の公式ウェブサイトの記事は
、「能者上、優者奨、庸者下、劣者汰（有能な者は上げ、優秀な者は報い、平庸な者は下げ、劣悪
な者は淘汰する）」という原則を掲げた。同記事は、年功序列を打破し、実績アーカイブに記録さ
れた成果によって昇進を決定すべきだと主張している。

しかし、高位エリートを選考する実際のプロセスでは、実績統計が機能しないか、あるいは政治
的目的のために選択的に利用されることがある。関連する分析によると、中央委員会委員の候補者
の選考過程では、GDP成長率に関連する官僚よりも、特定の政治的任務を遂行した官僚が優先され
た。これは、昇進が単に行政指標の合算ではなく、習近平体制が直面する国内外の危機に対する政
治的コミットメントの質的なテストであることを示している。

蔡奇の事例は、このシステムの外側にある政治的判断が依然として機能していることを示してい
る。彼は中央委員会委員を経ずに政治局に入ったが、これは通常の昇進段階だけでは説明が困難な
ルートである。

研修修了の統計の裏には、中青班と「70後」世代の隠された後継争いが存在する。
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党校の修了証書や研修時間は、表向きは官僚の「学習統計」として記録されるが、その背後には
消耗的な権力闘争が隠されている。

中青班に関する韓国のアカデミックな研究は、このプロセスを後継争いと結びつけて分析してい
る。表面的には、中青班は30代と40代の幹部を集め、4ヶ月以上にわたって党性を訓練する職務研修
プログラムのように見える。しかし実際には、将来の後継争いにおいて昇進の確率を高めるための
政治的な証明書として機能している。

党校教育を修了したという統計は、次世代の幹部候補が党中央組織部の政治的選抜の舞台に入っ
たことを示すシグナルである。訓練を受けたからといって、その候補者が機械的に昇進することを
意味するわけではない。

年齢や任期の統計は、制度化の表面を示しているにすぎない。

中国の官僚制は、定年退職の慣行を含め、厳格な年齢制限や任期ルールがあることで知られてい
るが、これらも権力の最高位の前には無力となる。

ロンドン大学東洋アフリカ研究学院（SOAS）の裴敏欣教授は、中国の経済改革と個人支配に関す
る講義の中で、1980年代に鄧小平らが毛沢東式の個人への権力集中を防ぐために「制度化された改
革」を追求し、定年制を設けたものの、この試みは最終的に失敗したと指摘している。その理由は
、定年ルールが「最高指導部には適用されなかった」ためであるという。裴教授は、任期や年齢制
限のルールは意図的に曖昧なまま設計されており、トップの指導者たちが異議を唱えられることの
ない権力を享受できるようになっていたと分析している。

こうした年齢統計の無力化は、近年にも現れている。韓国日報の記事「習近平の『参謀長』蔡奇
、中央党校も掌握」によると、中央書記処書記であり、党内序列第5位とされる蔡奇が、2026年に中
央党校校長および国家行政学院院長に就任した。同記事は、蔡書記が今年70歳であるにもかかわら
ず、組織、イデオロギー、行政機能が異例の形で一人の人物に集中していると批判的に指摘してい
る。スティーブ・ツァン教授は、軍高官のポストの安定性もまた、最高権力層の判断に強く依存し
ていると説明する。

軍の人事異動は、業績評価シートだけで説明できるものではない。

高職への昇進や業務目標の達成、すなわち統計上の数字は、権力内部での安全を保証するもので
はなかった。

ある外交政策の討論において、パネリストたちはロケット軍の人事異動について別の可能性を提
起した。彼らは、指揮官たちが報告書の中でミサイルの能力や実績を誇張しており、実際の検査で
問題が浮き彫りになったのではないかと示唆した。この主張は確認された公式の結論ではなく、専
門家による議論からの推測にすぎない。それでも、これは中青班（中青年幹部養成班）を読み解く
ための一つの手がかりを与えてくれる。中国の人事制度において、数値や業績評価シートは重要で
あるが、一度トップの信頼を失えば、それらの数値だけで地位を維持することは極めて困難になる
。
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先述のスティーブ・ツァン教授の講義でも、軍高官任命の安定性は最高権力層の判断に大きく依
存していると見ている。

数字では測れない関係性、派閥と個人的なつながりの連鎖運動「関係（グアンシ）
」

最後に、昇進の統計は、文書には記録されない巨大な派閥や個人のネットワークの動きを覆い隠
してしまうことがある。関連する分析によると、習近平の第3期における中核人物たちの昇進ルート
では、業績よりも個人的なつながりの構図が機能していたとされる。

中央弁公庁の常務副主任である孟祥鋒は、かつて杭州で「蔡奇」のもとで働き、その後、遼寧省
で元党校校長兼組織部長の「陳希」のもとで勤務した後、北京へと直接引き上げられた。

人民日報社社長の兪紹良は、新華社通信の陝西分社社長を務めていた時期に、現在序列第3位の「
趙楽際」や「李希」とのつながりを築いた。その後、上海市委員会副書記を務めていた際には、現
在の首相である「李強」のもとで働き、その後に宣伝機関のトップに抜擢された。

党史・文献研究院院長の曲青山も、青海省委宣伝部長を務めていた際に「趙楽際」のもとで働い
た経験を北京への昇進の足がかりとした。その後、習近平の主要な演説や「第3の歴史決議」を起草
する、緊密な理論的アドバイザーへと成長した。

彼らの昇進は、業務評価の点数や学位の統計だけで説明することは難しい。最高権力者との地域
的・歴史的な仕事上のつながりが、昇進の梯子を上へと引き上げる力として作用したことを示して
いる。

数字の裏にある構造

中国共産党の人事制度は、表向きは業績、学歴評価、年齢基準を強調している。しかし、蔡奇の
異例とも言える急速な昇進、中央党校の中青年幹部養成班をめぐる後継者争い、そして高位ネット
ワークの連鎖的な動きは、数字だけでは説明がつかない。昇進統計の背後には、トップ指導部との
信頼関係、派閥のつながり、そして政治的忠誠が存在している。

中青年幹部養成班の力は、リストが発表される瞬間よりも、そのリストが作成されるまでの長い
期間にこそある。若い幹部はある日突然、教室に呼び出されるわけではない。地方での評価シート
、上司の言葉、現場に残された記録、危機の際に見せた態度などが少しずつ積み重なっていく。党
校は、それらの断片を一度に確認する部屋である。教室内では、話し方が変わり、討論の中で立場
が現れ、寮生活の中で小さな習慣が垣間見える。選抜は一枚の試験用紙で終わるのではない。その
底流には、人物を長期間観察してきた組織だけが人を選び出すことができるという信念がある。だ
からこそ、中青年幹部養成班は教育の課程であると同時に、観察の時間でもあるのだ。

中青年幹部養成班を見る際に見落とされがちなのが時間である。1ヶ月、2ヶ月、あるいは4ヶ月も
の間、幹部たちは役職を離れ、同じ空間で寝食を共にし、議論を交わす。この時間は教育の時間で
あり、観察の時間でもある。講堂でどのような回答をするか、討論でどこまで踏み込むか、同僚と
どのようにぶつかるか、そのすべてが記録され得る。そのため、このプログラムは試験会場という



53 - Kim Kyung-jin

よりも、長期にわたる面接の場に近い。単にスコアシートだけを残すのではない。発言の口調、危
険な質問を前にした態度、そして上層部の言葉を自らの言葉に変換する能力をも残すのである。こ
の装置を通過したからといって、その幹部がすぐに昇進するわけではない。ただ、権力の視界によ
り長く留まることを意味している。

若手幹部にとって、中青年幹部養成班は機会であると同時にプレッシャーでもある。すでに選抜
された者だけが入ることを許されるが、その内部で再び比較される。現場での経験を説得力を持っ
て語れるのは誰か、単に中央の文章を暗記して繰り返すだけの者は誰か、そして自らの地方の問題
を党の言語で再構成できるのは誰かが明らかになる。こうした観察は、数字よりも長く記憶される
。これこそが、中国共産党がこのプログラムを重視する理由である。多くの若手幹部を一度に抜擢
するためのものではなく、時間をかけて彼らを見極め、引き上げるべき者と、そこで止めるべき者
を振り分けるための手段なのだ。

優秀な若手・中堅幹部育成プログラムの本質は、選抜と教育が同一の場で交差する点にある。公
式文書にはカリキュラムや期間こそ記されているが、その期間中に誰が誰を観察しているのかにつ
いては多くを語らない。幹部は講義を聴く受講生であると同時に、評価を受ける候補者でもある。
中国共産党の人事制度において、この二つの役割が切り離されることはない。教室での態度、討議
での発言、組織の指示に対する反応は、たとえすべてが数値として記録されずとも、記憶として蓄
積されていく。だからこそ、このプログラムは若手幹部にとって好機であると同時に、無言の圧力
となるのである。

改めて見出されるのは、このプログラムの核心が単一の試験ではなく、投じられる「時間」にあ
るという事実だ。若手幹部は日常のポストから引き離され、一種の閉鎖的な集団生活に入る。講義
室で耳を傾け、宿舎で暮らし、討議室で意見を交わす。その時間のすべてが観察の素材となる。誰
が党中央の言葉を素早く受け入れるか。誰が自らの地方が抱える課題を党の論理へと翻訳できるか
。あるいは、危険な問いを前にして誰が踏みとどまるか。それらがつぶさに観察される。ゆえに、
このプログラムは教育課程であると同時に、長期にわたる観察プロセスそのものなのだ。

この仕組みが重みを持つのは、それが若手幹部の将来に直結しているからである。プログラムに
参加した時点で、その者はすでに一次選別を通過している。しかし、その内部でさらなる選別が行
われる。修了証書を受け取ることはゴールではない。むしろ始まりに近い。組織はその人物をより
長く記憶にとどめる。同僚たちも、教官たちも同様である。宿舎生活での身のこなしや発表時の発
言は消えない。すべてが数値データとして残るわけではなくとも、組織は人間を記憶し続ける。

中国共産党の人事制度は文書を重視し、評価シートを好む。しかし、文書だけで人間を決めるわ
けではない。信頼関係、人間関係のネットワーク、そして政治的判断が複雑に絡み合って動く。若
手・中堅幹部プログラムは、これら多様な要素が交わる結節点である。表向きは教育研修のように
見えながら、その実態は人員配置に向けた事前審査のプロセスとして機能する。この本質を見誤れ
ば、プログラムの持つ意味をあまりに過小評価することになるだろう。

若手幹部にとって、この過程は自らの能力を示す機会であると同時に、自らの限界を露呈する試
練でもある。発言することは許されるが、どこまで踏み込んで話すべきかの境界線を学ばねばなら
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ない。現場の課題を説明することはできるが、それらを党の公式言説へと昇華させなければならな
い。この訓練を終えて現場に戻った後も、教室での緊張感に満ちた記憶は彼らを追いかけ続ける。

要するに、若手・中堅幹部プログラムは、中国共産党が未来の幹部をいかに見定めているかを示
している。若さだけでは足りず、教育だけでも、実績だけでも不十分なのだ。組織は対象を長期に
わたって観察することを求める。長い時間をかけて見極めて初めて、信頼を置くことができると信
じているからだ。そのため、このプログラムは即効性のある選抜装置ではなく、時間をかけて選り
分ける緩やかな濾過装置として機能する。

この時間的な緩やかさは、中国政治独特の時間感覚と響き合っている。指導部は翌月の報告書だ
けを見ているのではない。数年後に誰が県の書記になり、あるいは省の副書記にふさわしいかを見
据えている。だからこそ、このプログラムの教室には、現在の業務評価と将来の権力配分の双方が
同居している。若手幹部もそのことを自覚している。講義を聴きながら、彼らはすでに次のポスト
がもたらす可能性とリスクの双方を肌で感じ取っている。この緊張感こそが、一般的な研修とこの
プログラムを分かつ境界線である。

結局のところ、このプログラムはいくつかの問いを残したままだ。誰が選ばれるのか。誰が長く
観察されるのか。誰が次の段階へと進むのか。公表された資料がこれらの問いにすべて答えてくれ
るわけではない。それでも、一つの事実は浮かび上がる。中国共産党は若手幹部を急いで登用しよ
うとはしない。まずは閉ざされた教室に彼らを置き、観察する。その時間そのものが、権力による
事前審査なのである。

その事前審査を通過した者は現場へと戻る。しかし、戻った後も組織の視線が消え去ることはな
い。若手・中堅幹部プログラムは、完了した過去の教育ではなく、終わりのない継続的な観察の出
発点なのだ。

その出発点は、その後も長く効力を持ち続ける。

このプログラムを読み解くとき、最後に残るのは昇進の速度ではなく、観察という行為そのもの
である。党が若手幹部に求めているのは、急速な出世ではなく、長期の観察に耐えうる姿勢だ。そ
の姿勢は、試験用紙の上よりも日々の振る舞いにこそ現れる。講義室での発言、宿舎での規律、現
場実習での立ち居振る舞い、そのすべてが記録の一部となっていく。
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第6章 「党校は党の性質に従う」

2023年3月1日、中央党校創立90周年の記念式典において、習近平は同校の使命を改めて表明した
。それは、「党のために人材を育て、党に献策する」という言葉であった。

この言葉は、単なる校訓にとどまらない。カリキュラムの設計、学生管理、研究テーマ、教壇か
ら発せられる言葉に至るまでを律する基準となっているのである。

1. 2023年中央党校創立90周年記念講話の文脈

2023年3月1日、北京において中央党校創立90周年を記念する大会が開催された。

1933年の創立から90周年を迎えたこの節目において、中国の国家主席である習近平（�近平）は
、党校が歩んできた道のりを振り返り、新時代における党校のありべき方向性を指し示した。

この講話は、党校の使命が鄧小平時代の精神的かつ経済中心の教育から脱却し、知識社会やグロ
ーバルな課題に対応しつつ、党の規律とイデオロギー統制へと回帰したことを示している。

講話の中で習主席は、党校の不変の原点である「初心」とは「党のために人材を育て、党に献策
すること（�党育才、�党献策：weidang yucai, weidang
xiance）」であると宣言し、党校の使命を五つの大まかな次元から検証した。

一般的な学校ではなく、党と国家の全体的利益に奉仕する任務を負う「党の学校」
であるという位置づけ

習主席はまず、党校の根本的なアイデンティティを定義する一文を提示した。「党校は一般的な
学校ではなく、党の学校であり、党の重要な職能部門である（党校不是一般的学校，而是党的学校
，是党的重要�能部门）」という定義である。

同校は、党の旗印を自らの旗印とし、党の意志を自らの意志とし、党の使命を自らの使命としな
ければならないと強調した。

この政治的立場を裏付けるため、習主席は、党校が党の中心的課題にどのように貢献してきたか
を示す三つの歴史的事例を挙げた。

延安時代、中央党校は全党整風運動の本部であった。習主席は第7回全国代表大会における毛沢東
の政治報告を引用した。中央委員会、党校、第7回大会が同一の場所にあるという文言は、党校が革
命の勝利に向けた重心であったことを象徴している。

新中国成立後、重心は農村から都市へ、革命から建設へと移行した。党校は高級、中級、初級の
階層を構築し、マルクス主義の基本理論を普及させた。

改革開放の初期において、中央党校は「真理基準問題討論（真理�准����）」の重要な源泉
であり拠点となり、全党の思想解放と実事求是路線の再確立において大きな役割を果たした。

数字が証明する国家エリート養成の揺籃としての「為党育才（�党育才）」
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習主席は、党校の第一の初心として人材育成（為党育才）を強調し、国家復興の重責を担うこと
のできる「執政骨幹部隊（�政骨干�伍）」、すなわち統治の核心的人材を養成するよう指示した
。

歴史的先人たちを具体的に挙げながら、党校の挙げた大きな成果を誇った。

「党校創立直後の初期において、マルクス共産主義学校は1年余りの間に1,000人以上の幹部を養
成した」

「延安時代、中央党校の正規クラスは数万人（上万人）の多様な核心的人材を養成し、第7回全国
代表大会の代表の約65％が中央党校での学習や勤務の経験を持っていた」

「第18回党大会以来、中央党校が開催した主要クラス（主体班）と呼ばれる正規の基幹プログラ
ムは、のべ8万8,000人の幹部を養成・ローテーションし、その中には省・部級（省部�）幹部、す
なわち大臣や省知事クラスの幹部が1万3,000人以上含まれている」

これらの数字は、党校が中央の高官から地方の幹部に至るまで、権力が再生産される政治的登竜
門であることを示している。

「大熔炉（大炉）」としての党性と「本領恐慌（技能への不安）」の克服

習近平総書記は、幹部をいかに育成すべきかについて、率直な言葉を残している。「党校は、指
導幹部が党性（党員としての精神）を鍛えるための『大熔炉（大炉）』である」

習氏は各級の党校に対し、マルクス主義の真理を教えるだけでなく、理想と信念、党の宗旨（目
的）、「四史」（党史、新中国史、改革開放史、社会主義発展史）、さらには革命の伝統や清廉な
政治に関する教育をカリキュラムを通じて深く実施するよう指示した。

共産党員が政治的品格を保てるよう、正しい権力観、正しい政績観、正しい事業観を植え付ける
ことを党校に求めた。また、法秩序に違反した事例を用いた警告教育を行い、党性教育が「骨に刻
まれ（刻骨銘心）」、「生涯忘れられない（記住一輩子）」ものとなるよう促した。

さらに習氏は、現代の幹部が抱える弱点として、自身の能力不足に対する不安を示す「本領恐慌
」を挙げた。「現在、指導幹部の学歴は比較的高く、博士や修士の学位を持つ者も多いが、それで
も『本領恐慌』や能力不足という問題は存在している」

どれほど高い学位を持っていても、党と人民から託された使命を果たすためには、質の高い発展
を推進し、大衆に奉仕し、リスクを防ぎ解消する能力が必要であるというのが同氏の指摘であった
。

そのため党校は、事例研究、シミュレーション、構造化されたセミナーなどの手法を用いて幹部
の経験不足を補うとともに、異なる地域や経歴を持つ幹部同士が互いの長所から学び合えるように
すべきだと述べた。

「為党献策」：シンクタンクとしての使命と受講生リソースの活用
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党校の第二の設立目的である「為党献策（党への献策）」について、習氏は、党校が国家の政策
決定に貢献する中核的なシンクタンクにならなければならないと宣言した。

同氏は党校の研究者や教授陣に対し、「教室という『小課堂（小さな教室）』を出て、社会とい
う『大課堂（大きな教室）』に入りなさい」と語りかけた。

その意図は、常に現場に足を運び、民意に触れ、人々の悩みや期待を理解し、現実的かつ客観的
な一次資料を得ることで、水準の高い研究成果を生み出さなければならないということである。

注目すべき一節で、同校は受講生を「研究資源」として活用するよう求めている。「受講生とい
う独自の資源を十分に活用し、受講生が政策決定の諮問に参加する仕組みを革新すべきである。こ
れにより、日常業務で日常的に政策決定を行っている受講生たちが、政策決定研究のために『金点
子（優れたアイデア）』を出し、『好方子（良処方）』を提案できるようにするのだ」

中央党校に入った1万3000人を超える高級幹部たちは、豊かな行政経験と実務知識を備えている。
習氏の指示は、彼らを単なる教育の対象にとどめず、国家の政策立案のための知的資源としても活
用すべきだということを意味している。

イデオロギー闘争の最前線とマルクス主義の強力な防衛

最後に、習氏は党校が立たされているイデオロギー戦場の性質を隠さなかった。「現在、イデオ
ロギー分野における闘争は依然として鋭く複雑（尖鋭複雑）であり、全党は敢然と闘う精神と巧み
に闘う能力をもって積極的に対応し、主導権をしっかりと自らの手の中に握り続けなければならな
い」

同氏は、国内外が中央党校から発せられる声に強い関心を寄せていることを聴衆に思い起こさせ
た。そして、この重要な前線陣地（前沿陣地）は、「党に忠実で、マルクス主義に忠実な人々」に
よって堅持されなければならないと明確にした。

党校は党の主張を宣伝し、あらゆる「歪んだ理屈や邪説（歪理邪説）」を論破しなければならな
いと強調した。言い換えれば、党の革新的な理論を布教する先鋒となり、マルクス主義の指導的地
位を守る擁護者とならなければならないということである。

学校より先に党がある

この演説は、1980年代の鄧小平による党校運営の路線とは鮮明な対比をなしている。

「黒い猫でも白い猫でも、鼠を捕るのが良い猫だ」という鄧小平の有名な言葉に象徴される「黒
猫白猫論」のように、かつてはイデオロギーのレッテルを剥がし、党校教育を経済成長と近代化だ
けに集中させていた。

しかし、2023年の習近平は、「党校は党の学校である」という政治的アイデンティティを最優先
事項として復活させた。

彼の演説は、中国が直面する国内外のリスクの中で、党がどのような幹部を求めているかを示し
ている。単に実務能力に長けた官僚を求めているのではない。イデオロギー的に再改造され、党性
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（党員としての精神）が骨の髄まで刻み込まれた「忠誠なる戦士」を求めているのである。

習近平は、90年の歴史を持つ党校というこの巨大な溶鉱炉に対し、「為党育才（党のために人材
を育てる）」と「為党献策（党のために策を献じる）」という立脚の初心を堅持し、社会主義現代
化国家を全面的に建設し、中華民族の偉大な復興を牽引するための強力な思想的兵器となるよう厳
かに命じている。

2. 党校姓党、為党育才、為党献策

中国共産党の党校は、9000万人以上の党員と巨大な国家官僚機構を指導する最高峰のエリート養
成機関である。2023年3月1日、中国の習近平国家主席は中央党校創立90周年の記念演説で、新時代
における党校の方向性を提示した。実務教育を重視した鄧小平時代とは異なり、習近平体制下の党
校は、「党校姓党」という厳格な政治規律のもとで、「為党育才」と「為党献策」の双方を追求す
ることが求められている。

「党校姓党（党校は党の姓を名乗る）」とは、「党校は党のものである」という意味である。

「党校姓党」は、中国共産党校の活動における第一かつ根本的な政治原則である。これは、党校
のすべての教育、研究、運営、活動が党の政治路線に従い、党中央と高度な一致を維持しなければ
ならないことを意味する。

創立90周年の演説で、習近平国家主席は「党校は普通の学校ではなく、党の学校であり、党の重
要な職能部門である（党校不是一般的学校，而是党的学校，是党的重要�能部门）」と述べた。党
校は党の旗を自らの旗とし、党の意志を自らの意志とし、党の使命を自らの使命としなければなら
ない。1940年代の延安期、中央党校は党全体の思想を統一する司令部としての役割を果たした。

胡錦濤時代の比較的緩やかだったイデオロギー統制は、2012年の習近平政権発足後、「党校は党
の姓を名乗る」というスローガンのもとで復活した。習近平は党校を、指導幹部が「党性」を鍛え
る「大熔炉（巨大な溶鉱炉）」と定義した。幹部には「二つの確立（两个确立）」の意義を把握し
、「四つの意識（四个意�）」を強化し、「二つの擁護（两个��）」を実践することが求められ
ている。

「為党育才（為党育才）」とは、「党のために人材を育成する」という意味である。

「為党育才」は、党校の第一の核心的使命である。これは、国家の復興という重任を担う党の執
政の核心的人材である「執政骨幹隊伍（執政の基幹部隊）」を選抜し育成する、教育・訓練機能で
ある。

現代の中国の幹部は「能力恐慌」に陥っていると言われる。これは、高い学歴を持っていても、
現実の危機に対応する能力が不足していることを意味する。習近平は党校に対し、幹部を理論だけ
でなく、高品質な発展の推進、人民への奉仕、リスク回避といった実践的なスキルにおいても訓練
するよう指示した。第18回党大会以降、中央党校の主要クラスは、1万3000人以上の省・部（大臣
）級幹部を含む8万8000人を訓練し、ローテーションさせてきた。

4段階のシステムを通じて階級ごとに的確に対象を絞ることも、「為党育才」を支えている。
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中央党校は、省・部級の高級幹部、主要国有企業のトップ、県の党委員会書記など、国家のトッ
プエリートを対象に、少なくとも4ヶ月間行われる中央中青年幹部養成クラス（中青班）を担当して
いる。

省および市の党校は、局級および県処級の幹部を訓練する。

県級の党校は、忠実で清廉な草の根幹部集団を構築するために、郷科級幹部や村委員会幹部を含
む草の根の人材を密着して訓練する。

予算文書によると、党校は「為党育才、為党献策」を堅持し、教育・研究資金に76万600元を投資
しており、幹部の政治的能力と専門的資質を向上させる人材供給基地としての役割を果たしている
。

「為党献策（為党献策）」とは、「党のために策を献じる」という意味である。

「為党献策」は、党校の第二の核心的使命である。これは、党と国家が直面する重要な理論的お
よび実践的課題について政策的な提言を行う、高水準のシンクタンク機能である。

習近平国家主席は創立90周年の演説において、党校の研究者に対し、講義室という「小�堂（小
さな教室）」を出て社会という「大�堂（大きな教室）」に入り、生きた一次史料を収集するよう
指示した。これは、党校に入る幹部級の受講生を単なる生徒として扱うだけでなく、政策研究のた
めの重要な資源としても活用すべきであることを意味している。

中央党校は、世界最大級の政党シンクタンクの一つと評されることが多い。2015年末には国家ハ
イエンドシンクタンクの試験的運用単位に指定され、党や政府の幹部ネットワークを基盤とした内
部向けの政策提言ルートを有している。しかし、党や政府の直属機関であるという位置づけが、そ
の研究範囲を狭める要因にもなっている。学術的な著作は多く生産されているものの、意思決定の
ルートに届く専門的な報告書が不足しているという指摘もある。

地方の党校においても、「為党献策（党のために策を献ずる）」を中核的な業績指標に据えて予
算が執行されている。

小規模な県レベルの党校であっても、2026年度予算には「理論研究経費（理�研究��）」とし
て5万元が別途計上された。その予算説明書には、配分の目的が明確に記されていた。「党校工作条
例を履行し、党建設の年間目標評価を達成し、『為党育才、為党献策（党のために人材を育て、党
のために策を献ずる）』の職責を果たし、プロジェクト研究と成果の社会還元を支援するためであ
る」と。

新キャンパスの完成を記念する文芸寄稿文の中では、初心堂、学思堂、求実堂、知行堂、育才堂
が「党のために人材を育成する神聖な殿堂であり、党のために戦略を提案する北極星である」と表
現された。この二つの使命は、建物の名前そのものに刻まれているのである。

システムが残した軌跡
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中国共産党の党校制度は、西側の民主的な教育機関や公務員研修所とは異なる。「党校姓党（党
校の姓は党である＝党校は党に属する）」という規律の下でイデオロギーの逸脱を防ぎ、「為党育
才（党のために人材を育てる）」を通じて党に忠実な行政エリートを育成する。そして「為党献策
（党のために策を献ずる）」を通じて、エリート集団の知的資源を政策的な提言へと昇華させてい
る。

3. 学風管理と党性鍛錬の厳格化

中国共産党の統治システムにおいて、党校は単なる公務員の職業訓練所ではない。それは党のイ
デオロギーを植え付け、幹部としての政治的品格と忠誠心を鍛え上げるためのイデオロギー的な「
大熔炉（大きな溶鉱炉）」なのである。

この大きな溶鉱炉が機能するためには、党校は一般の教育機関よりもはるかに厳しい政治的、学
術的、行政的基準を適用しなければならない。これらの基準は、「従厳治校（厳格な学校運営）」
や「党性鍛錬」と呼ばれる制度として具体化されている。

学風（学問の気風）管理の歴史的起源は毛沢東の延安整風運動にある

党校で強調される「学風」の源流は、毛沢東（毛��）の時代にまで遡る。延安期の学風に関す
る資料によれば、毛沢東は1942年2月の中央党校開学式における演説の中で、学風の問題を解決すべ
き第一の主要課題として宣言した。

毛沢東は、学風を単なる学校の勉強の雰囲気とは捉えていなかった。彼はそれを、すべての幹部
や党員の「思考方法（思想方法）」であり、マルクス・レーニン主義に対する姿勢そのものである
と考えていた。

彼は、理論と現実を切り離す主観主義（主�主�）や教条主義を激しく批判し、これらを「不純
な党性の表れ」であり「労働者階級と人民の敵」と定義した。

これは、マルクス主義の理論を中国の現実の条件に適用する「実事求是（事実に基づいて真理を
求める）」の姿勢が、この時に正当な学風として確立されたことを意味する。そして、この学風が
健全でなければ、党性は不完全であるとみなされるようになった。

党校工作条例に定められた三つの主要な管理領域は、学校運営、教育活動、そして受講生管理に
分かれている。

この歴史的な伝統は、現在、習近平主席の指導の下で発行された、強力な法的拘束力を持つ管理
システムである「中国共産党党校（行政学院）工作条例（中国共�党党校（行政学院）工作条例）
」に書き込まれている。

同条例の第9章では、学風管理の核心を、「厳以治校（厳格な学校運営）」、「厳以治教（厳格な
教授管理）」、「厳以治学（厳格な学習管理）」の3要素に定義している。

厳以治校（厳格な学校運営）とは、学校運営そのものを厳格に管理することを意味する。党校は
、徹底的なイデオロギー検証のための空間である。条例第59条は、党中央の「八項規定」を貫徹し
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、イデオロギー活動の責任制を実施しなければならないと定めている。

中央党校創立90周年の演説において、習近平主席は、党校が汚職や好ましくない気風を洗い流す
「浄化器（�化器）」としての役割を果たさなければならないと強調し、いかなる特権も許されな
いことを明確にした。

「厳以治教（厳格な教育管理）」とは、指導員と教育に対する統制を意味する。党校の教壇に立
つ教師への管理は強力だ。条例第55条は、教師がマルクス主義に忠実であり、党の規律を厳格に遵
守し、思想、政治、行動において党中央委員会と高度な一致を維持しなければならないと定めてい
る。

教師は、授業中に党の路線から外れた誤った見解を広めてはならず、専任教師の割合は40パーセ
ント以上に厳格に維持されなければならない。

優れた講義に関する党校の文献では、指導員は浮世離れした「学生腔（学生っぽい口調）」、理
論を機械的に暗唱するだけの「学院派（アカデミックすぎるスタイル）」、宣伝用の文章をただ読
み上げる「宣講型（プロパガンダ型）」を避けなければならないと説明されている。

「厳以治学（厳格な学習管理）」とは、学生管理と退学規定を指す。幹部候補生である学生に対
する統制は、苛烈といえるほど厳しい。条例第47条は、学生管理の全プロセスを通じて党性教育を
貫かなければならないと定め、第49条は、相互の監督と管理のために各クラスに臨時党支部を設立
することを要求している。

条例第52条に定められた「欠席管理」の規定は際立っている。特別な事情で休暇を申請した場合
であっても、累積欠席時間が総授業時間の7分の1を超えた場合、その学生は「退学」処分となる。

学生が規律に違反した場合、組織人事部門に通報され、「約談提醒（警告面談）」、通報批判、
退学、さらには党籍剥奪や行政処分に直面することになる。

「党性」訓練の数値化とシステム化

党校における学術的な統制は、抽象的なスローガンにとどまらない。それは徹底した「数値化」
を通じて実行されている。条例第26条に基づき、地級市以上のレベルの党校における全カリキュラ
ムにおいて、「党の理論教育と党性教育」が総授業時間の少なくとも70パーセントを占めなければ
ならない。

その総時間のうち、「党性教育」という単一のコースカテゴリだけで、少なくとも20パーセント
を占めることが義務付けられている。

1か月以上の訓練クラスに参加する幹部は、自身の思想を解剖する「党性分析」という必須の段階
を経なければならない。

貴州省委員会党校の事例は、党性教育が「基本理論＋現場教育＋党性分析＋党性鍛錬」という4段
階のクローズドループに再編成されたことを示している。
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彼らは学生に対して「党性六問（党性に関する6つの問い）」を投げかけ、自身の世界観、政治的
立場、理想と信念、仕事への姿勢、誠実さ、道徳的行為を絶えず自己点検させている。

党性を培うための1か月の高級研修クラスの場合、第3段階において、学生は組織生活会を開催し
、「政治生日（政治的誕生日）」を祝い、自ら党性分析資料を執筆することが求められ、思想的な
洗礼を強制される。

歴史的先例を通じた学術的な裏付けも導入されている。例えば、遵義会議と苟�会議の事例を比
較することで、指導員は民主集中制の本質を教える。「多数決の原則が常に正しいとは限らないが
、少数派は多数派の行動に従わなければならない」という原則である。

地方党校の予算と運営文書から確認される「学術的統制」の現実

各レベルの地方党校の2026年予算案と業績目標シートは、この学術的統制と党性訓練が現場でど
のように実行されているかを示している。

深圳市委員会党校の同等レベルの文書では、学生の党性涵養を訓練するため、中青年幹部クラス
の「三同（三つの共同）」訓練の実践成果をより強固なものにすることが明記されている。

「三同」とは、共産党特有の訓練方法である。これは、幹部が農村などの草の根の現場に赴き、
大衆と衣食住を共にし、共に働くという思想改造活動を指す。党校は、完全な閉鎖管理、事前教育
、協調管理、そして「約談提醒（警告面談）」を通じて、学生が軌道から逸脱するのを防いでいる
。

重慶市委員会党校の春学期第2期主力クラスの開校式において、劉暁武副校長は学生に対し、「空
のコップのマインドセット」を維持するよう語った。

彼は学生に対し、閉鎖管理と教育手配に絶対に従い、「緊縮財政（生活の引き締め）」として知
られる財政緊縮要求を実行し、「労逸結合（労働と休息の組み合わせ）」を通じて高得点の訓練成
果報告書を提出するよう指示した。

河南省林州市の紅旗渠幹部学院では、受講生の全プロセス管理に向けて、いわゆる「3721禁酒令
」を厳格に執行している。

研修の全過程をコントロールするため、同学院は「三級四崗」管理体制を構築し、幹部を緻密な
グリッド管理下に置くことで規律意識を注入している。

学風管理の最終目的は、正しい政績観を樹立し、自身の能力不足に対する不安である「本領恐慌
（本領恐慌）」を克服することにある。

中国共産党が厳格な学風管理と党性鍛錬にこだわるのは、これらこそが官僚の「本領恐慌」を克
服し、正しい政績観を樹立するための処方箋であると信じているからだ。

党校の関連文書は、正しい政績観の樹立と実践において、党性が決定的な役割を果たすと説明し
ている。
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強固な党性を持たない幹部は、私的な昇進や個人の利益のために資源を浪費し、いわゆる「イメ
ージ・プロジェクト（形象工程）」や「政績プロジェクト（政績工程）」を乱発することになる。

「三拍手幹部（三拍幹部）」に関する文書では、形式主義と官僚主義に陥った幹部を、盲目的に
胸を叩いて保証し（拍胸脯）、頭を叩いて主観的な決定を下し（拍脳袋）、問題が発生すると立ち
去る（拍屁股走人）人々であると批判している。

党校の徹底した事実に基づく学風と党性鍛錬は、これら「三拍手幹部」の権力乱用と無責任さを
根絶するための思想的な安全弁なのである。

習近平国家主席は90周年講話において、多くの指導幹部が博士や修士といった高い学歴を持ちな
がらも、依然として「本領恐慌」に陥っていると鋭く指摘した。現代の幹部に求められているのは
、単なる学位や西側の公共管理の知識ではなく、複雑な国際環境の変化や国内の矛盾の中で危機を
防ぎ、大衆を組織するためのマルクス主義的な実践能力である。

中国共産党の党校で実施される「厳格な学風管理と党性鍛錬」とは、単に学習の雰囲気作りを意
味するものではない。それは指導員の言葉遣いから受講生の外出や飲酒に至るすべてを監視する閉
鎖的な管理ネットワークであり、70％以上の理論科目の配分と党性分析を法律で義務付ける高度な
思想改造システムなのである。

これを通じて党校は、腐敗と形式主義を濾過する浄化装置として機能する。党中央への高い忠誠
心を示し、実事求是の姿勢で献身する執政の中核のみを国家権力の中枢へと送り出すために設計さ
れた装置なのだ。

「党校姓党（党校は党に属する）」という言葉は硬直したスローガンのように聞こえるが、実践
においては学校の運営原則そのものである。教科書、指導員、研究課題、日常生活のルールにいた
るすべてが、この言葉の下に置かれている。一般の大学は知の自由を広げようとするが、党校は党
の許容する方向の中に知を組織する。その違いこそが、党校を党校たらしめている。中国共産党は
これらの学校を通じて、幹部に対して能力よりもまず忠誠を求めているのだ。

「党校姓党」は抽象的なスローガンにとどまらない。朝の出欠確認に、教科書の選定に、討論の
テーマに、そして受講生の休暇規則にまで現れる。この学校は知識を授けると同時に、その姿勢を
測定する空間である。幹部は自分が何を知っているかを示さなければならない。と同時に、どこま
でを語らないかも示さなければならない。この「沈黙の限界線」を学ぶこともまた、党校教育の一
部をなしている。

習近平時代の党校が恐ろしいのは、ただ厳しい言葉が並ぶからではない。生活規律と学習規律が
同一のベクトルで機能しているからだ。飲酒の禁止ルールもまた政治教育となり、不在時間の管理
も忠誠の指標となる。報告書の執筆は訓練であり、討論で使われる言葉もまた訓練である。講義を
受ける間、幹部たちは自らの身体と時間を党の秩序に同調させていく。それゆえ、党性教育は教室
の中だけで完結することはない。

このような教育を受けた幹部たちは、行政の現場へと戻っていく。予算を執行し、民情に対応し
、企業を管理し、災害現場へと赴く。その瞬間、党校で身につけた言語が彼らとともに動き出す。
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彼らは問題を単なる技術的な課題としてではなく、政治的な問題としても捉える。結果を単なる数
値としてではなく、忠誠の証左としても捉える。この眼差しが、中国の官僚機構を一つの方向へと
束ねている。

当然ながら、この手法には影も存在する。問いは減少し、異論が表明される速度は鈍る。現場の
複雑な状況は、上申される過程で党の文章へと翻訳されていく。文章が決定的となり、現実はそれ
ほど決定的ではなくなる。この乖離が広がるにつれ、党校教育は力であると同時に足かせとなって
いく。

党性教育は、言論よりも生活の奥深くへと入り込む。受講生は定められた時間に行動し、定めら
れた方法で報告し、定められた席で討論する。この反復が習慣を生み、習慣が姿勢を形作る。その
姿勢こそが、まさに党校が目指すものである。重要なのは、幹部が現場に戻ったときに最初に思い
起こす基準が何であるかという点だ。

だからこそ、党校の規律は一見小さな事柄さえも逃さない。不在時間を見張り、酒席に目を光ら
せ、宿舎生活を管理し、発表原稿を点検する。どれか一つの要素だけで人物を判断することはない
。多くの細かな痕跡を積み重ね、その人物が党の秩序に適合しているかを確認する。この手法は遅
く、息苦しい。しかし中国共産党は、その息苦しさこそが統治の安全弁であると考えている。

本章が我々に問いかけているのは、党校がどれほどの知識を教えているかではない。どの知識を
生き残らせ、どの問いを脇に追いやっているかである。党校は幹部に能力を要求する。だが能力の
前に、方向性を要求する。誤った方向を向いた能力は危険であるとみなす。この判断こそが、「党
校姓党」の真意である。

結局のところ、「党校姓党」は人間の序列を決定づける。党が先であり、学校は後である。忠誠
が先であり、知識は後である。この順序を理解して初めて、習近平時代の党校の真姿が見えてくる
。

だからこそ、党校の門は学校の門であると同時に、組織の門でもあるのだ。その内部で幹部たち
は学び、同時にふるいにかけられている。

それこそが、この学校が持つ冷徹な権力の本質にほかならない。

したがって、党校への忠誠は単なるスローガンではなく、組織の力学そのものである。幹部が学
ぶ知識は広がりを見せるかもしれないが、その知識が向かうべき方向はあらかじめ定められている
。その方向に沿わない能力は、党校の内部において能力として認められることは極めて困難なので
ある。
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第7章 イデオロギーを生み出すシンクタンク

党校を単なる教育機関とみなすのは実態に即していない。党校は報告書を執筆し、政策の言説を
磨き上げ、指導部が活用できる理念やコンセプトを産み出す場である。

重要なのは、教室と研究室が一体となっている点である。幹部たちが耳にする言葉と、政策文書
に盛り込まれる言葉は、同じ回路の中で作られている。

1. 党校における政策研究と意思決定への諮問言路

中国共産党の国家統治システムにおいて、党校は幹部にマルクス主義を教えるだけの学校、すな
わち「党のために人材を育てる」（�党育才、weidang yucai）場所にとどまらない。党校は哲学や
社会科学の研究を行う党・国家の機関であり、権力の最高中枢における意思決定を支えるシンクタ
ンクでもある。習近平（�近平）の時代に入ると、この機能は「党のために策を献ずる」（�党献
策、weidang xiance）へと高められ、予算や研究人員の配置もその方向へシフトしている。

政策研究と諮問を支える制度的根拠

党校の研究・諮問機能は、中国共産党の公式規則である『中国共産党党校（行政学院）工作条例
』（以下、『条例』）の第6章に強固な制度的根拠を持っている。

『条例』の第34条から第39条は、党校シンクタンクの果たすべき使命を明確に規定している。

『条例』第34条は、中央党校および承認された地方党校に対し、「習近平の新時代における中国
の特色ある社会主義思想研究センター」または研究拠点を設立することを求めている。これらの機
関は、21世紀のマルクス主義を研究し解説する責務を負う。

『条例』第35条は、党校における意思決定の諮問が、党と国家の中心的な課題、党委員会や政府
による主要な意思決定、そして社会における緊急かつ困難な問題と合致していなければならないと
定めている。この規定は、教育、研究、そして意思決定の諮問が互いに連携して機能しなければな
らないことを意味する。

『条例』第36条は、政策研究において政治的立場と科学的探究の両立を求めている。これは、学
術研究や政策の選択肢の提示が、党の基本路線と政治規律の範囲内でのみ許容されることを意味す
る。

『条例』第37条は、組織的な研究の強化と、教職員や研修生が意思決定の諮問に参画することを
促す評価・報酬制度の構築を求めている。研究成果を実際の政策へと転換することも、この条文が
定める課題の一つである。

政策研究の核心課題と「二つの大局（两个大局）」

党校における政策研究は、象牙の塔の中の空論ではない。中国が現実世界で直面している、差し
迫った広大な政治的・経済的課題に直面している。
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党校の内部資料によれば、各級の党校は、習近平思想の世界観と方法論、国内外の情勢、中国式
現代化、新たな発展構造、全過程人民民主、共同富裕、科学技術の自立自強、国家安全保障、そし
て人類運命共同体といったテーマを研究すべきであるとされている。党校と行政学院の統合を経て
研究領域はさらに広がり、北京のようなメガシティのガバナンスやビジネス環境の改善といった実
務的な課題も研究対象となっている。

方法論の変化は、狭い教室から飛び出して現場へと向かうことを意味する。

党校の政策研究が政府の施策として採用されるためには、研究者自身が現場を見なければならな
い。習近平総書記と党中央は研究者に対し、教室にとどまることなく、行政の現場や草の根の社会
へと降りていくよう求めてきた。

「上は天線（アンテナ）に接し、下は地線（アース）を敷く」（上接天�、下�地�、shang jie
tianxian, xia pu dixian）という言葉は、この方向性を端的に表している。これは、上にある党中央
の戦略的ニーズを読み解きながら、下にある草の根の実態を把握することを意味する。課題の現場
にまで深く入り込んで初めて、研究は政策提言としての役割を果たすことができる。

「小教室」（小�堂、xiao ketang）から「大教室」（大�堂、da ketang）へという指示は、研
究者が社会へ直接入っていくことを求めている。すなわち、草の根の不安や期待、そして経済社会
の実際の動きを自らの目で確かめ、生きた報告書を書くということである。

研修生を政策研究の資源として活用することは、党校シンクタンクの独特な仕組みである。党校
に入校する高級研修生たちは、地方政府や中央官庁ですでに政策を実行してきた実務家である。習
近平は、彼らが意思決定研究のために「妙案」（金点子、jin dianzi）や「良処方」（hao
fangzi、好方子）を出せるような仕組みを作るよう指示した。

2026年の地方党校予算を見ても、政策研究と諮問が具体的な予算項目として計上されていること
が示されている。

「党への献策」や「意思決定への助言」は、単なるスローガンにとどまらない。各レベルの地方
党校の2026年度部門予算を見ると、論文数、プロジェクト完了数、学術誌への掲載数といった目標
の達成に向けて、特別資金が裏付けられていることがわかる。

広東省の深圳市委員会レベルの党校は、「理論研究」の項目で526万7,800元を配分した。この資
金は、国家、省、市レベルの社会科学研究を実施し、独自の研究チームを組織することを目的とし
ている。予算の業績目標には、同校が「市委員会および市政府による重大な意思決定のための重要
な参謀顧問、ならびに全国の党校システムにおける特色ある新型シンクタンク」となることを目指
すという一文が含まれている。「第7回香蜜湖フォーラム」（香蜜湖）、『特区実践与理論』（特区
�践与理�）、および「香蜜湖シンクタンク・シリーズ」もこの予算内で運営されている。

黒竜江省委員会党校は、「科学研究プロジェクト資金」として851万元を取り置いた。この資金は
、理論宣伝、学術研究、意思決定への助言という3つの方向性で執行される。予算目標管理表には、
少なくとも45のプロジェクトを完了することや、意思決定助言成果の社会的影響力について「優秀
」評価を獲得することなどの業績指標が盛り込まれている。
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四川省委員会党校は、「科学研究および意思決定助言プロジェクト」に773万4,700元を配分した
。その目標は、少なくとも50の優秀な調査・研究プロジェクト、コアジャーナルでの少なくとも30
本の論文発表、および90%以上のプロジェクト適時完了率である。これとは別に配分された2,151万
500元の革新プロジェクト資金は、国家プロジェクト申請の承認、コアジャーナルでの論文発表、政
策諮問報告の承認などの指標と結びついている。

陝西省委員会党校は、「部門専門業務資金（学術研究）」の下で730万元の予算を運用している。
その目標には、年間100件以上の研究プロジェクトの立ち上げ、150本以上の理論論文の発表、最大
17冊の学術書の出版が含まれている。省委員会の中心業務に対する政策諮問サービスの提供が高い
ウェイトを占めている。

県・区レベルの草の根の党校も例外ではない。広東省東源県党校は、総予算674万元の中から「理
論研究資金」として新たに5万元を配分した。珠海市党校は『意思決定参考』（Decision-Making Re
ference）などの刊行物の編集に15万元を使用しており、湖北省武漢市武昌区党校は2本の論文と3本
の区情調査報告を業績指標として設定した。

中央党校シンクタンクの構造的限界と偏り

党がこれほど膨大な資金と人員を動員して、政党に付随するものとしては世界最大のシンクタン
ク・ネットワークを構築したものの、このシステムは誕生した瞬間から構造的な限界を抱えている
。

ある分析研究によると、中央党校は2015年末に国の25の国家ハイエンドシンクタンク試行単位の
一つに指定され、受講生ネットワークを通じて内部参考資料を作成するルートを有している。しか
し、党校は党および政府の直属機関であるため、一般のシンクタンクが持つような相対的な独立性
に欠けている。また、研究者が上からの指示やイデオロギーの枠組みに囚われやすく、専門的な意
思決定助言報告の量と質の両面において、他の国家研究機関よりも劣っているとの指摘もある。

問いを立てる者

党校の政策研究や意思決定への助言は、大学付属の研究所による学術的探究とは異なる。『党校
工作条例』が定める枠組みの中で、党校はむしろイデオロギーを創出し、政策言語を洗練させ、指
導部が活用できる報告書を作成する装置のように機能している。

中央から県レベルに至るまで、党校は業績を論文数、プロジェクト数、政策採用数などの指標に
分解し、それらに基づいて実績を報告している。高級幹部である受講生の経験を研究資源として活
用する手法は独特だが、相対的独立性の弱さという限界は依然としてそのままである。

2. 幹部教育学と習近平思想の学術的言語

中国共産党は、党のイデオロギーを官僚組織に浸透させ、国家ガバナンス体系を強化するために
、幹部教育を「幹部教育学」（ganbu
jiaoyuxue、干部教育学）という正式な学術分野へと引き上げている。
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同時に、党の最高指導思想である「新時代の中国の特色ある社会主義に関する習近平思想」を学
術的かつ論理的な形で確立することを目指し、「体系化」（tixihua、体系化）および「学理化」（x
uelihua、学理化）の作業に国家的な学術資源を投入している。

幹部教育学と習近平思想の学術的言語は表裏一体である。一方は人々を訓練するシステムであり
、他方はそれらの人々が学ぶべき言語を創造する作業である。

新たな学際的分野としての「幹部教育学」の登場と学科体系の構築

幹部教育を独立した学問分野として確立しようとする試みは、1980年代に始まった。1984年12月
、中国共産党中央組織部と中央宣伝部は、幹部の特徴に適した教育方法や体系を構築するよう指示
した。1988年には、柏林や許崇正（�崇正）らが主導した『幹部教育学概論』（Ganbu Jiaoyuxue
Gailun、干部教育学概�）が出出版された。

2004年、華東師範大学（���范大学）と中国浦東幹部学院（中国浦�干部学院）は、共同で初
の指導力教育学専攻を開設し、博士課程の学生を募集するという先例を作った。

学問体系の本格的な構築は、2018〜2022年全国幹部教育訓練計画において「幹部教育学の『二級
学科』（erji
xueke、二�学科）としての設立を推進する」ことが明確に求められた2018年から加速した。

具体的な事例と成果は以下の通りである。

河南大学（河南大学）の先駆的な試みは2019年に始まった。同年に全国初となる幹部教育学の本
科生（学部生）20名を募集し、累計の募集人数は136名に達した。2020年には、マルクス主義理論
の一級学科のもとに、二級学科として幹部教育学を設置し、4名の修士課程の学生を募集した。

2023年6月、これら第1期の本科生20名と修士課程の学生4名が卒業し、本科4年、修士3年という1
つの完全な育成サイクルが完了した。

2022年には全国的な拡大が続いた。江西師範大学（江西�范大学）が幹部教育学の革新的な実験
本科クラスを創設し、二級学科の修士課程を設置した。同年、中央組織部と教育部が中国人民大学
（中国人民大学）、浙江大学（浙江大学）、四川大学（四川大学）を、二級学科としての幹部教育
学の設置を認可する第1期パイロット校に指定した。

この過程を通じて、幹部教育学は、幹部教育の基礎理論と原理、党性教育と能力構築、研修管理
と実践、教育方法と技術、成果の評価と転換、比較研究という6つの研究方向を統合した。

同時に、学術プラットフォームも急速に多様化した。2024年2月、中央党校が『幹部教育研究』（
干部教育研究）という専門学術誌を創刊し、『湖南行政学院学報』は『湖南幹部教育培訓研究』（
湖南干部教育培�研究）へと改称された。

幹部教育学の限界と「12234」人材育成モデルの革新

こうした目覚ましい進展にもかかわらず、幹部教育学はいまだ重大な限界に直面している。国の
「2022年学位授与・人材育成学科目録」に正式に入っていないため、統一された二級学科コード、
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すなわち独立コード（独立代�）を持っていない。

各大学がマルクス主義や公共管理学のプログラムのもとに独自のコードを付与したため、コード
の判別が難しく、学位授与、業績評価、人材流動、就職において問題が生じた。また、人材育成も
既存の学科に似通うものになってしまった。

この問題を打破するため、河南大学は幹部教育学の統合的な性質を活かした「12234」人材育成モ
デルを構築し、実践に移した。

「12234」モデルにおける「1つの中心」とは、強固な理論的基盤と強い党性を持った幹部教育人
材の育成である。

「2つのメカニズム」とは、大学が党校などの機関と提携して専門の指導者を招く「ペアリング支
援指導」（��帮�）メカニズムと、大学、政府、学校が共同でカリキュラムと指導チームを構築
する「院・政・校」協力メカニズムである。

「2つの体系」とは、教養教育、学科教育、教師教育、起業教育を統合したカリキュラム体系と、
能力および素質の育成体系である。

「3つの育成方法」とは、学生個人の個性に合わせた「点滴灌漑式育成」（滴灌培养、的を絞った
精密な育成）、現場での実践を重視する「第一線育成」（一�培养）、需要に合わせる「オーダー
メイド式育成」（��培养）である。

「4つの育成経路」とは、思想の精錬（思想淬�）、政治的試練（政治��）、実践的鍛錬（�践
��）、専門的訓練（����）である。

学生は焦裕禄幹部学院（焦裕禄干部学院）などの実習基地に派遣され、実際の現場で能力を伸ば
すことが求められる。

習近平思想の「体系化」と「学理化」の言説体系（メソドロジー）

幹部教育学がシステムを構築するハードウェアであるとするなら、それを満たすソフトウェアは
「習近平思想の体系化と学理化」の作業である。中国のこの分野の研究者らは、習近平総書記から
党の革新理論の体系化と学理化の研究・解釈・説明を深めるよう指示されたと説明している。

体系化と学理化の本質は、「価値（价�）」と「論理（��）」の統一にある。

価値とは、ある理論が何を主張し追求するのか、そして何が正誤を判断する根本的な基準（その
立場）となるかを示している。

論理とは、その価値を証明し実現するために従うべき経路であり、弁証法的な原則である。

論理を伴わない価値はドグマティズム（独断論）や観念論的な空想にすぎず、価値を伴わない論
理は無意味な純粋推論へと陥ってしまう。

「体系化」とは、核心的概念、主要な範疇、基本命題を確立し、価値的な立場と核心的見解を論
理的体系へと結びつけることを意味する。「理論化」とは、学術的な枠組みに基づいて、その理論
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体系がなぜそのような形態をとるのかを説明することを意味する。

これを達成するために、学者たちは、マルクス主義の基本原理を中国の具体的な現実および優れ
た中国の伝統文化と結合させる「二つの結合（两个�合）」、ならびに「六つの堅持（六个必��
持）」として知られる科学的方法に従わなければならない。

知識体系構築のための三大「言説」の融合

この分野における中国の研究は、体系化と学術的基礎づけの作業を、3つの言説の間における移行
として説明している。

学術的言説（学���）は、「それは何か」「なぜそうなのか」という問いに答える知的根源で
ある。生産力、上部構造、人間解放といった概念を通じて、党のイデオロギーを学術的基盤の上に
立たせるものである。

それは西洋中心主義のナラティブを打ち破り、「二つの結合」の中で独自の概念を創出しなけれ
ばならない。

政治的言説（政治��）は、「誰のために」「私たちはどこへ向かうのか」という問いに答える
思想的核心である。綱領、文書、指導者の演説という形で現れ、知識体系が国家のより広範な開発
アジェンダから逸脱しないよう方向性を定める。

大衆的言説（大众��）は、学術という閉ざされた空間を離れ、人々の日常生活や日常の些細な
事柄、すなわち「柴米油塩（柴米油�）」に入り込む言語である。深遠な学術的原理を平易な言葉
に変換し、理論を実践的な力へと変える。

中国の関係研究者は、習近平思想の体系化と学術的基礎づけに関する研究を、中国の哲学および
社会科学における独自の知識体系を構築する作業の一環として位置づけている。彼らの論理によれ
ば、この作業はマルクス主義の精神的系譜（魂脉）を継承し、優れた中国の伝統文化をその根幹と
し、中国式現代化の実践を説明するものである。

党校工作条例と2026年地方党校予算に反映された学術的基礎づけの実践

党中央からのこれらの理論的要請は、党校システムの公式規則と巨額の予算執行を通じて、官僚
機構へ強力に注入されている。

同条例第33条は、党校の研究が「新時代の中国の特色ある社会主義に関する習近平思想の体系的
かつ学術的な研究と解説」をより重視しなければならないと規定している。学術的な理論化は、任
意の選択肢ではなく、制度的な任務となる。

習近平国家主席も、中央党校創立90周年を迎えた2023年の演説で直接指示を出し、「二つの結合
」と「六つの堅持」を実行することによって、主要な理論的課題に関する研究を深めるよう求めた
。

この研究機能は、2026年の地方党校予算にも数値として現れている。
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深圳市委員会レベルの党校は、2026年の主要な工作目標の項目7において、「組織的な研究を積極
的に実施」し、「党の革����理論の体系的かつ学術的な研究と解説をより確固たるものにする
」と表明した。

そのために、同党校は「新時代の中国の特色ある社会主義に関する習近平思想研究センター」お
よび「先行示範区研究センター」を運営し、8つの主要プロジェクトに関する研究を実施するための
予算を編成した。

四川省委員会党校は、2026年の重点工作において、学科配置とプラットフォーム構築を洗練させ
つつ、党の革新的理論の体系的かつ学術的な研究と解説を強化すると表明した。

これを達成するため、同党校はイノベーションプロジェクト資金として2,151万500元を投入する
ことを求め、少なくとも12名の優秀な教員を採用すること、国家レベルのプロジェクト承認を獲得
すること、核心的学術誌に論文を掲載することなどの指標を設定している。

中国共産党は「幹部教育学」と呼ばれる新たな学問領域を創設し、官僚の育成訓練を大学の学術
体系の中に組み込もうとしている。同時に、この学問領域が含むべき核心的な内容として、習近平
思想の体系化と学術的理論化を強力に推し進めている。党の革新理論を哲学的な価値や論理と結び
つけ、それを政治的、学術的、そして大衆的な言説へと再構成していくことは、党の長期支配を正
当化するイデオロギー的基盤を構築するプロセスにほかならない。

3. 研究・教学・組織ラインの交差点

中国共産党の党校システムは、イデオロギー教育、研究、そして組織ラインが交差する結節点で
ある。北京市党校の業務報告、優れた教学に関する論考、中青年幹部クラスの研究、そして地方党
校の予算編成方針といった多様な一次資料を突き合わせて読み解くことで、これら三つの軸がいか
に精緻に連動しているかが浮かび上がってくる。

「教研咨一体化」としての研究と教学の融合、そして学理的支柱

党校において、研究と教学は分離された領域ではない。「教研咨一体化」（教学、研究、政策諮
問の一体化）という大方針のもと、これらは密接に連携しながら機能している。

党校の講義は、研究によって裏打ちされたものであることが求められる。教員に対しては、現実
から乖離した「学生腔」（学生のような未熟な語り口）、理論をただ機械的に繰り返す「学院派」
（アカデミズム偏重）、宣伝パンフレットを読み上げるだけの「宣講型」（プロパガンダ調）に陥
ることを避けるよう、厳しい査定がなされる。

優れた講義を構成する不可欠な要素の一つが、「学理支撑」（学術的・理論的な裏付け）である
。

研究を通じて政治的要求や政策決定が哲学的・学術的フレームワークに落とし込まれて初めて、
幹部たちは政策の背後にある合理的な根拠を深く理解できるからである。
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この目的を達するため、党校は「問題導向」（課題解決志向）を掲げ、現実世界の具体的な課題
を研究テーマとして汲み上げ、それを再び教室へと還元するアプローチを採用している。

事例研究（ケーススタディ）教育のガイドラインによれば、教員は現場での詳細な調査研究を行
い、重大な安全事故や社会危機の回避事例といった典型的なケースを発掘しなければならない。

こうして約2万字のテキストにまとめられた研究成果が教室に持ち込まれ、受講生たちはそれを巡
る議論を通じて、具体的な政策教訓を学び取る。

習近平総書記もまた、党校の教研スタッフに対し、講義室という「小教室」に閉じこもるのをや
め、社会という「大教室」へと飛び出して、経済や社会の生きた動きを示す一次資料を直接収集す
るよう強く促している。

研究と組織ラインの結合：受講生リソースの「逆利用」と業績主導の人事評価

党校における研究活動は、純粋な学術探究にとどまらない。それは党の核心的な意思決定を支え
るシンクタンク機能へと直結している。このプロセスの中で、官僚組織の人事査定と、研究者の評
価体系が交差することになる。

特徴的なのは、党校に派遣されてくる幹部たちが、単なる研修生としてではなく、貴重な「研究
資源」として動員される点である。

習近平は、「受講生が意思決定諮問に参加するメカニズムを刷新し、日常業務で政策決定を担っ
ている実務家たちが、政策決定研究のために『金点子』（妙案）や『好方子』（処方箋）を出せる
ようにすべきだ」と強調した。

北京市党校の改革事例は、この結合関係をより具体的に示している。次世代のエリート育成プロ
グラムである「中青班」において、同校は「改革攻堅小組」（改革突撃チーム）を新設し、「党校
＋実務部門」および「受講生＋教員」（学�+教�）が共同で調査研究を行う協働体制を導入した。

「部門出題＋専門家��＋学校審定」（行政部門が課題を提起し、専門家がテーマを選定し、学
校側が承認する）と表現される仕組みを通じて、現場の行政機関が研究の方向性を主導し、研究を
官僚組織の要請、すなわち組織ラインのニーズに直接奉仕させる体制を構築した。

さらに党校は、これらの研究成果を教員の人事・組織ラインに直結させている。北京市党校は、
政策諮問への貢献度を教員の「�称�聘考核」（職位・プロフェッショナルタイトルの評価・任用
・査定）に直接反映させ、物質的な報酬や表彰を通じて強力なインセンティブを付与している。

陝西省委員会党校も2026年の予算執行方針の中で、人事制度を改革し、評価メカニズムを教学・
研究オリエンテッド（教学科研導向）へとシフトさせることを明記した。「多く働いた者が多くを
得て、優れた成果を出した者が優遇される」という原則は、研究実績が昇進や報酬に直結すること
を意味している。

次世代権力の検証と選抜としての、教学と組織路線の結合という厳格な党性検証
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教室は、党がそのイデオロギーを注入する空間であると同時に、組織部が次世代の指導者を評価
し選抜する人事検証の舞台でもある。

中青班（中青年幹部養成クラス）に関する韓国の研究は、この交差点を明快に分析している。

中央党校に開設され、少なくとも4ヶ月間続く「中青年幹部養成クラス」（中青年干部培�班、中
青班）は、将来国家を率いることになる局長級（司局級）および県処級のエリートを養成する。

中央中青班に関する韓国の学術研究は、このプログラムを単なる職務訓練以上のものと見なして
いる。それは、将来の権力継承競争において「ポスト70後」（1970年代生まれ）の幹部たちの昇進
確率を高める、権力へのゲートウェイとして扱われている。

中国共産党中央組織部は、これらの幹部が教室内で示すイデオロギー的忠誠心と学業成績を綿密
に評価し、その査定結果を次世代の高級職への昇進を約束する証明書として利用する。

講義を通じた人事評価は、問題解決能力の査定と結びついている。党校の訓練では、幹部が自身
の所属部門から現実の課題を教室に持ち込み、そこで研究し、訓練終了時に実行可能な解決策を提
示することが求められる。

党校側は、この訓練過程における問題解決の成果を、幹部の選抜・任用、優秀な受講生の選抜、
業績評価へと繋げることで、インセンティブと制約を同時に創出できると説明している。

2026年に開催された優秀講義開発に関する会議において、重慶市委党校副校長の劉小武は、「成
果を出すことこそが最大の価値であり、人材を輩出することこそが最高の政治的業績である」と述
べた。換言すれば、講義と人材輩出は党校指導部の業績としてカウントされているのである。

2026年の予算と条例が証明する三位一体の現実

研究、講義、そして組織路線のこの結合は、抽象的な概念ではない。それは多額の資金と厳格な
法制度によって結ばれた、具体的な構造である。

条例の第35条および第37条は、党校の意思決定諮問が党と政府の重大な意思決定や困難な社会問
題に焦点を当てなければならないと規定している。また、教職員や研修生が意思決定諮問に積極的
に参加することを奨励し、その成果を実際の成果へと転換することを促進するインセンティブ制度
を求めている。

第36条はさらに踏み込み、研究における「政治的立場の確固たる維持（政治立��定性）」を求
め、学術活動が党の政治路線および組織路線に従わなければならないことを明確にしている。

四川省委党校の2026年予算によると、同校はイノベーションプロジェクト資金として2151万500
元を投資する予定である。

このプロジェクトは、「高レベル人材の育成（教学）」、「高レベルの政策提言の提供（研究お
よび諮政報告の提出）」、「高レベル人材の結集（組織および人事）」という3つの目標を同時に達
成することを目指している。
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これを実現するため、12人の優秀な教員の採用、10件以上の重大理論プロジェクトの完了、コア
ジャーナルでの30本の論文発表、諮政（政策提言）報告の承認獲得などの目標を設定している。

山西省委党校も2026年に学術研究および管理のために730万元を配分した。

彼らは論文を執筆するだけに留まらない。年間100件以上の研究プロジェクトの立ち上げや、省委
員会の中心業務に対する政策諮問サービスの提供など、高い配点を持つ業績評価指標を設定してい
る。党校の研究および教学能力は、地方党当局の行政目標と噛み合うように構築されているのだ。

システムが残した軌跡

中国共産党の党校は、単なる教育機関の枠を超えている。研究成果は講義へと移り変わり、教室
での討論や評価は組織部の人事判断へとフィードバックされる。この循環の中で、党校はイデオロ
ギーの生産と幹部の選抜を同時に実行しているのである。

研究、教育、そして組織系統が一つに融け合うとき、党校は政策シンクタンクであり、育成の場
であり、さらには人材の観察室となる。中国共産党がこれほど長く党校を手放さず、維持し続けて
きた理由は、まさにここにある。

党校の研究機能は、一つの問いをめぐって動いている。誰が課題を設定し、誰が許容される解答
の範囲を決めるのか。党校は現場から情報を吸い上げるが、その情報は党の言葉によって再構成さ
れる。そのため、シンクタンクとしての機能には強みと限界の双方が存在する。政策を立案するこ
とはできても、党が認めない問いを深く探求することは極めて難しい。

したがって、党校の研究機能は常に二つのベクトルを持っている。一つは上方へ向かうものだ。
中央の戦略、指導者の演説、そして党の最新文書を学術的言語へと翻訳する。もう一つは下方へ向
かうものだ。地方の予算や現場の事例、研修生の実務経験を政策提言へと変える。この二つの方向
が交わるとき、党校は一般的な研究機関とは一線を画する存在となる。問いが自由に生み出される
ことはない。党が設定した範囲内で問いが選ばれ、答えもまたその枠内で洗練されていくのである
。

この構造が力を生み出す。全国の幹部たちの経験が研究材料として集まり、その研究成果が再び
講義の場へと還流する。しかし、まさにこの構造が限界をもたらす原因でもある。党が発していな
い問いが、研究テーマとして取り上げられることはめったにない。党校というシンクタンクの強み
と弱みは、同じ門の中に背中合わせで存在している。

それゆえ、党校の研究者は二つの机の間を行き来する。一つは学者としての机だ。そこでは文献
を読み込み、概念を先鋭化させる。もう一つは党の机である。指導部が求める答えを生産する場所
だ。二つの机の距離は極めて近い。その近さが迅速な対応を可能にする一方で、自由を奪うことに
もなる。研究者は現実の課題を直視しながらも、問いの境界線をどこに引くかを自らの意志で自由
に決めることはできない。

この緊張関係こそが、党校シンクタンクの本質である。政策決定の現場に極めて近い位置で研究
を行うことができ、その報告書が採用される可能性も非常に高い。しかし、党の基本路線を疑うよ
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うな問いが研究対象になることはほとんどない。強みと限界は、同じ門の内側に立っている。この
本質を見失えば、党校を単なる一般の研究機関と容易に見誤ってしまうだろう。
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第8章 蔡奇と中央党校：権力回路の変容

2026年における蔡奇の中央党校校長兼任は、一見すると一行の人事情報にすぎないように思われ
るかもしれない。しかし、その一行は、組織、総公庁、そして幹部教育が交差する結節点を示して
いる。

中央党校の校長職は、単に講義のスケジュールを管理するだけのポストではない。誰がどのよう
な言葉で教育され、幹部たちがどの方向へと再整合されるのかに直結しているのだ。

1. 陳希から蔡奇への交代

中国共産党の統治システムにおいて、人事任命は政策の方向性を反映する。2026年5月から6月に
かけて、中央党校の校長職は、習近平国家主席の長年の側近である陳希から、政治局常務委員の蔡
奇へと引き継がれた。蔡奇は、習主席の事実上の「幕僚長」を務めてきた人物と広く見なされてい
る。この人事任命は、中央党校が組織、イデオロギー、そして行政統制の流れにおいて、より狭い
権力の回路に入ったことを示すシグナルと読み取ることができる。

中央党校の地位と権限

この権力移転の重みを理解するには、まず中国の政治体制における中央党校の位置づけを見る必
要がある。韓国日報の報道や公開資料によると、北京にある中央党校は閣僚級の公的機関であり、
中国共産党の指導幹部を養成する最高教育機関である。

同機関は、省・部（閣僚）級の高級指導者、局・司（局長）級の中堅幹部、優秀な若手・中堅幹
部、主要国有企業の責任者、中央直属大学の学長、少数民族幹部、香港・マカオの高級公務員、そ
してイデオロギーや宣伝を専門とする幹部を養成している。

中央党校は人文学および社会科学の分野で修士号や博士号を授与し、主要な理論的・政策的課題
に関するセミナーを開催するほか、党中央委員会の政策決定者に研究や助言を提供する重要なシン
クタンクとしての役割も果たしている。

2018年、同校は国務院傘下にあった国家行政学院を吸収合併し、共産党員だけでなく、非党員の
公務員の行政研修も党の管理下に置くこととなった。

2017年から2026年5月までの陳希時代は、「忠実な清華大学の同級生」が人事を掌握した時期で
あった。

2017年から2026年5月まで、この広大な中央党校を率いたのは、習近平国家主席の長年の側近の
一人である陳希であった。陳希は1953年9月生まれで、1975年から1979年まで清華大学で化学工学
を学んだ。同時期に同じ大学に在籍していた習近平とのつながりは、しばしば言及される。

彼は短距離走のチャンピオンであり、1990年から1992年にかけて米国のスタンフォード大学で客
員研究員として過ごした。清華大学で30年間勤務し、2002年から2008年まで同大学の党委員会書記
を務めた。
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教育部副部長や遼寧省党委員会副書記を経て、習近平が党総書記に就任した2012年末、陳希のキ
ャリアは急速に上昇した。

党の核心的人事機関である中央組織部の常務副部長を2013年から2017年まで、その後部長を2017
年から2023年まで歴任し、政治局委員へと上り詰めた。

中央組織部は、中国全土の副部長（副大臣）級以上の数千に及ぶ高級ポストのリストである「ノ
メンクラトゥーラ」を直接管理する権力の心臓部である。

外部のアナリストは、陳希がこのポストを通じて、習近平国家主席に近い人物の昇進を後押しし
、ライバル勢力の台頭を牽制する人事の執行者として機能したと考えている。

陳希は中央組織部部長を務めていた2017年に、中央党校の校長に就任した。

特筆すべき展開は、2022年の第20回党大会の後に訪れた。陳希は年齢制限を理由に政治局委員お
よび中央組織部部長のポストから退いたが、中央党校の校長職は次期中央組織部部長へとは即座に
引き継がれなかった。

このことは、陳希が公式の役職を退いた後も、中央党校を通じて一定の影響力を維持していた可
能性を提起している。

韓国日報の報道によると、陳希は2026年5月15日に行われた中央党校の春学期第2期研修クラスの
開講式にも、校長としての資格で出席していた。

蔡奇の台頭は、最高指導者の身近で長年職務を共にしてきた歳月の結実である。

しかし、2026年型初夏、この職位は習近平国家主席の最側近のひとりである蔡奇に引き継がれた
。蔡奇の異例の昇進は、従来の昇進ルートだけでは説明がつきにくい。だからこそ、習近平政権下
の人事管理の実態を読み解く上で、極めて重要な事例となっている。

1955年12月生まれの蔡奇は、習近平の至近距離でキャリアを重ねてきた人物であり、北京の政界
では「副総書記」という通称で知られている。

福建省や浙江省での勤務を通じて、習近平およびその周辺の人物との間に強固な関係を築いてい
った。

習主席の権力掌握後、蔡奇の昇進ペースは加速する。2014年から2016年にかけて国家安全委員会
弁公室副主任を務め、2016年には北京市長に就任。翌2017年には北京市党委員会書記となり、政治
局入りを果たした。

中央委員を経ずに直接政治局員に抜擢された点は注目に値する。これまでの一般的な出世の階段
とは異なるルートであり、その背景には習近平との深い政治的信頼関係があると考えられている。

現在、蔡奇は中国共産党の公式序列第5位の政治局常務委員であり、党の日常業務の中枢を担う中
央書記処の筆頭書記を務める。同時に、中央弁公庁主任や中央・国家機関工作委員会書記も兼任し
ている。
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彼が率いる中央弁公庁は、最高指導者の日程、文書管理、報告システム、警護儀礼、そして党中
央の日常業務全般を統括する核心機関である。

中央弁公庁は中央警衛局を通じて、現職および退職した党指導部メンバーの警護のみならず、そ
の私生活の監視まで実質的に掌握している。さらに、国家档案局、国家保密局、国家暗号管理局と
いった極めて機微な情報を扱う機関も管轄下においている。

政治局常務委員が中央弁公庁主任を兼任するのは、1978年の汪東興以来の出来事である。この起
用は、すでに最高指導者の側近であった蔡奇に異例の権力が集中しているという評価につながった
。

2026年6月、権力の地殻変動と異例の「集中」

韓国日報が引用した新華社通信の報道によると、蔡奇書記は2026年6月5日、中央党校および国家
行政学院の院長として初めて中央党校の春季学期第2回卒業式に出席し、受講生に卒業証書を授与し
た。

5月15日のイベント時点では、依然として陳希が中央党校院長を務めていた。それからわずか20日
余りで、蔡奇への正式な交代が党内外で確認されたことになる。

この人事の動きには、いくつかの読み解き方がある。

ひとつは、中央党校院長の格付け自体が上がったという見方である。かつて中央組織部長を退任
した政治局員経験者が就いていたポストが、再び政治局常務委員級の現職幹部に戻ったのだ。

もうひとつは、異例とも言える権力の集中である。蔡奇書記はすでに中央書記処、中央弁公庁、
中央・国家機関工作委員会を統括していた。そこに中央党校院長のポストが加わったことで、党の
組織、イデオロギー、行政機能が一人の政治局常務委員の手に集約されたと観察されている。

ラジオ・フランス・インターナショナル（RFI）はこの人事を「蔡書記が党指導部の主要な核心ポ
ストをほぼ手中に収めた」と分析し、英国の『エコノミスト』誌は彼を習主席の「大番頭」ないし
首席補佐官であり、「事実上のナンバーツー」であると形容した。

蔡奇は後継者なのか。統計と制度の枠を超える個人権力集中の力学

中央党校院長は、かつて胡錦濤前国家主席や習近平国家主席自身が、最高指導者に登り詰める直
前に務めた象徴的なポストである。

ならば、この役職を引き継いだ蔡奇を、習近平の後継者とみなすべきなのだろうか。

公の文書や報道は、通常一つの境界線を引いている。「韓国日報」は中国の専門家の分析を引用
し、蔡奇氏は2026年時点で70歳であり、習近平氏の4期目の可能性が取り沙汰されるなかで、後継
者となる可能性は極めて低いと評している。

この人事異動は、習近平国家主席が自らの最側近の一人を通じて、幹部育成、組織運営、思想管
理、そしてトップ指導部への支持を、より緊密な指揮系統に束ねようとする試みと読み解かれてい
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る。

彼らの権力ネットワークは、下部組織でも濃密に交差している。現在、閣僚級の党中央弁公庁常
務副主任を務める孟祥鋒氏は、かつて杭州市で蔡奇氏の下で働き、後に遼寧省で陳希氏の下で副書
記を務めた経歴を持つ。

孟祥鋒氏の事例は、蔡奇氏と陳希氏を取り巻く個人的なネットワークが重なり合っていることを
示している。それでも、これだけをもって中央党校のすべての人事決定が特定の派閥内で行われた
と断定することはできない。

2026年に陳希氏から蔡奇氏へと中央党校校長の座が移ったことは、年齢的な慣例や制度的分立の
原則が、トップの政治的判断の前には形骸化し得ることを示している。この人事の本質は、思想教
育、行政訓練、組織業務が、習氏の最側近の一人のもとに集約されたことにある。

2. 弁公庁主任、党校校長、国家行政学院院長の兼任

2026年6月、中国共産党の権力構造を浮き彫りにする象徴的な人事が明らかになった。中国の公式
序列で第5位であり、政治局常務委員を務め、事実上の習近平国家主席の首席補佐官と評される蔡奇
氏が、中央党校校長と国家行政学院院長を兼任することになったのである。

これは、一人の高官が複数の肩書を持つという以上の意味を持つ。中国共産党の組織、思想、行
政に対する掌握力が、習氏が最も信頼する側近の一人のもとへと、さらに引き寄せられたことを意
味している。

この兼任人事は、組織、思想、行政の訓練が一つの奔流へと束ねられていく様を示している。人
事報道の行間から、権力を行使する具体的な手法が浮かび上がってくる。

三つの巨大権力機関の機能と地位

蔡奇氏が2026年に兼任することになった三つの役職は、いずれも党と国家の核心的な機能が集中
する権力の中枢である。

中央弁公庁主任は、最高権力者の首席補佐官に極めて近い立ち位置にある。「韓国日報」の報道
や関連する分析によると、蔡奇書記は党の核心的な実務を統括する中央書記処の筆頭書記であると
同時に、中央弁公庁主任も務めている。

中央弁公庁は、最高指導者のスケジュール管理、核心文書の収集、報告ルートの制御、プロトコ
ル（典礼）を司る、いわば権力の門番である。

中央警衛局を通じて、現職および引退した党指導部の警護を担当し、その私生活まで監視する権
限を持つ。また、国家档案局、国家保密局、国家暗号管理局といった情報関連機関の監督も担って
いる。

蔡奇氏がこの機関を率いているからこそ、習主席を至近距離で補佐する事実上の首席補佐官と呼
ばれるのである。
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中央党校校長は、思想統制と党エリートの教育に責任を持つ。北京にある中央党校は、部局級（
閣僚級）の公的機関であり、中国共産党を導く幹部候補を育成する最高教育機関である。

この機関は、中国社会を動かすエリートたち、すなわち地方や中央の指導者、核心的な局長級幹
部、優秀な若手・中堅幹部、主要国営企業のトップ、少数民族の幹部、香港やマカオの上級公務員
らを訓練する。

さらに、主要な理論や政策課題に関するセミナーを開催し、党中央の意思決定者に対して研究や
政策提言を行う核心的なシンクタンクでもある。

この機関のトップになるということは、党の思想やイデオロギーを管理し、次世代の権力選考プ
ロセスに重大な影響力を及ぼす立場に立つことを意味する。

国家行政学院の院長職は、非党員幹部の育成や実務行政の訓練もカバーしている。国家行政学院
はもともと、公務員や行政官を養成するために1994年に国務院の下に設立された機関である。

しかし、2018年に行われた習近平主導の抜本的な機構改革において、国家行政学院は中央党校に
速やかに吸収・統合された。

そのため、蔡奇が中央党校校長および国家行政学院院長に就任したことは、共産党員にとどまら
ず、非党員の公務員に対する行政研修までもが彼の指揮下に入ったことを意味している。

清華大学の同級生・陳希から腹心・蔡奇への劇的な権力移譲

2026年の中央党校校長の交代劇は、それ自体が、習近平体制下における権力管理の実態を明確に
示している。

陳希の長期にわたる在任期間は2017年から2026年5月まで及んだ。この巨大な中央党校を率いて
いたのは、習近平国家主席の古くからの忠実な友人である陳希であった。

1953年9月生まれの陳希は、清華大学における習近平の同級生であり、1975年から1979年にかけ
てともに化学工学を学んだ間柄である。

元大学陸上競技チャンピオンの彼は、1990年から米国スタンフォード大学の客員研究員として過
ごし、その後、清華大学党委員会書記、教育部副部長、遼寧省党委員会副書記などを歴任した。

2012年に習近平が政権を握ると、陳希は中国共産党中央組織部の常務副部長、そして部長を歴任
し、政治局委員へと昇格、2017年には中央党校校長に任命された。

特筆すべきは、陳希が2022年の第20回党大会後に年齢制限により政治局委員および中央組織部長
を退任したにもかかわらず、中央党校校長のポストだけは2026年まで維持した点である。

韓国日報によると、陳希は2026年5月15日、中央党校の春季新学期第2期研修クラスの開講式に校
長として出席した。これは彼が引き続き党の人事やイデオロギー路線に対して影響力を保持してい
たことを示している。
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2026年6月における蔡奇の台頭は迅速であった。5月15日の開講式からわずか20日余り後、韓国日
報が引用した新華社通信の報道によると、蔡奇は6月5日、中央党校校長および国家行政学院院長と
して中央党校の卒業式に出席した。

1955年12月生まれの蔡奇は、福建省や浙江省で習主席と長年にわたり関係を築いてきた、第一の
側近である。

彼が北京市長を経て北京党委員会書記に就任した後、2017年に政治局入りした際、中央委員会委
員を事前に経ていない異例のスピード出世であったと分析されている。

中国の専門家らは、この昇格を習近平主席からの強い政治的信頼の表れと読み解いた。

事実上、習近平と長年の絆を持つ陳希がかつて担っていたイデオロギーと幹部選定を監視するポ
ストは、習近平の日程や文書を管理する蔡奇へと引き継がれることになった。

極めて稀な権力集中と海外メディアの関心：「大番頭」の台頭

過去の中国共産党の実務においては、権力の過度な集中を防ぐため、主要なポストは複数の政治
局委員に分散されていた。以前の体制では、中央組織部長が党校校長を兼任する程度にとどまって
いた。しかし今回の人事では、中央書記処、党中央弁公庁、中央党校、国家行政学院がすべて、政
治局常務委員である蔡奇一人の下に置かれるという極めて稀なケースとなった。

海外メディアや中国専門家は、この異例の兼任に対して、大きな注目を寄せる評価を示した。

ラジオ・フランス・アンテルナショナル（RFI）は、蔡奇が中央党校校長を兼任したことで、最高
指導部の核心的ポストの掌握に近づいたと報じた。

英国の雑誌『エコノミスト』は、蔡奇を習近平国家主席の「大番頭」に近い人物と見なしている
。

ロイター通信は中国専門家の分析を引用し、組織、イデオロギー、行政機能が政治局常務委員の
一人に集約されたと報じた。

これらの兼職が意味するものは、後継者の指名というよりも、個人の権力集中を中心とした体制
の拡張に近い。

なぜ習近平国家主席は2026年のこの時期に、自身の首席補佐官たる人物にこのような権限を追加
したのだろうか。かつて胡錦濤前国家主席と習近平主席自身が、最高指導部に昇格する前に中央党
校の校長を務めていたため、蔡奇が次の後継者に選ばれたのではないかという疑問が生じるかもし
れない。

しかし、韓国日報は中国アナリストの広範な見解を引用し、この後継者説を否定している。2026
年の時点で、蔡奇書記はすでに70歳である。

彼はすでに共産党の慣例的な定年を超えており、習近平主席の4期目の可能性が取り沙汰されてい
る現在、70歳の蔡奇を後継者とみなす解釈は説得力を持たない。
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したがって、蔡奇が中央弁公庁主任、中央党校校長、国家行政学院院長を兼任することは、習近
平指導部が組織と教育を単一の指揮命令系統に統合するための動きと読み解くことができる。

中国アナリストらは、習主席の狙いは、党幹部の育成、官僚組織の運営、イデオロギーの生産と
管理、そして最高指導部を補佐する機能を、最側近を通じて一つの指揮系統に近づけることにある
と解釈している。

速度と緩衝

2026年6月の兼任人事は、習近平への個人権力集中のもとで、中国共産党の官僚機構がどのように
再編されているかを示している。陳希が退任した後、蔡奇が中央党校と国家行政学院をも統括する
ことになり、最高指導者の最側近の周囲に組織、イデオロギー、行政訓練が集約された。

3. 組織統制と幹部教育が一人に統合されるとき

中国共産党体制において、人事と組織を統制する権力と、官僚の思想を改造し評価する幹部教育
の権力は、長期支配を支える二大支柱である。かつて中国共産党は、権力の集中を防ぐために、こ
れらの権力を複数の政治局委員に分散させていた。

2026年6月、組織と幹部教育の二つの権力は、政治局常務委員である蔡奇の手に一括して委ねられ
た。アジア・ソサイエティ政策研究所や韓国日報の報道、そして海外メディアの分析は、この人事
を異例の権力集中と捉えている。

組織統制の頂点は最高指導者の影、中央弁公庁と中央書記処である

組織と日常業務の統制という点において、蔡奇はすでに相当な権力を握っている。韓国日報の報
道と関連分析によると、蔡奇書記は党の公式序列で政治局常務委員の第5位であり、中央書記処の筆
頭書記、そして中央弁公庁主任を務めている。

中央弁公庁は、中国共産党の中枢への通路を支配している。最高指導部のスケジュール管理、中
枢文書の収集と編集、報告ルートの管理、プロトコル（儀礼）および関連業務を統括する。

同庁は物理的にも強大な支配力を有している。中央弁公庁の下には中央警衛局があり、現職およ
び引退した党指導者とその家族の警護だけでなく、彼らの私生活の監視も統制している。

国家档案局、国家保密局、国家暗号管理局といった機密情報や安全保障に関わる機関も、中国共
産党中央弁公庁の管轄下にある。

この組織を率いているため、蔡奇は習主席を至近距離で補佐する事実上の首席補佐官と称される
ことが多い。

彼はまた、中央および国家機関工作委員会書記も兼任しており、中央の党・国家機関全体の人員
構成と組織を統制している。これは、党中央委員会と国務院の両方における組織規律の統制を連結
するポストである。
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蔡奇が中央弁公庁主任を務めるのは、政治局常務委員としては1978年の汪東興以来のことである
。習主席は、すでに彼の手に異例のレベルの組織統制権を集中させている。

幹部教育とイデオロギーの独占：中央党校および国家行政学院の掌握

こうした組織管理の権限に加え、2026年6月、蔡奇書記はもう一つの権力の源泉を手に入れた。党
のイデオロギーと幹部教育である。

韓国日報が引用した新華社通信の報道によると、2026年6月5日に行われた中央党校の春季学期第
2回卒業式において、蔡奇書記は中央党校校長および国家行政学院院長の肩書で初めて出席し、修了
生たちに卒業証書を授与した。

中央党校は、省・部級（閣僚級）の高級指導者、核心となる局級幹部、優秀な若手・中堅幹部、
主要国有企業のトップ、中央直属大学の学長など、中国の最エリート層1万3000人以上を対象に、イ
デオロギー教育や政治統治の研修を担う最高教育機関である。2018年には国家行政学院を吸収合併
したことで、非党員の公務員研修も党の直接的な支配下に置かれることになった。

この役職は、習近平国家主席の清華大学時代の同級生であり、前中央組織部長を務めた陳希が、2
017年から長きにわたり務めてきたものであった。

陳希は2022年に年齢制限のため政治局委員などのポストから退いたものの、2026年5月15日の研
修クラス開講式までは校長の資格で出席を続け、党内の人事やイデオロギー路線に強い影響力を行
使していた。

しかし、それからわずか20日余りのうちに、この地位は最高の実力者である蔡奇へと急遽引き継
がれることになった。

蔡奇は、党の宣伝・イデオロギー政策を統括する中央宣伝思想工作領導小組の組長を務めている
ことでも知られている。

その結果、次世代のエリート官僚が何を学び、どのような基準で評価されるのかという領域にま
で、蔡奇の影響力が及ぶことになったのである。

異例の権力集中と「大番頭」の台頭に注がれる海外メディアの視線

組織管理と幹部教育が同一人物のもとに統合されるというこの展開に対し、海外メディアや中国
専門家らは、驚嘆に近い評価を下した。

ロイター通信は中国専門家の分析を引用し、今回の人事によって組織、イデオロギー、行政機能
がひとりの政治局常務委員に集中したとし、このような事例は極めて稀であると報じた。

ラジオ・フランス・アンテルナショナル（RFI）は、「蔡書記は中央党校校長を兼任することで、
中国の最高指導部の核心における主要なポストのほぼすべてを掌握した」と評した。

英国の『エコノミスト』誌は、蔡奇を習近平国家主席の「大番頭」であり、事実上のナンバーツ
ーとして描いた。この評価は、鄧小平以来強調されてきた集団指導体制や党政分離の原則が弱まり
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つつあるという懸念に結びついている。

なぜこれほどの権力がひとりに集まったのか：後継へのシグナルではなく、集中管
理の道具として

かつて中央党校校長のポストは、胡錦濤や習近平自身が最高指導者に登り詰める前に就いていた
役職であったため、蔡奇が後継者として指名されたのではないかと推測することも可能である。

しかし、韓国日報が引用した専門家らの大方の見方や関連資料が示す方向性は、そうした解釈を
明確に否定している。1955年生まれの蔡奇書記は、2026年時点で70歳に達している。

これは中国共産党の暗黙の引退年齢をすでに超えている。習主席の4期目の可能性が議論されてい
るなかで、70歳の蔡奇を後継者と見る解釈は説得力を持たない。

蔡奇の権力基盤は、習近平との長年にわたる政治的信頼関係に深く依存している。習近平との関
係は福建省や浙江省での勤務時代にまで遡り、2017年には中央委員を経ることなく北京外相（市委
書記）に抜擢され、政治局入りを果たした。

蔡奇の権力基盤は、彼自身の独自の派閥によるものというよりも、習近平からの信頼に大きく依
存しているとする解釈が主流を占めている。

習近平は、組織とイデオロギーの流れをより狭いチャネルで管理するため、中央弁公庁と中央党
校の双方を極めて忠実な側近の手に委ねたものとみられる。

個人権力集中体制の完成、そしてその構造的脆弱性

組織と幹部教育に対する統制が一人に収束したという事実は、中国共産党がかつての緊密な統制
システムを復活させつつあることを示している。

最高指導者の指示が中央弁公庁を通じて下達されると、中央党校はそれをイデオロギーの言語で
包み込んで官僚たちに浸透させ、その忠誠心を試す。この試験を突破した者たちが国家の中枢を占
めるようになる。

このような権力の融合は脆弱性をも生み出す。スティーブ・ツァン教授は習近平体制の脆弱性に
関する講義の中で、かつては集団指導体制が重大な誤りを回避するための装置として機能していた
と説明する。権力が一人に集中するにつれ、誤った判断を排除する内部メカニズムが弱まりかねな
いという指摘である。

2026年、蔡奇が中央弁公庁主任、中央党校校長、国家行政学院院長を兼任している事実は、組織
運営と幹部教育が一つの場所に集約されつつある潮流を示している。牽制が弱まるにつれ、党校は
開かれた議論の場というよりも、指導部の言葉を迅速に伝達するための装置へと変質していく。

蔡奇の兼任は、後継に向けた政治劇というよりは、指揮系統の変化を物語っている。中央弁公庁
が最高指導者の日程を握り、中央党校が幹部たちの言語を握り、国家行政学院が実務的な行政研修
を担う。これら三つが同一人物の名刺に並んだとき、権力の伝達スピードは加速する。その代償と
して、誤った判断にブレーキをかける緩衝地帯は減少する。
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蔡奇の兼任を見る上で警戒すべき点もある。この人事を後継問題の視点だけで読み解こうとする
と、視野が狭まる。より明瞭なのは、その運営手法である。指導者の意志を文書と日程に変換する
中央弁公庁、幹部の言語を創り出す中央党校、そして行政官を教育する国家行政学院が、一人の手
中に収まった。その構造下では政策執行が迅速化する一方で、異論が吸い上げられるチャネルは狭
まりかねない。権力の効率性とリスクは、同一の扉から入り込んでいるのだ。

蔡奇の兼任は、個人のキャリアパス以上のものを語りかけている。それはシステムの動的な変化
を示している。中央弁公庁が指導者の日程と文書を管理し、中央書記処が党の実務を調整し、中央
党校が幹部の言語と忠誠を扱う。これら三つの機能が同一人物の周辺に集中するとき、指令の伝達
スピードは上がる。しかし、伝達が速くなるということは、それを引き止める内部の力が減退する
ことを意味する。権力が一方向に流れるほど、逆方向からのシグナルは聞き取りにくくなる。

陳希から蔡奇へと移り変わったその構図が、中央党校の性格について改めて考えさせるのはその
ためである。党校はもはや、引退した長老が静かに率いる教育機関のようには見えない。最高指導
者に極めて近い現職の政治局常務委員が直接手にする要職となったのだ。この変化は、幹部教育が
行政実務の付属物ではなく、権力運営の中核に直結していることを示している。

後継問題は人々の目を引く。しかし、もう一つの問いの方がより長く尾を引く。次の指導者が誰
になるかではなく、現指導者がどのような回路を通じて党を動かしているのか、という問いである
。蔡奇の名刺に中央弁公庁と中央党校が同時に並んだとき、その回路が姿を現す。文書を作成する
場所と、人間を教育する場所が、より密接に結びついた。中国共産党の権力は、その密接さの中で
より速く動いている。

そのスピードは官僚たちにも影響を及ぼす。中央党校で学んだ言葉はすぐに文書の言葉となり、
文書の言葉は再び地方の会議や評価シートへと下りていく。一人の人物がこれら二つの回路を同時
に握るとき、解釈の余地は狭まり得る。幹部たちは何を学習すべきかを素早く察知するようになる
一方で、何を疑問視してよいのかについてより慎重に見極めるようになる。

結局のところ、蔡奇の起用は中央党校を見るレンズを変化させる。それは単に党校のトップが代
わったという出来事ではない。教育、文書、そして組織実務が一つの回路に入り込んだという出来
事なのだ。中国共産党において、人を教えることは人を選抜することと分かちがたく結びついてい
る。それゆえ、歴代中央党校校長のリストは、教育行政の記録であると同時に、権力配置の変遷の
記録でもあるのだ。

この記録は静かではあるが、重い。中央党校校長とは、演壇に立つ人物であると同時に、組織系
統のシグナルでもある。そのシグナルを読み解いて初めて、人事が意味する本質が見えてくる。
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第9章 ムワリム・ジュリアス・ニエレレ指導者学校とグロ
ーバル・サウス

タンザニアに設立されたムワリム・ニエレレ指導者学校は、中国の党校モデルが中国の国境を越
えた事例である。これは学生交流よりも、より公然とした政治教育プロジェクトと言える。

このことはまた、「一帯一路」イニシアティブが単に道路や港湾だけを意味するものではないこ
とを示している。政党間の教育、統治経験の移転、そして政治的言説の輸出が一体となって動いて
いるのである。

1. 一帯一路のもう一つの側面、政党間の政治研修

中国の「一帯一路」イニシアティブは、港湾、鉄道、道路を建設する物理的なインフラプロジェ
クトとして知られている。しかしその背景には、政党間外交と政治研修というもう一つの層が存在
する。それは、中国の党運営における経験を海外の与党と共有するためのチャネルなのである。

政治研修の司令塔となっているのは、対外連絡部である。

中国共産党のグローバルな政党間外交を指揮する核心機関は、中央対外連絡部（中連部）である
。1951年にソ連を含む社会主義国の政党との関係を管理するために始まったが、1980年代の改革開
放以降、その任務を非社会主義圏へと広げた。

習近平体制のもとで、対外連絡部の地位はさらに高まった。政党間の接触は、国家外交とは別に
協力関係を拡大するための重要なチャネルとなった。

対外連絡部の活動規模は数字にも表れている。ある研究によると、中国共産党は161カ国の462の
政党と接触を持ってきたという。

3,658回に及ぶ対面接触のうち、2,610回（約71%）は外国の政党との会合であった。

これらの接触の中心にいたのは与党である。全会合の70%以上が当該国の与党との間で持たれ、
野党との会合はわずか28%にとどまった。野党との接触もまた、将来的に政権交代の可能性を持つ
民主主義国に集中していた。

アフリカなどにおいては極めて選択的なアプローチが取られ、単一の主要与党とのみ関係が構築
された。

ベトナム共産党やラオス人民革命党といったアジアの政党と並び、スーダンの国民会議や南アフ
リカのアフリカ民族会議なども主要な交流対象となった。

最近のデータによると、対外連絡部は現在、160カ国以上の600を超える政党との関係を維持して
いると主張している。2023年3月に開催された「中国共産党と世界政党高レベル対話会」には、150
カ国から500人以上の政党や政治組織の指導者が出席した。

一帯一路イニシアティブの隠された目標：「民心相通」とイデオロギー輸出
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ある研究は、一帯一路イニシアティブの核心的要素の一つが「民心相通（人々のつながり）」で
あると説明している。

一帯一路のアクションプランや習近平国家主席の発言において、このつながりは文化、観光、教
育の交流にとどまらない。政党、議会、シンクタンク間の結びつきや、公共行政および人材育成に
おける協力も含まれている。

宋氏の発言は、この政治研修の真の目的を明確に示している。彼は、中国共産党が「党の執政安
全と中国の特色ある社会主義制度の安全を守ることを最優先事項とし、外国の政党やシンクタンク
と深く連携して、『敵対勢力』による党への抑圧や中傷に力強く対応しなければならない」と強調
した。

さらに、中国共産党の成果の背景にある制度を学びたいという外国政党の要望に応え、中国は党
の理念と国政運営の経験を共有すべきだと付け加えた。

政党間の交流は、中国が自国の政治体制を守り、友好政党と経験を共有するためのチャネルとな
っている。

ジュリアス・ニエレレ指導者学校は、アフリカにおける中国共産党モデルの制度化を象徴する存
在である。

こうしたイデオロギーの輸出や政治研修が、劇的かつ具体的な形をとって現れた場所こそが、ア
フリカのタンザニアに設立された「ムワリム・ジュリアス・ニエレレ指導者学校」であった。

この学校は、一般的な教育機関というよりも党の幹部養成機関に近い。南部アフリカの6つの与党
による共同プロジェクトとして2022年2月に設立され、建設資金は中国共産党が提供した。

この学校に対する中国側の支援は確認されているものの、公開情報による支援額の数値にはばら
つきがあるため、本書では具体的な金額を事実として特定することは避ける。

中国共産党はこの学校に特別な意味を見出している。2022年6月、習近平国家主席は同校の政治研
修ワークショップの参加者から届いた書簡に素早く返信した。ある研修生は、習主席がこれほど迅
速に返答したこと自体が、中国が中国・アフリカ関係をいかに重視しているかを示す証左であると
語った。

開校に向けた祝電の中で、習主席は、この学校が「国情にかなった発展の道を歩む上で互いに支
持し合い」、中国とアフリカの「運命共同体の構築を推進する」ための契機になるだろうと宣言し
た。

党校のカリキュラム：「党建」と長期政権のための統治技術の移転

2022年5月から6月にかけて、1週間にわたるワークショップが開催され、6つの政党から120人の
幹部が集まり研修を受けた。

同校の核心的なカリキュラムは、「党建（党の建設）」、貧困削減、そして国家統治の経験に及
ぶ。
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「党建」とは、党の組織的インフラ、指導理論、そして内部規律を強化することを意味する。習
近平国家主席の表現を借りれば、企業、農村、学校、研究機関、地域社会、社会組織といった、非
党員領域に党の政治的機能を浸透させることもこれに含まれる。

開校式において、宋濤は習主席の提示した「中国が歩むべき5つの道」を紹介し、党の「全面的リ
ーダーシップ」と中国の特色ある社会主義こそが、中華民族の偉大な復興の中核であると説いた。

さらに、一帯一路の「質の高い発展」を含む習主席の国際イニシアチブが、人類の直面する課題
に対して「中国の知恵と解決策」を提供するものであると講じた。

学者やアナリストらは、この研修を長期政権の統治経験を共有する試みと見なしている。ワーク
ショップのセッションでは、党がどのように自己管理を行い、どのように党の指導力を強化するか
に焦点が当てられた。

過去の研修プログラムでは、宣伝体制や検閲手法についても扱われたと報告されている。

この学校を設立したアフリカの6つの政党は、いずれも独立以来長期間にわたって政権を維持して
きた党である。そのため一部の専門家は、中国式の党校研修がこれらの政党の長期政権維持を後押
しするのではないかと懸念している。

模倣から共有へ、方向性の変化

中国共産党の政治研修戦略は、2000年代初頭から2014年以降にかけて変化した。かつては他国の
一党支配モデルから学ぶ姿勢を示していたが、習近平体制が本格化してからは、自らの長期統治経
験を共有するという表現が目立つようになった。

しかし、習近平が権力を掌握した後は、他国から学ぼうとする中国の姿勢への言及は減少し、自
国の長期統治の経験を他国と共有することに関する文言が増加した。

2015年、南アフリカのアフリカ民族会議（ANC）事務局長は「ANCは、中国を65年間統治してき
た中国共産党の統治経験から学びたい」と述べた。さらに2018年、同党は議会選挙への準備として
、広報戦略、党の規律、忠誠心に関する研修を中国で受けるために幹部を派遣する計画を立てた。

エチオピアのエチオピア人民革命民主戦線も、多くの点で中国共産党の組織構造を模倣していた
。

かつてキューバや北朝鮮の政党に対する「幹部研修や党校支援」に限定されていたものは、今や
アジアやアフリカの多くの与党へと全面的に拡大している。

遠隔された教室

複数の情報源から浮かび上がってくるのは、「一帯一路」が単なる港湾や鉄道の建設プロジェク
トにとどまらないという現実である。その背後には、中国が検閲、プロパガンダ、党建（党組織の
構築）、そして強力な党主導の統治経験を国外の与党と共有するための政治的チャネルが存在して
いる。
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中国共産党中央対外連絡部（中連部）による党対党のネットワークや、ムワリム・ニエレレ指導
者学校は、そうしたチャネルの典型例である。中国はこれらを通じて、自国の政治体制を正当化す
る言説を広げ、グローバルサウスの与党との政治的結束を強めている。

2. タンザニアの指導者学校とアフリカの6つの与党

中国の「一帯一路」構想は、港湾や鉄道を建設する経済的・物理的なインフラ整備だけに限定さ
れない。その裏には、中国共産党がアフリカなどの与党に中国式の党管理ノウハウを伝授するため
の、政治研修インフラが控えている。2022年2月にタンザニアに設立されたムワリム・ジュリアス・
ニエレレ指導者学校は、その象徴といえる。

アフリカの6つの与党による同盟と中国共産党による巨額の資金提供

この指導者学校は、かつて解放運動を率いた南部アフリカの6つの与党によって共同で設立された
。その6か国とは、タンザニア、南アフリカ、モザンビーク、アンゴラ、ナミビア、そしてジンバブ
エである。

中国共産党は、この学校の「ハードウェア」と「ソフトウェア」の両面を全面的に支援した。

中国は資金調達と建設支援も引き受けた。中国の支援額は数千万ドルに達したと報じられている
が、公開情報によって数値が異なるため、本書では正確な金額を事実として特定することは避ける
。建設には、中国の国有企業である中国鉄建股份有限公司が参加した。

中国はカリキュラムの面でも支援を行った。中国教育部直属の公立研究型大学である中国人民大
学が設立準備に関わり、教育プランを提出した。人民大学の教授陣が招かれ、党史、党建、そして
中国の国家統治経験に関する講義を担当した。中国共産党はまた、現地教員向けのインストラクタ
ー育成プログラムの提供も約束した。

「1週間以内の返信」に示された習近平国家主席の並々ならぬ関心と「運命共同体
」

中国の最高指導部は、この学校を軽視しなかった。2022年6月、ワークショップに参加した若手政
治家たちが習近平国家主席に手紙を送ると、習主席はすぐに返信を送った。その祝辞には、この学
校が各国が互いの発展経路を支持し合い、中国とアフリカの関係を深める契機になるだろうと記さ
れていた。これは、「一帯一路」が道路や港湾だけでなく、政権エリートの記憶や言説をも標的に
していることを意味している。

ワークショップの核心カリキュラムは「党建」と貧困扶助の経験伝達

この学校で扱われた主なテーマは、党建、貧困扶助、そして国家統治の経験であった。2022年5月
から6月にかけて開催されたワークショップには、6つの政党から120人の幹部が集まった。

党建とは、党の組織基盤、指導理論、そして内部規律を強化することを意味する。習近平の表現
を借りれば、企業、農村、学校、研究機関、社会組織といった非党機関の領域に党の政治的機能を
浸透させることである。開校式で宋濤は、習主席が唱える「中国が歩むべき5つの路」を紹介し、党
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の全面的指導と中国特色ある社会主義体制こそが民族復興の核心であると説いた。

十八洞村の事例と貧困扶助は、研修セッションの重要な一コマを構成していた。湖南省の十八洞
村と湖南省党委員会外事工作委員会の参加により、貧困扶助に関するオンライン講義が実施された
。講師陣は、2013年に習近平国家主席が同村を視察した際に示した「16字の方針」が、貧困脱却の
推進力になったと説明した。成功の鍵は、党指導者の指示と現地幹部の指導力にあると講義された
。

これに対し、ジンバブエ・アフリカ民族同盟愛国戦線の受講生は、習主席が自ら貧困地域を訪れ
て指導した事例を称賛し、南アフリカのアフリカ民族会議やアンゴラのアンゴラ解放人民運動の幹
部たちは、中国共産党がいかにして人々の貧困脱却への意欲を引き出したかについて強い関心を示
した。

中国式党管理ノウハウの海外への浸透

アナリストたちがこの指導者学校について懸念しているのは、その研修が長期政権を維持する与
党の統治経験を共有するという性質を帯びている点である。ムワリム・ニエレレ指導者学校を共同
設立したアフリカの6つの政党はいずれも、独立以来長期にわたって権力を握り続けている組織であ
る。

中国の戦略的変化は、統計と事例の双方に明確に現れている。

かつて中国共産党はシンガポールなどのモデルから学ぼうとしていたが、2014年に習近平体制が
本格化して以降、自らの長期執政の経験を共有する姿勢へと転換した。

2015年、南アフリカの与党・アフリカ民族会議（ANC）の事務局長は、中国共産党の統治経験に
学びたいと宣言した。2018年、議会選挙を控えたANCは、広報戦略、党の規律、そして忠誠心に関
する研修を受けさせるため、幹部らを中国に派遣している。

中国共産党による海外での党研修は、経済開発にとどまらず、宣伝体制や検閲の手法にまで及ん
でいたと指摘する研究もある。宋涛（ソン・タオ）氏の発言も、西欧型民主主義からの圧力や敵対
勢力による中傷に対抗する能力を強調するものだった。

制度が残した足跡

こうした政党外交を主導する中核組織が、中央対外連絡部（中連部）である。中連部は現在、160
カ国以上の600を超える政党と関係を維持していると主張する。これは、国家間外交の枠外で、諸外
国の政党指導者と直接的なつながりを構築する党外交の戦略である。

タンザニアのムワリム・ニエレレ指導者学校は、友好の象徴であると同時に、政党教育が海外で
制度化された事例でもある。中国は6つの与党から120人の若手幹部を集め、党建設、貧困削減、そ
して国家統治の経験について講義を行った。この動きは、党教育や統治経験の交流が、一帯一路（B
elt and Road Initiative）と並行して進められていることを示している。

3. 党建設、貧困削減、そして統治経験の普及
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一帯一路は、港湾や鉄道の整備プロジェクトにとどまらない。中国共産党の政党教育や政治モデ
ルもまた、グローバルサウスへと浸透している。

非政党領域への共産党統制の移転としての「党建設」

中国共産党が政党外交を通じて海外の政党にまず伝える核心的な概念が「党建設（党建）」であ
る。これは単なる党組織の管理にとどまらない。国家や社会全体に対する党の統制力を拡大するた
めの体系的な技術に近いものだ。

ニエレレ指導者学校は、こうした党建設教育を推進するための世界的な前線基地となっている。

2022年2月に開校した同校は、かつて解放運動を率いた南部アフリカの6つの与党（タンザニア、
南アフリカ、モザンビーク、アンゴラ、ナミビア、ジンバブエ）によって共同設立された。

中国共産党はこの学校の建設に数千万ドル規模の支援を提供したと報じられており、建設工事は
中国の国有企業である中国鉄建股份有限公司が担った。

2022年5月から6月にかけて開催された政治研修ワークショップには、6つの与党から120人の幹部
が集まった。このワークショップの様子から、「党建設」カリキュラムの具体的な中身が浮かび上
がってくる。

この研修における党建設とは、党の組織的基盤、指導理論、そして内部規律を強化することを意
味する。習近平国家主席の言葉を借りれば、企業、農村、学校、研究機関、地域社会、社会組織を
含む非政党領域へと、党の政治的機能を投影していくことを意味している。

研修のソフト面は、中国教育部の管轄下にある公立研究大学である中国人民大学の教員や、当時
の中央対外連絡部長らが担当した。宋涛氏は習主席が提示した「中国が歩むべき5つの道」を紹介し
、党による全面的な指導と中国特色ある社会主義体制の重要性を説いた。

共産党統治モデルの魅力的な宣伝ツールとしての貧困削減

緻密な統制を意味する「党建設」が骨組みであるならば、「貧困削減」は一党支配を発展途上国
に対して説得力のあるものに見せるための宣伝ツールである。

中国共産党の社会経済的変革に関する広報ビデオでは、1970年代の低い一人当たり所得水準から
中国がどのように急速な成長を遂げたかが解説されている。

世界水準のインフラや科学技術の構築と並び、大規模な貧困削減の実績こそが、中国の統治モデ
ルがもたらした成果の証として提示されている。

十八洞村の事例は、タンザニアの「ジュリウス・ニエレレ指導者学校」における重要な教材とな
った。湖南省の十八洞村と湖南省党委外事工作委員会の共同参画のもと、アフリカ諸国の幹部を対
象としたオンライン講義が開催された。

講師陣は、2013年における習近平国家主席の十八洞村視察と、そこでの「16文字の指示（十六字
方針）」が貧困脱却の歴史的な転換点となった過程を解説した。それは、党指導者の指示と現地幹
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部のリーダーシップのなかに、成功への鍵を見出そうとする方法論でもあった。

公開された映像資料が描く具体的な貧困対策の現場には、ミャオ族の伝統刺繍（苗繍）工芸の振
興、近代的なワイナリーの建設、そして300世帯を超える農家によるモロコシ栽培などが並ぶ。また
、村人の1人あたり平均所得が2万5000元を超えたという劇的な変化も紹介されている。

中国側の記録によれば、この研修に参加したアフリカ諸国の幹部たちの反応は総じて極めて好意
的だった。ジンバブエ・アフリカ民族同盟愛国戦線（ZANU-PF）からの受講生は、貧困地域に自ら
足を運ぶ習主席の模範的な姿勢を称賛し、南アフリカの純アフリカ民族会議（ANC）やアンゴラの
アンゴラ解放人民運動（MPLA）の幹部たちは、中国共産党が人々にモチベーションを与える手法に
強い関心を示した。

統治経験の波及：中央対外連絡部による政党外交と長期政権モデルの拡大

党建設と貧困脱却をめぐる成功の物語は、究極的には中国共産党の「統治技術」を輸出し、海外
の与党との政治的絆を広げるために用いられる。この重大な使命を担う機関が、中国共産党中央対
外連絡部（中連部）である。

アムステルダム大学の研究によると、中連部はかつての共産圏中心の交流から脱却し、非共産主
義政党へと接触の網の目を大きく広げてきた。2002年から2017年にかけて公開された5080件の公文
書を分析したところ、中国は世界161カ国、462の政党と接触を持っていたことが判明した。

与党に対する明確な傾斜もデータから浮かび上がる。計3658回の対面交渉のうち、71パーセント
に相当する2610件が海外の政党との会合であり、さらにその7割を超える1876件が相手国の「与党
」を対象としたものだった。

これに対し、野党との接触はわずか28パーセントにすぎない。近年公表された統計によると、中
連部は現在、160カ国以上の600を超える政党や政治団体との関係を維持しているという。

かつて中国共産党は、自らの体制崩壊を防ぐため、シンガポールの人民行動党（PAP）などの一
党支配モデルから統治のあり方を学ぼうとした。

しかし、2014年に習近平体制が本格化して以降、そうした学習の姿勢は影を潜め、代わりに自党
の長期統治の経験を「分かち合う」という発言が目立つようになっていく。

長期政権を担う政党に対するこの種の「統治技術」の伝授は、いくつもの具体的な事例に見るこ
とができる。

2015年、南アフリカの与党ANCの事務局長は、中国共産党の国家統治経験から学びたいとの意向
を表明した。その後、2018年の総選挙を前に、ANCは世論対策、党内規律、そして忠誠心の育成に
関する研修を受けるため、党幹部らを中国へ派遣している。

エチオピアのエチオピア人民革命民主戦線（EPRDF）もまた、党の組織構造の多くの部分に中国
共産党のモデルを忠実に模倣して取り入れた。
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ミャンマーの連邦団結発展党（USDP）も同様に、中国から党の統治や行政運営の手法を学ぶこと
を望んでいた。

このプロセスを通じて、自国の政治体制を守るための技術も伝授される。海外の与党は、外部か
らの圧力に対して「中国モデル」の政治言語を用いていかに対処すべきかを学んでいるとされる。

これを経て、諸外国の与党は、中国式の政治的文脈と修辞を使いながら、外部からの様々な干渉
や圧力に対応する手法を身につけていく。

ジュリウス・ニエレレ指導者学校を設立したアフリカの6つの政党は、いずれも長年にわたり政権
を維持してきた組織である。だからこそ、この学校での研修は、中国の統治経験が海外の与党へと
共有されていく象徴的なケースとして読み解くことができるのだ。

数字の裏にある構造

「一帯一路」構想は、港湾や鉄道といったインフラ整備にとどまらず、思想のシルクロードとし
ての性格をも併せ持つ。その目的の一つである「民心相通（民間のつながり）」には、政党、議会
、シンクタンク間の関係構築や、公共行政の共同運営、人的資源の育成に至るまでの広範な協力が
含まれている。

習近平国家主席がムワリム・ジュリアス・ニエレレ指導者学校の生徒からの手紙に間もなく返信
した際に強調したのは、それぞれの国の国情に適した発展経路への相互支持であり、そして緊密な
「中非運命共同体」の構築であった。

人民大学の王義桅教授は、この運命共同体はかつての帝国主義への抵抗という共通の苦難から始
まり、現在では地球規模の課題に対して中国の知恵と解決策を提供する連帯の形態へと進化してい
ると説明する。

中国共産党は、中央対外連絡部の党対党の外交ネットワークを通じて、貧困削減における自国の
成果をまるで魅力的な製品のように提示している。その背後には、党建、宣伝、検閲を含む長期的
な一党支配の技術を、グローバル・サウスの長期政権政党と共有する作業が存在する。中国はこの
接触ネットワークを通じて、自国の政治体制を擁護するための言葉を広げ、グローバル・サウス全
体の与党との間でより緊密な政治的紐帯を築き上げている。

ムワリム・ジュリアス・ニエレレ指導者学校での光景は、中国式の党校が海外でどのような顔を
持つのかを示している。北京の教室では、中央文書と幹部管理が最前線に立つ。タンザニアの教室
では、解放運動の記憶、与党の存続、そして若い幹部たちの言葉が最優先される。中国はその場所
に資金と建物だけを送ったのではない。教科書、講師、研修スケジュール、そして党同士のコネク
ションも送ったのだ。そうした環境の中で、アフリカの政党は自国の問題を中国式の用語で再編成
しようと試みている。この光景は援助よりも長持ちする。建物は老朽化するが、人的なつながりの
ネットワークは残るからだ。

ニエレレ指導者学校を単なる校舎として見るならば、本質を見誤ることになる。その内部には、
南部アフリカの解放運動の古い記憶、中国共産党の党校運営の経験、そして「一帯一路」イニシア
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ティブにおける党外交が同時に収まっている。講義のテーマは党建、貧困削減、そして国家統治で
ある。しかし、実際に交わされているものはもっと幅広い。参加者たちは、長期政権を目指す政党
がどのように若い幹部を育成すべきか、選挙や世論からの圧力に耐えるためにどのような言葉を使
うべきか、そして経済的成果をいかにして政治的正当性へと転換できるかについて議論している。

この学校が重要である理由は、中国の党校モデルが国境を越えたときに何になるかを示している
からだ。北京の中央党校では、幹部たちが党中央委員会の言葉を学ぶ。タンザニアの指導者学校で
は、海外の与党から集まった若い幹部たちが中国の統治経験に耳を傾け、それを自国の状況と照ら
し合わせて考える。両者の間には違いがある。ここは中国が直接指示を出す学校ではない。友好関
係にある政党同士が経験を共有するという形式をとっている。その形式が、活動をより長持ちさせ
るのに役立っている。強要よりも招待の方が柔らかく感じられ、命令よりも訓練の方が記憶に長く
留まる。党外交はそのようにして人々のつながりと記憶の中に残り続ける。

アフリカの6つの与党の参加は、単なる数字ではない。タンザニア、南アフリカ、モザンビーク、
アンゴラ、ナミビア、ジンバブエの与党はすべて、植民地支配と解放運動の記憶を抱えている。中
国共産党は、それらの記憶を自国の革命の物語へと結びつける。異なる歴史が同一の文脈に置かれ
た瞬間、教育は外交よりも深い位置を占めるようになる。この関係を即座に選挙結果へと変換する
ことは難しい。その代わり、誰が大臣になり、誰が党幹部になり、誰が再び中国を訪れるかによっ
て、数年かけて徐々に目に見える形で現れてくる。党教育の力はそのようにして静かに蓄積されて
いく。

したがって、本章の結論は慎重である。ニエレレ指導者学校が各国の政治を直接決定づけている
と断言することはできない。確認できるのは、中国が党教育を海外関係の一つの軸に据えたという
ことだ。その軸は港よりも静かだが、人々を長期にわたって縛り続ける。

ニエレレ指導者学校の持つ意味は、建物よりも人の中にある。中国は港や道路を建設するだけの
国として自らを提示したいわけではない。与党の若い幹部を招待し、党建、貧困削減、国家管理の
言葉を教えている。研修が終わると、参加者たちは自国へ戻っていく。それでも、彼らが聞いた言
葉、出会った人々、そして受け取った返信は、政治的記憶として残る。中国式の党外交は、その緩
やかな記憶を狙っている。

ここで誇張は避けなければならない。一つのニエレレ指導者学校が南部アフリカの政治を一夜に
して変えるとは言えない。確認できる事実はもっと狭い範囲にとどまる。中国共産党は、外国の与
党に対する幹部研修を長期的な関係の一つの軸として扱っている。援助は建物だけで終わらない。
教科書、講師、祝電、そしてその後の交流を通じて継続される。こうした関係は選挙のニュースよ
りも静かだが、より長持ちする。

そのため、本章ではグローバル・サウスに対する中国の力を軍事力や融資だけで捉えることはし
ない。より長く残るのは、訓練を受けた人々の話し方の習慣かもしれない。どのような政策が成功
と呼ばれ、どのような反対が外部からの圧力と呼ばれ、どのような統治が安定と呼ばれるか。その
語彙が変わるとき、政党の物事の見方も少しずつ変わっていく。党校モデルの輸出とは、まさにこ
の言葉の静かな移動にほかならない。
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ニエレレ指導者学校を見る際、残る問いは資金の額よりも関係の耐久性である。支援の額は公的
な資料によって異なって記録されているが、より明確なのは、中国が建物、教材、講師を一つのパ
ッケージとして送ったということだ。そのパッケージは単発の援助行為よりも長持ちする。帰国し
た後も、参加者たちは中国式の党運営の語彙を覚えており、対外連絡部はその記憶を次の接触の起
点として利用することができる。党教育はゆっくりと動く。だからこそより静かであり、時にはよ
り長く続くのである。

この学校が中国にもたらす利益は明らかだ。中国は他国の閣僚や大統領だけに会っているのでは
ない。若い党幹部、地方の政治家、そして与党の青年組織のメンバーに早い段階で接触している。
彼らはすぐに国家政策を決定するわけではないかもしれない。しかし数年後には、党の要職に就く
可能性がある。党教育はその時間軸を狙っている。

グローバル・サウスの与党もまた、この関係から得るものがある。中国は選挙競争、経済発展、
貧困削減、そして党組織管理を一つの経験談として提示する。西洋の民主主義モデルに疲弊した政
党にとって、その物語は魅力的に聞こえるだろう。したがって、ニエレレ指導者学校は中国の宣伝
スペースであると同時に、アフリカの与党による自主学習の場でもある。両方の性質が共存してい
るからこそ、この学校は長く存続できるのだ。

それでも、この関係を従属と呼ぶのは早計である。南部アフリカの与党には独自の歴史と利害関
係がある。中国はそれらの記憶や利害の上に自国の言葉を重ねている。したがって、影響力とは命
令というよりも翻訳に近い。

翻訳された言葉は、現地の政治の中で再び変化する。「中国式の党建」というフレーズは、タン
ザニアや南アフリカの政党内部で異なる記憶と出会い、解放運動の歴史と混ざり合う。まさにその
混ざり合いがあるからこそ、この学校をプロパガンダだけで説明することはできない。中国は方向
性を提示するが、現地の政党はそれらの言葉を自国の歴史の中で書き換えていく。

だからこそ、ムワリム・ニエレレ指導者学校は小さな窓なのだ。その窓を通して、私たちは中国
式の党教育の海外での姿を目にすることができる。中国は施設を建設し、教科書を送る。教員もつ
なぐ。しかしより長く残るのは、人的な結びつきのネットワークだ。訓練を受けた若い幹部は自国
に戻る。彼は中国で聞いたことをそのまま繰り返すわけではないかもしれない。それでも、それら
の言葉の構造は残る。彼は「安定」という言葉が何を指し示すかを覚えている。また、「発展」と
いう言葉にどのような統治が伴っていたかも覚えている。党外交はその記憶の上で動いている。
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第10章 党校モデルの空白

書の終わりにある空白は隠されるべきではない。党校の資料は膨大にあるが、そのすべてが公開
されているわけではない。

少数民族地域における教室の実態、内部の疲弊、修了率や昇進に関する統計、そして現地での反
応は、現時点で確認されている証拠のみに基づき、厳密に限定して記述されなければならない。そ
の限定性こそが、本章の出発点である。

1. 少数民族地域に関する資料、海外の現地反応、および教員の不足

少数民族地域：「中華民族共同体意識」の醸成と完全な統合

中国共産党は、教育、インフラ、そしてイデオロギー教育を組み合わせることで、少数民族地域
を国家の支配体制により強固に組み込んでいる。中央党校が少数民族幹部の育成を担う一方で、統
一戦線工作部や地方の党組織は「中華民族共同体意識」の重要性を強調している。

中国人民政治協商会議は全56の民族の代表者で構成されており、少数民族地域における経済成長
と環境保護の調整を図りつつ、「中華民族共同体意識の醸成」の最前線で役割を果たしている。

新疆ウイグル自治区が創設70周年を迎えるにあたり、新疆芸術学院出身の中国人民政治協商会議
委員の一人は、かつてわずか1校だった高等教育機関が62校に増え、23万人の学生が大学に進学した
と証言した。

職業教育は驚異的なペースで発展し、多くの人々が教育や技術を通じて自らの運命を変えること
を可能にした。また、馬頭琴をはじめとする少数民族の伝統楽器を用いた交響楽の演奏は、天山山
脈を越えて民族調和のメッセージを広げている。

李委員は、新疆における「ジェノサイド（集団虐殺）」という西側の主張を強く否定した。

標高3,000メートル以上に1000万人が暮らす青蔵高原（チベット高原）全域でも、大規模な投資が
行われている。

西蔵医科大学は創立以来、1万1000人の専門人材を育成し、関連する医療機関の数は1000施設に
増加、年間3万4000人の患者に対応している。

この伝統的なチベット医学は、ユネスコの無形文化遺産にも登録されている。

雲南省や貴州省では、一部の少数民族コミュニティが移住や標準中国語教育の対象となる一方で
、無形文化遺産の保護や地域経済の成長も強調されている。

貴州省の農村サッカーリーグ「村超（Cun Chao）」やバスケットボールリーグ「村BA（CunBA
）」は延べ8億人の観客を集め、少数民族地域開発における世界的な成功事例としてプロモーション
が行われている。

海外の現地反応：グローバル・サウスからの支持と「長期執政」モデルの研究
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中国共産党対外連絡部は、共産党以外の政党にも外交の幅を広げ、世界160カ国以上の600を超え
る政党と党対党の関係を築いてきたと主張している。

これらの接触の70％以上は他国の「与党」に向けられており、グローバル・サウス全域で長期政
権を維持する勢力に対し、中国の党運営の経験を伝えるチャネルとなっている。

アフリカなどの地域の与党は、中国モデルに対して肯定的に反応した。2015年、南アフリカの与
党であるアフリカ民族会議（ANC）の事務局長は、同党が中国共産党の統治経験から学びたいと公
に語った。2018年には、議会選挙への準備として、コミュニケーション戦略、党の規律、そして忠
誠心に関する研修を受けるために幹部を中国へ派遣した。

エチオピア人民革命民主戦線もまた、多くの面で中国共産党の組織構造を模倣した。

これら海外の政党による反応は、タンザニアに設立されたムワリム・ジュリアス・ニエレレ・リ
ーダーシップ学校においてより鮮明になっている。中国共産党は、タンザニア、南アフリカ、ナミ
ビア、ジンバブエなど、かつて解放運動を主導したアフリカ6カ国の与党が共同で設立したこの党校
に対し、数千万ドル規模の支援を提供したことが知られている。

本校で開催されたワークショップに参加した120人の若いアフリカの官僚たちは、中国湖南省十八
洞村の貧困扶助の事例を学び、中国共産党の統治スタイルに好意的な反応を示した。彼らは習主席
に書簡を送り、習氏がすぐに返信すると、それを中国とアフリカの関係を重視しているシグナルと
受け止めた。

現地での支援は政治研修にとどまらない。中国はアジア、アフリカ、ヨーロッパなどの地域に30
以上の「魯班工坊（ルバン・ワークショップ）」を設立しており、そのうち17はアフリカに集中し
ている。そこでは、現地の経済と雇用に必要な熟練労働者を育成している。

また、キノコ栽培技術を100カ国以上に伝授し、実践的な貧困削減を支援してきた。

こうしたインフラや技術面での支援を基盤として、ラテンアメリカ諸国は中国との関係を維持し
ており、中国側は、自国が提唱するグローバルガバナンス・イニシアティブも多くの国や国際機関
から支持を得ていると主張している。

教材不足と教育インフラの限界、そして実践的な「事例教育」による克服

中国の巨大な幹部教育・公教育システムの背景には、教員の能力不足や教材・データの脆弱性と
いった慢性的な問題が潜んでいる。

問題の一つは、最高峰の教育機関である中央党校や地方の党校でさえ、独自の教材開発において
限界に直面していることである。ある研究によると、党校の教材は党の理論と高度に整合している
必要があるため、中央が執筆するか最終的に承認することが多いという。

その典型例が、『習近平の新時代の中国の特色ある社会主義思想の学習綱領』といった著作の画
一的な使用である。
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より大きな問題は、党校の研究者の慣性思考である。上海社会科学院のシンクタンク評価論文は
、党校の教員は学術論文には精通しているものの、草の根レベルでの深い現場調査を行い、意思決
定のための諮問報告書を作成する能力が乏しいと評価している。

もう一つの問題は、末端の草の根機関に行くほど、教育インフラや予算の不足が深刻化すること
である。河北省の邢台市委員会党校は、教員の能力強化に向けた研修費として15万8,300元を配分し
、20人の外部研修と30人の現地調査を支援した。

黒竜江省の虎林市委員会党校もまた、設備が不十分な末端党校の授業の質を向上させるため、教
員が直接農村に出向いて講義を行う「下郷送課（xiaxiang
songke）」に1万元の予算を費やさざるを得ないほど、リソースが不足している。

インフラ不足の事例は、全国人民代表大会の記者会見における雲南省の教員の証言にも表れてい
る。1986年当時、あるハンセン病患者の村には教科書がなく、教室は病室から借りた狭いスペース
にすぎなかった。

試験用紙すらなく、唯一の教科書はあちこちから集められた中古本だった。

インフラが皆無の状態で、村の長老や子供たちは調理器具でコンクリートを混ぜ、素手で教室の
建物を建てなければならなかった。

中国共産党は、こうした現場の隙間を事例教育によって埋めようとしている。現場から具体的な
ストーリーを見つけ出し、それを党性教育のための教材に変えているのである。

2. 形式主義、予算の無駄、内部の疲弊はどこに現れているのか？

中国共産党は国営メディアや両会を通じて、自国の統治システムが効率的かつ透明であるとアピ
ールしている。しかし、2026年の財政報告、経済学者の分析、そして地方党校の予算文書を合わせ
て読み解くと、形式主義、予算の非効率性、行政の疲弊といった兆候も見えてくる。

予算圧迫の現状：重複事業と「緊縮生活（過緊日子、guo jin
rizi）」のパラドックス

中国政府が予算の非効率性の可能性を認識し、その削減に取り組んでいるという事実は、重複事
業や緩慢な執行が珍しくなかったことを示している。

一般公開された2026年両会のライブ配信映像の中で、ある財政官僚の発言が、中央政府レベルに
おける予算調整の規模を具体的な数値で明らかにしている。彼は「健全な財政管理の推進は、中国
式近代化を支えるための不可欠なステップである」という前提から始め、2025年に12省と16の中央
省庁で実施された「実績ベースの退出メカニズム」の試験導入プログラムの結果を発表した。この
試験プログラムだけで、中国は「1,000近くの重複または不要なプロジェクトを段階的に廃止し、約
40億元を節約した」。一部の中央省庁は、ゼロベース予算改革を通じて「重複プロジェクトが排除
された結果、支出は前年比でほぼ半減した」と報告した。これは、中央省庁の既存予算において重
複事業が珍しくなかったことを示している。この財政官僚はさらに、「今年の政府支出は30兆元に
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達する見込みであり、全体のパフォーマンス（効率）をわずか1パーセント向上させるだけで3,000
億元を節約できる」と付け加えた。

このような規模の浪費を防ぐため、党中央委員会は「過緊日子（��日子、ベルトを締め直すの
意）」と呼ばれる厳しい緊縮指令を発令した。

公務での海外出張、公用車、公的接待費を指す「三公経費」は7％削減され、会議や研修の費用は
10％削減された。これにより、20の省で計120億元の予算が節約された。

この圧力は地方党校の予算にも波及している。湛江市委員会党校は2026年に機関運営費を27.1％
削減し、北京市豊台区の党校も「過緊日子」の要求に従って支出を削減したと発表した。重複事業
を減らす対策は必要だが、一律の削減は草の根教育機関の能力を損なう恐れがある。

内部疲弊の噴出：地方政府の隠れ債務、未払い金、および若者の失業問題

浪費のツケと経済の構造的矛盾は、地方政府、一般市民、そして官僚機構全体に疲弊をもたらし
ている。この疲弊は、公的財政の困窮、債務の累積、そして労働市場の低迷という具体的な形で現
れている。

地方政府が直面する財政難と未払い金の問題について、ジョージ・マグナス（George Magnus）
氏は中国経済の見通しに関する講義の中で、土地売却収入の枯渇に伴い地方政府が税収圧迫に直面
していると指摘する。先進製造業など一部のセクターは成長しているものの、それ以外の経済領域
の回復は鈍い。

全国人民代表大会の生中継で発表された財政計画によると、2026年の中国政府の財政赤字は5兆8
900億元に設定され、地方政府の主要プロジェクトを支援するために4兆4000億元の特別地方債が発
行される予定である。これらの債券の使途には、隠れ債務の補填や政府の未払い金解消が含まれて
いる。これは、中央財政からの支援なしには地方財政の圧迫を緩和することが極めて困難であるこ
とを意味している。

若い世代も深刻な困難に直面している。ジョージ・マグナス氏は、16歳から24歳の若者の失業率
が高止まりしていると指摘する。

極端な形式主義：数字に執着する「会議共和国」と書類の洪水

これらの矛盾と疲弊を覆い隠すため、中国共産党の官僚機構は形式主義を選択した。官僚たちは
問題解決に動くのではなく、上部組織への報告に向けた数値づくり、会議、そして理論学習に多大
な時間とエネルギーを注ぎ込んでいる。

山積する会議と書類の実態は、中国人民政治協商会議（CPPCC）の活動報告からも明らかである
。報告者によると、1年間で政治協商会議に寄せられた提案は6,000件近くにのぼった。報告書には
、多くの諮問会議やシンポジウム、説明会が立て続けに開催されたことを示す数値も並んでいた。
これらの数字は活発な活動ぶりを示す一方で、現場の幹部たちが会議や書類作業に膨大な時間を取
られている実態を浮き彫りにしている。
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理論文書も急速に増加している。ある報告によると、特定の理論研究や寄稿論文を通じて、1年間
で401本もの理論文書が作成されたという。

パネリストたちは、これらの成果を管理システムが成功している証拠であるかのように評価した
。しかし、6,000件の提案と401本の理論論文は、現場の職員が文書作成や報告業務に多大な時間を
費やさざるを得なかったことも意味している。

国有企業と党校の監視ネットワークが生み出す無限の統制と、「実績指標100％達成」という息苦
しい圧力

形式主義と疲弊は、監視と評価の密度からも生じている。

国有企業改革について説明する公開動画の中で、張国清（Zhang Guoqing）副首相は、業績評価
指標の70％が個別カスタマイズして設定され、3年の任期評価が導入されたと語っている。この制度
は企業の日常業務を妨げないとしつつも、収益やコストなどの操業データをリアルタイムで追跡し
、リスクを早期に警告する「浸透型監督モデル」を構築したと説明する。

業績100％達成の報告を求める圧力は、成果主義的な管理のもとで現場の行政機関が抱える疲弊を
如実に物語っている。各レベルの地方党校の2026年度予算実績目標表（部门整体�效表）は、その
圧力を数値として示している。

党校部門の全体実績目標表では、例外なく数十項目に及ぶ指標が「100％達成」と設定されている
。公費抑制率、会議費抑制率、予算執行率、政府調達執行率、さらには事前実績評価の完了率に至
るまで、すべて100％が要求されている。現実には達成が困難な非の打ち所のない指標が、書類の上
で何度も繰り返されている。

孫呉県（�吴�）委員会党校の予算文書によると、職員わずか28人の小規模な機関でさえ、臨時
雇用の賃金として2万4000元を支出しながら、賃金支払率100％や資金使途のコンプライアンス遵守
率100％といった指標の報告を義務付けられている。

四川省委員会党校は、「年間50件以上の優秀な研究プロジェクト、およびコア学術誌への30本以
上の論文掲載」といった、毎年達成しなければならない重い学術的労働負担に喘いでいる。

空の箱

公開資料に描かれた中国共産党官僚制の裏面は明瞭である。重複事業の削減と形式的なパフォー
マンス事業を抑制するため、党中央は「過緊日子（引き締め生活）」の鞭を振るった。地方政府の
財政圧力と中央政府の交付金への依存は、末端行政の疲弊を深化させている。

形式主義は、これら矛盾を覆い隠す手段として肥大化する。各種の提案書、理論論文、国有企業
のモニタリング指標、そして地方党校予算における100パーセントの目標達成率などは、実質的な回
復よりも上部からの指示に合わせた証明を優先する官僚制の負担を浮き彫りにしている。

3. 本書が語れること、語れないこと
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党の年代記は、党の輝かしい業績と理論的歩みを余すところなく記録する「宝典」として機能す
る。

予算表に列記された中国の各級党校の2026年度部門予算書や、両会で報告された政府活動報告は
、現代の党年代記のように読める。公開資料は、資源配分とイデオロギー体系を数字で示している
。しかし、個人の権力集中、隠れ債務、形式主義、行政の疲弊といった問題については、狭い範囲
で扱うのみであるか、あるいは空白のままにしている。

公開資料は、資源、規律、そしてイデオロギーの拡大について雄弁に語る。

公式文書と予算書は、中国共産党がいかにして膨大な大陸とグローバルな舞台を定量化し、制御
しているかを巨額の数字をもって示している。

公開資料は、天文学的な資源の動員と、ミクロレベルでの定量化された制御の双方を示している
。そこには、国家の富が共産党の目標に向けて一本の線でどのように誘導されるかが詳細に記録さ
れている。

全国人民代表大会の生中継において、財政当局者は2026年の中国の政府赤字が5兆8900億元に設
定され、地方政府の主要プロジェクト向けに4兆4000億元の特別債が発行されると述べた。

同時に、当局は1,000以上の重複事業を廃止して40億元を節約し、強力な財政統制力を誇示した。

地方党校の予算からは、万元単位で測定される緻密な統制網が透けて見える。中国共産党陝西省
委員会党校は、老朽ビルの消防設備と配電設備の更新に745万8800元を配分し、学術研究と管理に7
30万元を充てた。さらに、出版される学術著作の数や契約プロジェクトの数まで定量化している。

白碱灘区党校は、教育棟のわずか6万7500元の改修工事に対しても、「事前準備作業の完了率100
パーセント」と「各タイムノードにおけるマイルストーン達成率100パーセント」という目標を設定
したと誇らしげに記しており、業績指標が末端機関に至るまで例外なく適用されていることを示し
ている。

グローバルサウスへと広がる党教育ネットワーク

中国共産党中央対外連絡部は、世界160カ国以上の600を超える政党と関係を維持していることで
知られる。その接触の多くは、各国の与党に向けられている。

具体的な成果として、公開資料にはタンザニアにおける「ムワリム・ジュリアス・ニエレレ指導
者学校」の設立が記録されている。

中国共産党は、南部アフリカの6つの与党によって設立されたこの学校に対し、数千万ドル規模の
支援を提供したと報告されている。

この学校には120名の アフリカの幹部が集まり、党建設、貧困削減、そして国家統治の経験を学
んだ。公開資料は、中国共産党が西洋モデルからの学習段階を脱し、同じく長期にわたり権力を握
る他の勢力に対して長期執政の経験を共有するようになったと記述している。
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党憲章を通じた統治の理論化や、学問分野としてのイデオロギーの体系化も、公開資料でしばし
ば強調される成果である。これらの資料には、共産党の官僚機構がいかに思想を生産し、イデオロ
ギーを学術へと転化させているかが長々と列挙されている。

両会期間中の中国人民政治協商会議全国委員会への報告において、発表者はわずか1年間に6,000
件近い提案を受け取り、401件の理論文書を発行したと述べた。

「2週間に1回の交渉シンポジウム13回、専門家交渉会議18回、部門別交渉会議16回」といった過
密な会議日程も、科学的な管理体制の証左として挙げられている。

深圳市委党校は、様々なレベルで30件以上の研究プロジェクトを実施するという目標を設定した
。

四川省委党校は、核心学術誌への30本以上の論文掲載や、50件以上の優秀な調査研究プロジェク
トの確保などを含む業績指標を定めた。

このように、党の指示を学術的な言語へと体系化・理論化する作業が、業績評価シートを通じて
いかに管理されているかを公開文献は示している。

公開文献が極めて限定的にしか扱わないのは、矛盾や疲弊、そして人事決定の恣意性である。

しかし、膨大な統計と非の打ち所がない予算文書で武装された公式記録は、このシステムが生み
出す矛盾や、その濃密な統制力が落とす影を、極めて限定的にしか扱わない。

個人の権力の集中や派閥ネットワークも、公開文献には明確に現れない。党校の規定は業績や年
齢基準を謳っているが、実際の高級ポストへの任用は、政治的信頼や個人的なつながりによっても
左右される。

報告や専門家の分析は、中央党校校長の人事変更における矛盾を指摘している。習近平国家主席
の清華大学時代の同級生として知られる陳希は、年齢制限のため2022年に高官ポストから退いた後
も、2026年5月まで同職に留まり続けた。

引退すべき人物が、なぜシステムの思想的中枢を支配し続けたのかについて、公開文書は説明し
ていない。

その後、2026年6月に、このポストは習主席の最側近であり、しばしば彼の幕僚長と評される蔡奇
に引き継がれた。

公開文書は、70歳の蔡奇がなぜ中央党校校長、国家行政学院院長、そして中央弁公庁主任を同時
に兼任することになったのかを説明していない。その文脈は、報道や専門家の分析を通じて初めて
見えてくる。

「業績指標100パーセント」という幻想の裏には、地方債務と行政の疲弊が隠されている。地方党
校の部門別評価シートでは、予算執行率から事前評価完了率、規制遵守に至るまで、すべての指標
が100パーセントで埋め尽くされている。
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しかし、これらの非の打ち所がない文書の背後には、重い財政圧力と官僚たちの骨身にしみる疲
弊が存在する。

ジョージ・マグナスは中国経済の見通しに関する講義の中で、土地売却収入が枯渇するにつれて
中国の地方政府が税収圧力に直面している一方で、若者の失業率も依然として高水準に留まってい
ると指摘している。

表面上、この予算は「過密な日々に耐え忍ぶ」というスローガンのもと、党校予算を10〜20パー
セント削減することで、健全な公財政を強調している。

この負担は、ある財政担当高官が、4.4兆元の債券発行の目的には隠れ債務の補填や政府の支払い
遅延の解消が含まれていると述べた両会において明らかであった。

政府がプロジェクトの支払いを滞らせ、末端の公務員の給与が中央政府による資金注入があって
初めて支払われるという厳しい現実は、業績評価シートの「100%」という項目には決して現れない
。

公開文献に引用されている6,000件の提案や401件の理論文書は、実際の国家発展と同じではない
。上級機関にアピールするための文書や会議が増殖するにつれ、現場の官僚たちは、自らが行った
ことを報告し証明することに多くの時間を費やすことになる。

誤りのない科学的統治という言葉の裏には、高級人事への不安と体制の脆弱性が潜んでいる。党
史や伝記は共産党の意思決定があたかも科学であるかのように記述するが、現実の政治においては
、予測不可能な人事異動が繰り返される。

スティーブ・ツァン教授は、習近平体制の脆弱性に関する講義において、集団指導体制は重大な
誤りを回避するためのメカニズムであったと説明している。権力が一人に集中すればするほど、シ
ステムの自己修正という内部能力は低下していく可能性がある。

公文書は、貧困撲滅の確かな成果やインフラ輸出の栄光を称えることに多くのページを割いてい
るが、軍高官を取り巻く不安定さについてはほとんど何も語っていない。

書面上での目標が達成されたとしても、それが高官たちの身の安全を保証するわけではない。

将官クラスの軍高官が一斉に更迭される事態は、集中した権力の影であり、予算や党の規定だけ
では捉えきれない現実である。

中国共産党の予算、党規定、そして両会（全国人民代表大会・全国人民政治協商会議）の報告が
語りうる記述と、語らずに残された行間との間には、大きな隔たりが存在する。ティモシー・チー
ク教授が指摘したように、中国共産党は票を競う選挙政党というよりも、人々の思想と真理の言語
を独占しようとする政治的制度なのだ。

公文書は、30兆元にのぼる財政支出やアフリカ6カ国における与党研修ネットワークの状況を、数
値や実績表を用いて詳細に記録することができる。しかしその一方で、蔡奇の兼務ポスト、地方財
政への圧力、100パーセントの業績評価指標（KPI）の重圧、そして個人の権力集中によって構築さ
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れたシステムの脆弱性については、極めて限定的に扱うか、あるいは空白のまま放置している。公
文書は現実の全容を示すものというよりも、体制が見せたい順序に並べられたナラティブ（物語）
にすぎない。

空白は単なる失敗の兆候ではない。閉ざされた政治体制を扱うとき、空白そのものが制度の一部
となる。公文書は見せたい数値を前面に押し出し、不都合な問いを背後に追いやる。したがって、
党校を読み解くということは、開示された数値を追いながらも、その数値が途切れる限界点で立ち
止まることを意味する。語りうる境界と語られない境界こそが、本書の終幕である。少数民族地域
の教室、海外研修を終えた卒業生の実際の反応、教職員による内部評価、そして昇進審査票の詳細
な項目などは、いずれもさらなる証拠を必要としている。もし本書がここで無理に空白を埋めよう
とすれば、議論は急進するかもしれないが、信頼性は失われるだろう。党校に関する書物は、その
誘惑に耐えなければならない。目に見えることだけを語り、見えないことは見えないと書くべきで
ある。このテーマにおいては、文体よりもその姿勢こそが重要なのだ。

多くの党校資料が一般に公開されているという事実も、慎重に読み解く必要がある。予算、規定
、そして両会での発言は多くの数値を提供する。どれほどの人数が研修を受け、どれほどの予算が
配分され、どのような業績指標が設定されたかを見極めるのは比較的容易だ。だが、受講した幹部
たちが実際にどう変わったのか、評価シートがどこまで人事決定に影響を与えたのか、そし教職員
が組織の内部でどのような懸念を抱いていたのかを見極めるのは容易ではない。党校の真の権力は
、目に見える数値と目に見えない判断の隙間に潜んでいる。本書はその境界線まで踏み込む。境界
の向こう側を想像力で埋めることを避けるため、残された問いは問いのままに残した。

空白を認めることは、本書の価値を損なうものではない。むしろ、確認された事実がどこで終わ
り、解釈がどこから始まるのかを読者がより明確に見極める助けとなる。中国共産党党校は、閉鎖
されたシステムの中にある「開かれた文書」として読まれるべきである。文書は公開されているが
、それが示す世界は限定的だ。したがって、最終章の役割は、結論を声高に叫ぶことではなく、検
証された境界線を静かに引くことにある。その境界においてこそ、党校の権力はより鮮明になる。
開示された数値は、国家がどのような秩序を誇示したいのかを物語る。空白の記述は、その秩序が
どこで口ごもるのかを示している。この双方が合わさって読み解かれるとき、党校は学校としてで
はなく、支配の台帳として立ち現れる。

本章で未解決のまま残された問いは、次の段階の研究の出発点となる。地方の党校卒業生の実際
の昇進ルート、少数民族幹部教育に用いられる内部教材、海外の政党研修がもたらす長期的影響、
そして100パーセントの業績指標が現場の教師たちに与えるプレッシャーについては、それぞれ個別
に検証する必要がある。これらの課題をそのまま残しておくことこそが、改訂版をより正確な記述
へと導くはずだ。

中国共産党の党校をより正確に読み解くためには、次期版における検証手法自体も変えなければ
ならない。公開された予算書を集めるだけでは、資金の流れは見えても、教室内で交わされる言葉
のトーンまでは捉えられない。国営メディアの報道を読むだけでは、行事の形式的な手順は分かっ
ても、研修を修了した幹部たちがその後にどのような選択をしたかまでは見えてこない。したがっ
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て、今後の課題は単に資料をさらに集めることにとどまらない。地方の人事異動の公示、党校の学
術誌、海外政党研修の参加者名簿、そして地域の予算変動などを同一のタイムライン上に配置する
必要がある。そうして初めて、党校がどのように人材を選別し、どのような言語を教え、そして現
実の権力の回路とどこで繋がっているのかを、もう少し間近に観察できるようになるのだ。

最後の空白は、読者のためにも残されなければならない。党校は公開資料の多いテーマであるか
のように見えるが、人間の変化や権力の実際の判断を見極めることは極めて困難である。したがっ
て、本書の終わりは結論ではなく、境界線である。確認された事実と、未だ確認されていない事実
をありのままに記録する。閉ざされたシステムを扱う書物において、こうした姿勢は弱さではない
。次の調査と改訂版の刊行を可能にする最小限の誠実さなのだ。

本書が完結する時点で、残された疑問はいくつかの点に絞られる。党校教育を受けた幹部たちは
、実際の昇進においてどのような恩恵を得ているのか。地方の党校における100パーセントの業績指
標は、現場の教師や事務職員にどのような圧力を加えているのか。海外政党研修に参加した若手幹
部たちは、帰国後にどのような政治的経路をたどるのか。これらの問いに公開資料だけで答えるの
は困難だ。それゆえ、次の段階の作業では、予算書よりも人事公示や地方の記録をより深く精査し
なければならない。

中国共産党の党校を読み解くということは、公開された文書を信頼しつつも、それらの文書が沈
黙している箇所に目を向けることでもある。数値は豊富に存在する。しかし、数々の数値が現実の
全容を示しているわけではない。特定の授業で何が語られたのか、研修後に誰がより早く出世した
のか、そしてシステム内部にどのような不満が蓄積されたのかを知るには、別の情報源が必要とな
る。これらの空白を残すことは本書の 限界であり、同時に次期版の出発点でもある。

最後まで貫かれる姿勢は、慎重な検証である。検証された事実は確認し、検証されていない事実
は空白の ままにする。その一線を守ることで、「党校」という閉ざされた学校の姿が、もう少し正
確に見えてくる。
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